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国立大学病院に求められるミッションの実現を目指して

皆様におかれましては、日頃より国立大学病院の運営に深いご理解とご協力を賜り、
心より御礼申し上げます。ここ数年はどの病院も経営に大変苦しい時期でした。稼働
額以上に光熱費・物価の高騰は、価格転嫁が許されない保険医療機関の経営に大き
な負担をもたらしてきました。ただ、2025年度の各省庁からの補正予算、加えて
2026年度の診療報酬改定において、大学病院には大いなる支援を頂き、大変助かっ
ております。改めまして御礼申し上げます。一方で2024年度から「医師の時間外労
働の上限規制（いわゆる医師の働き方改革）」が実施され、これまで医師の長時間労
働に支えられてきた大学病院における診療・研究・教育のあり方にも根本的な見直し
が必要となる時代になっております。2025、2026年のデータでも、特例水準（年
1,860時間の時間外労働を上限とする「B水準」「連携B水準」「C水準」）を超える医
師数の減少は認めておりますが、個々の医師においては明らかに労働時間が改善して
いるという感覚は乏しく、また、若手医師の研究時間の確保状況はほぼ横ばいで変動
がなく、さらなる改善が必要でしょう。

国立大学病院には「我が国の医療の充実・発展に寄与する」というミッションがあ
ります。そこで、国立大学病院長会議では、教育、診療、研究、地域医療、国際化、
運営、歯科のそれぞれの分野について、過去の取り組みと将来へ向けての課題を整
理し、「グランドデザイン2016」を策定しました。その後、感染症パンデミックや医
師の働き方改革などの新たな大きな課題を踏まえて2022年に改訂された「グランド
デザイン2016（改訂版）」に掲げる国立大学病院が目指すべき将来像とその実現に
必要な35の提言のもと、PDCAサイクルを通じて、山積する課題に着実に取り組み、
目指すべき将来像を実現するため、「年次報告2025」をとりまとめました。

将来の社会環境は大きく変化しています。超少子高齢化・人口減少社会に伴う疾
病構造の変化や社会保障制度の変更のみならず、医療機関以外の業界や産業におけ
る医療・健康市場の変化、気候変動・環境問題、経済状況、国際関係、食料とエネ
ルギー、テクノロジーの進歩等は目まぐるしく、国
立大学病院も大きな影響を受けるであろうことが
予測されます。そのような変化の激しい社会にお
いても、引き続き国立大学病院に求められる役割
を果たすため、時代や社会情勢が変わっても揺る
ぎない価値観を維持し、我が国の医療の充実・発
展に寄与すべく、国立大学病院長会議は積極的な
活動を続けていきます。

国民の皆さまには、より一層のご理解とご支援
を賜りますようお願いいたします。

国立大学病院長会議　会長
千葉大学医学部附属病院長
大　 鳥　 精　 司
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国立大学病院について

■	国立大学病院数� 44 病院
１．医系� 42 病院
２．歯系� 1 病院
３．研究所附属病院� 1 病院

（注）	１．�北海道大学司法精神医療センター、神戸大学国際
がん医療・研究センター、九州大学別府病院含む

	 ２．大阪大学歯学部附属病院
	 ３．東京大学医科学研究所附属病院

■	一般病床内訳
普通病床 26,279床
ICU病床 667床
NICU病床 445床
救命救急センター病床 445床
RI病床 102床
GCU病床 484床
HCU病床 304床
MFICU病床 129床
SCU病床 66床
CCU病床 39床
PICU病床 12床
PHCU病床 1,682床
緩和ケア病床 58床
治験病床 37床
その他 20床

■	承認病床数� 32,507 床
１．一般� 30,769 床
２．精神病床� 1,664 床
３．結核病床� 30 床
４．感染症病床� 44 床
５．療養� 0 床

2025 年６月１日現在
出典：令和 6 年度病院資料（診療・組織）
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●教育担当 ◯医師臨床研修協議会
◯オンライン臨床教育評価
　システム運営委員会

●研究担当 ◯臨床研究推進会議

●企画・運営担当 ◯大学病院医療情報
　ネットワーク協議会

●診療担当 ◯医療安全管理協議会
◯感染対策協議会
◯国際化協議会

●歯科担当

○北海道・東北地区　　　○関東・甲信越地区
○近畿・中部地区　　　　○中国・四国地区
○九州地区

2025.6.1現在

常置委員会

事務部長会議

理事会

監事

地区会議

○総務委員会

●データベース管理委員会

国
立
大
学
病
院
長
会
議
（
社
員
総
会
）

事
務
局

国立大学病院長会議 組織図
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国立大学病院長会議では
2012年に初版の｢グランドデザイン｣を策定し、
これを基に行動してまいりました｡

そして2016年、
社会情勢の急速な変化に対応すべく、
これまでの取組みについて検証し、
現状の課題を抽出し、35の提言を行動規範として、
2025年のあるべき将来像を実現するために、
｢グランドデザイン｣を改訂しました。

Mission to Action ........ 

for the Realization of our Prosperous Future.

さらなる医療の質的向上と、国民の福祉 ･ 健康に貢献する
ために、全国の国立大学病院がこのグランドデザインを道
標として、たゆまぬ努力を重ねてまいります｡

35の提言を礎に、
医療の質向上と国民の福祉に貢献し、
2025年のあるべき姿を実現します

提言１	 国立大学病院が、地域・大学病院間のネットワークを
活用し、リサーチ・マインドを有する専門医育成の中心的役割
を担う

提言２	 診療参加型臨床実習のさらなる充実を図り、関連施設と
連携して医学教育の質保証に取り組む

提言３	 臨床技能の習得や医療安全推進のために、シミュレー
ション教育に用いる機材・プログラムを充実し、教育に従事す
る人材を育成する

提言４	 指導教員の臨床教育に関する業績について共通した評
価方法を確立し、臨床教育指導体制を充実させる

教育
P13

これまでの取組み

現状の課題

35の提言

2025年の
将来像実現へ
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提言１	 Society 5.0 に向けて、学⽣、教員、社会に配慮した
ICT、AI、IoT、VR等を利⽤した新しい⻭学臨床教育を推進する

提言２	 エビデンス構築のために⻭科疾患・治療の評価系（臨
床検査）の強化と特定臨床研究を推進する

提言３	 オーラル・デジタルトランスフォーメーション（DX）
の基盤整備を推進する

提言４	 災害拠点病院として「災害派遣⻭科医療チーム」を配
備し、災害フェーズ（超急性期〜慢性期〜復興期）に合わせた、⻑
期的視野で多職種連携医療活動をする災害医療体制を強化する

提言５	 ⻭科的⼝腔情報の活⽤のための⼤規模データベース構
築および照合・判定システム開発に向けた、医⼯学技術を利⽤
した研究を推進し、法⻭学的医療活動の効率化を図る

提言６	 世界をリードする⾼齢化⻭科医療の先駆者として、⻭
科医療と⻭学教育における国際連携体制を構築する

提言７	 救急・災害時を含めた地域包括⼝腔医療システムの⼝
腔医療の拠点としての役割を果たすため、⼝腔科学研究・医療
を広く推進する統合的医療研究体制を構築する

提言１	 病院長の権限を明確化するとともに、病院のガバナン
スの強化を図り、国立大学病院のマネジメント力を高める

提言２	 国立大学病院の中長期的な財政計画の立案・実行を可
能とする制度を確立し、病院経営の安定化を図る

提言３	 国立大学病院で勤務する職員の標準的な人事労務モデ
ルを確立し、当該職員がより活躍できる職場環境を整備する

提言４	 データベースセンター及び病院長会議の機能を充実し、
国立大学病院の運営基盤の一層の強化を図る

提言５	 ⼤学病院で働く医師の特性を踏まえた働き⽅改⾰を推
進する

P63

P73

提言１	 外国人に対する医療サービスを充実・強化し、質の高
い日本の医療を提供する

提言２	 日本の医療の人材・技術・システムを積極的に海外展
開し、国際貢献に寄与する

提言３	 海外からの医療人受入を推進し、教育・診療・研究を
通じて、相互の医療レベルの向上を図る

提言４	 情報通信技術の整備・活用により、海外拠点病院群と
の連携を強化し、世界をリードする医療連携を構築する

提言５	 国際医療を担う専門部門を国立大学病院に設置し、専
門部門間の連携を強化することにより、上記提言を実現する

P53

提言１	 地域の⾏政や医療関連団体とも連携し、経年的な疾病
構造等の変化だけでなく、新興感染症への対応や働き⽅改⾰に
も配慮した地域医療提供体制の維持に向け主導的役割を担う

提言２	 職種をこえ地域に貢献する経営や危機管理を担える医
療⼈を育成する

提言３	 多様化し、すみずみまでいきわたるメディカル ICT を
活⽤した地域医療体制を構築する

提言４	 ⾃治体・地域医療機関／医師会との連携等を強化し、
またオールハザードにより有効に対応しうる BCP を準備し、
それぞれの地域における危機管理に積極的に参画する体制の構
築を図る

P43

提言１	 研究倫理遵守を徹底し、臨床研究の信頼性・安全性を
確保し、適正な研究活動に邁進する

提言２	 臨床研究に係る人材を育成し、研究マインドを向上さ
せるシステムを構築する

提言３	 先端医療の研究・開発を推進するために必要な人材を
確保し、基盤を整備する

提言４	 最新のテクノロジーを取り⼊れた持続可能な臨床研究
実施体制を整備することにより、国際的競争⼒を有する新たな
医療技術の開発を⼀層推進する

提言５	 国⽴⼤学病院の臨床研究に関する情報を研究者に限ら
ず広くわかりやすく患者・市⺠にも発信する

研究
P33

提言１	 患者視点に立った医療の透明化と、確固たるガバナン
スに基づいた安全で質の高いチーム医療を推進する

提言２	 医療倫理を遵守する体制を構築し、高難度最先端の医
療を安全に提供する

提言３	 政府が推進する規制改⾰を最⼤限に活⽤し、早期安全
に新規医療を提供する

提言４	 国立大学病院の組織的・人的基盤を整備し、高度医療
の安全な提供と開発及びそれに対応できる人材を配置する

提言５	 医療の質に関する指標を設定し、診療の評価・改善を
行うとともに社会へ公表する

P23
国際化診療

運営

地域医療

歯科
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グランドデザイン 2016
（2022 年度改訂版）提言

行動計画 2025
（小見出し） 2025 年度の取組み及び成果 ページ

1
国立大学病院が、地域・大学病院間
のネットワークを活用し、リサーチ・
マインドを有する専門医育成の中心
的役割を担う

専門研修プログラムの
策定および運営にあ
たって

臨床にかかわる研究・教育の中心的役割を担う専門医師を育
成することを目的として 2021 年度に創設された「臨床研究
医コース」については、2025 年度開始コースとして、18の
国立大学病院で、計 9領域 22コースを設置した。

14

2
診療参加型臨床実習のさらなる充実
を図り、関連施設と連携して医学教
育の質保証に取り組む

診療参加型臨床実習の
実質化

診療参加型実習の実例として、大学病院での医行為実践のた
め頻度の高い医行為をシミュレーションセンターで指導し
MiniCEX で評価している事例と、患者を生活者として総合的
に診る姿勢を身に着けるため学生を地域医療の第一線を担う
小規模病院に 12週間滞在実習させる事例を紹介している。

15

3
臨床技能の習得や医療安全推進のた
めに、シミュレーション教育に用い
る機材・プログラムを充実し、教育
に従事する人材を育成する

シミュレーション教育
の充実～特に AI など
先端技術の活用

診療参加型臨床実習および臨床技能取得のためのシミュレー
ション教育の実践例として、生体を用いたサージカルラボで
術者等を経験する機会を設ける事例、および骨髄穿刺・生検
をトレーニングする医学生向けシミュレータ開発の事例を紹
介している。

16

4
指導教員の臨床教育に関する業績に
ついて共通した評価方法を確立し、
臨床教育指導体制を充実させる

オンライン臨床教育評
価システムを用いた臨
床教育に関する業績の
データセットの開発

2025 年度よりCC-EPOC及び PG-EPOCでの指導医業績に
係るデータ収集・分析を実施しており、EPOCの利用による
指導医の指導実績集計の取組み例が進んでいる一方、研修病
院を対象としたアンケート調査では指導医入力履歴の認知度
は未だ高くなく、EPOCによる指導医実績の集計機能の更な
る周知・利活用が必要である。

17

主な活動内容と今後の方向性

教育
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グランドデザイン 2016
（2022 年度改訂版）提言

行動計画 2025
（小見出し） 2025 年度の取組み及び成果 ページ

1
患者視点に立った医療の透明化と、
確固たるガバナンスに基づいた安全
で質の高いチーム医療を推進する

患者中心の視点に立っ
た安心・安全で質の高
い医療をより一層促進
する

患者本位の安心・安全で質の高い医療実現に向け、各病院で
はクリニカルパス利用促進、IC 標準化、QI 公表など透明性
の高い体制整備が進み、タスクシフトや多職種協働、PDCA
の定着も広がっている。一方で、開始したばかりの施設もあ
り達成度の二極化が進む。導入済み病院ではパスのアウトカ
ム評価や電子化最適化、IC テンプレート運用定着、QI 公開
範囲拡大、タスクシフトの人員確保などが課題である。限ら
れた人材と財源の中で、実情に応じた持続可能な取り組みを
構築し、「患者視点の質の高いチーム医療」につなげることが
喫緊の課題である。

24

2
医療倫理を遵守する体制を構築し、
高難度最先端の医療を安全に提供す
る

高難度最先端医療を、
安全安心に提供するた
めの審査体制の確立と
審査の質の向上

高難度最先端医療を安全安心に提供するため、国立大学病院
では全職員を対象に医療倫理・患者安全の理解促進に向けた
講習会や e-learning が年間複数回実施され、小テストで理解
度確認を行う病院もある。働き方改革により勤務時間内の実
施が必要となり、参加促進や未受講者ゼロ化が課題である。
また、審査部門向け教育プログラムは未導入の病院も多く、
課題内容が多岐にわたるため設定が難しい。審査の質を確保
しつつ簡略化するため、メール審議やWEB会議、申請書類
の電子化などが進み、審査プロセスの効率化・迅速化が図ら
れている。

25

3
政府が推進する規制改革を最大限に
活用し、早期安全に新規医療を提供
する

特定臨床研究や治験、
ゲノム診断に基づく医
療など、新規医療を患
者に届けるためのマン
パワーおよびファシリ
ティの充実を目指す

外部資金の獲得や企業との共同研究体制の強化については、
多くの国立大学病院で研究初期から社会実装までを見据えた
支援体制が整いつつある一方、専門人材の確保・育成は特に
非大都市圏で深刻な課題となっている。医師の働き方改革の
もとでの業務効率化ではタスクシフトが進むものの、医師事
務作業補助者の処遇が十分でなく人員確保が難しい。研修体
制や施設投資の課題も残る。新規医療提供に向けたガバナン
ス体制整備は講習会等で進められるが、職員の意識向上を維
持するための雇用形態の設計が課題である。

26

4
国立大学病院の組織的・人的基盤を
整備し、高度医療の安全な提供と開
発及びそれに対応できる人材を配置
する

専門職員の安定的で持
続的な人材配置に向け
たキャリアパス構築の
組織的整備

国立大学病院は高難度医療の提供と先進医療の開発を担い、
医療安全、感染制御、倫理教育・審査体制の構築が必須である。
専門職員の配置は進む一方、有期雇用が多く、継続的な雇用
や人材育成のための財源確保が課題である。全国の国立大学
病院を対象に実施した調査結果では、昨年度から大きな進捗
はなく引き続き課題として残っているが、医療安全と感染制
御は相互チェックの効果により全病院のレベルアップが見ら
れる。今後は特に医療倫理を中心に、高難度医療の安全な提
供と先進医療開発を支援する体制を組織的に整備することが
求められる。

27

5
医療の質に関する指標を設定し、診
療の評価・改善を行うとともに社会
へ公表する

医療の質に関する指標
の分析・フィードバッ
クを継続的に行ってさ
らなる改善を図り、継
続的に社会へ公表

診療の質向上委員会を中心に、病院機能指標・DPCデータ・
独自QI を選定し、定期的に集計・分析・評価を行っている。
HOMAS2 等で他国立大学病院とのベンチマーク評価を実施
し、結果は院内会議やWebで共有、全国平均を下回る項目
には改善を指示する体制を整備している。診療科別 KPI の設
定や在院日数・稼働率の可視化、ヒアリングによる進捗管理
を行い、継続的な質改善と経営改善を推進している。評価結
果はホームページでも公表し、透明性と説明責任を確保して
いる。

28

診療
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研究

グランドデザイン 2016
（2022 年度改訂版）提言

行動計画 2025
（小見出し） 2025 年度の取組み及び成果 ページ

1
研究倫理遵守を徹底し、臨床研究の
信頼性・安全性を確保し、適正な研
究活動に邁進する

研究倫理遵守の徹底と
臨床研究の信頼性・安
全性の確保

2025 年 5月 31日に施行された改正臨床研究法に関し、「研
究目的で著しい負担を与える検査」および「薬事承認済みと
同程度のリスク」の該当性判断について施設ごとに事前調査
し、課題抽出と対応検討を行った。
さらに、Patient and Public Involvement( 患者・市民参画 )
の活動について、先駆的な取り組みやユニークな活動につい
ての情報共有を行った。
上記の情報共有および意見交換を通して、各大学で臨床研究
の信頼性・安全性を確保し、適正な研究活動を実施するため
の課題解決に役立てている。

34

2
臨床研究に係る人材を育成し、研究
マインドを向上させるシステムを構
築する

臨床研究に係る人材の
育成と研究マインドを
向上させるシステム構
築

研究者育成に関しては、「特定臨床研究について研究者をエン
カレッジする方法」に関しての情報共有に加え、欧米の研究
者の働き方や教育方法に関する情報収集を行い、海外と日本
の研究実施環境の違いについて議論し、日本の研究力向上の
ために必要な方策について検討している。
医療系の橋渡し研究者・アントレプレナー育成については、
革新的医療技術創出拠点からの医療系アントレプレナーシッ
プ教育やスタートアップ支援に関する活動紹介は継続してお
り、さらに大学発医療系スタートアップ支援プログラムの活
動を共有しながら、人材育成に取り組んでいる。

35

3
先端医療の研究・開発を推進するた
めに必要な人材を確保し、基盤を整
備する

先端医療の研究・開発
推進のための人材確保
と基盤の整備

医師の働き方改革の開始等により研究時間の確保が困難とな
り、業務効率化や支援人材の役割拡大が求められている背景
を踏まえ、新たなアプローチや職種 (AI、DX、リサーチクラー
ク等 ) を活用した臨床研究支援活動について検討し、人材雇
用とサステナビリティに関するアンケート調査も実施し、好
事例の共有や意見交換を行っている。
また、データセンター、プロジェクトマネージャー、CDISC、
モニタリング、RBA、DCT、生物統計に関する最新の情報を
共有し、各種勉強会等も開催し、臨床研究の実施支援体制の
補強強化に役立てている。

36

4

最新のテクノロジーを取り入れた持
続可能な臨床研究実施体制を整備す
ることにより、国際的競争力を有す
る新たな医療技術の開発を一層推進
する

最新のテクノロジーを
取り入れ、国際的競争
力を有する新医療技術
の開発促進

国立大学病院の各施設が得意とする分野の検索や問い合わせ
機能を備えた「臨床研究マッチングサイト」（2025 年度登録
件数：1634 件）や多施設共同臨床研究による症例集積性向
上の目的で「フィージビリティ調査システム」を開発・運用
している。
また、デジタルテクノロジーを活用した臨床研究実施体制整
備のため、実態調査や製薬業界団体との合同会議を通して、
課題整理と合意形成を行った上で共同声明等として発信して
いる。さらに、臨床研究分野におけるDX推進には情報セキュ
リティに関する課題を整理した上で医療情報部門との対話の
機会を設けていく。

37

5
国立大学病院の臨床研究に関する情
報を研究者に限らず広くわかりやす
く患者・市民にも発信する

国立大学病院の臨床研
究に関する情報を研究
者、患者・市民に広く
わかりやすく発信

臨床研究推進会議の活動内容等を広く紹介するため、「ARO
協議会第 12回学術集会」、「第 46回日本臨床薬理学会学術総
会」および「日本臨床試験学会第 17回学術集会総会 」でブー
ス展示を行った。
臨床研究推進会議の活動で得られた成果物等をWebsite に
て一般公開し、臨床研究推進に繋がる最新のトピックをテー
マとしたWebinar を開催するなど、広く一般に向けた発信
を行っている。
また、国立大学病院データベースセンターの協力のもと、臨
床研究に関する調査・分析結果をわかりやすくまとめ、臨床
研究推進会議内で周知している。

38
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グランドデザイン 2016
（2022 年度改訂版）提言

行動計画 2025
（小見出し） 2025 年度の取組み及び成果 ページ

1

地域の行政や医療関連団体とも連携
し、経年的な疾病構造等の変化だけ
でなく、新興感染症への対応や働き
方改革にも配慮した地域医療提供体
制の維持に向け主導的役割を担う

地域医療 2040を見据
えた地域連携部門の体
制強化

　2025 年 7月に開催された国立大学病院医療連携・患者支
援協議会では地域連携部門の課題について議論が交わされた。
最大の課題はスタッフ数の不足であり、限られた人材の中で
経営的に患者増加と在院日数の短縮を求められるため、濃淡
のある対応をせざるを得ない実情が浮き彫りになった。多く
の大学病院は院外連携（医療機関訪問）や入院前支援の強化
を図りながら人材確保と人材育成に取り組んでいる。その中
で業務の省人化（情報共有システム、Web予約システムの
導入）を進めようとしている。一方で院外連携の円滑化の一
環としてAdvance care planning の普及や下り搬送に関す
る連携の構築、逆紹介推進などの渉外業務にも取り組んでい
る。直接的に収益につながらない業務も可視化し、経営側の
評価を得るべきと考える。

44

2 職種をこえ地域に貢献する経営や危
機管理を担える医療人を育成する

地域医療を支える医療
人育成拠点としての国
立大学病院の形成

各国立大学病院を対象に、職種別キャリアパス整備や経営・
危機管理人材育成、地域連携の実態について調査を実施した。
キャリアパスの整備状況は依然として職種間格差が存在する
ことが明らかとなった。医療職へのリカレント・リスキリン
グ教育は 95％で実施され、地域医療機関へ教育の提供も拡大
していた。経営人材、危機管理人材へのリカレント・リスキ
ル教育も増加しており、地域医療を支える人材育成の強化が
進んでいる。

45

3
多様化し、すみずみまでいきわたる
メディカル ICT を活用した地域医療
体制を構築する

ICT を活用した情報共
有と遠隔医療の推進に
より地域医療連携を強
化する

各国立大学病院の地域医療連携における情報通信技術活用と
セキュリティについての調査を実施した。電子カルテ連携や
画像共有などが約 60％以上で導入され、地域医療の効率化を
図っている。遠隔医療では、D to P with D が 25%の国立
大学病院で活用され、D to P with N も増加中である。サイ
バーセキュリティ教育は 95％で実施される一方、医療情報連
携を含む対策は不足しており、地域医療DX推進においては
セキュリティ強化が課題となっている。

46

4

自治体・地域医療機関／医師会との
連携等を強化し、またオールハザー
ドにより有効に対応しうる BCP を準
備し、それぞれの地域における危機
管理に積極的に参画する体制の構築
を図る

地域クライシス発生時
に当該地域の国立大学
病院が機能を喪失した
場合の対応のあり方に
ついて実態調査検討す
る

災害等により国立大学病院が機能を大きく毀損し病院避難を
余儀なくされた場合の各大学の現時点の対応について、アン
ケート項目を作成した。さらに病院退避を行う国立大学病院
に求められる対応を検討した。近隣国立大学病院間が相互応
援する上で、受け入れ可能な診療内容と人数、さらに病院を
失った職員の雇用についてアンケートを進めることとした。
このアンケートを 2026 年度末までに集計し、国立大学病院
が機能を喪失した際の支援体制の強化の参考とする。

47

地域医療
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国際化

グランドデザイン 2016
（2022 年度改訂版）提言

行動計画 2025
（小見出し） 2025 年度の取組み及び成果 ページ

1
外国人に対する医療サービスを充実・
強化し、質の高い日本の医療を提供
する

・渡航受診者など皆保
険制度の対象外である
外国人患者に対する適
正な医療費の見直し
・認定医療通訳士およ
び国際共同臨床研究者
の人材育成の促進

【病院の体制強化】大阪大学医学部附属病院では、保険制度の
対象外である訪日外国人患者に対して昨年度から「受診可否
判断書制度」を導入しているが、2025年度も同制度を継続・
徹底した。訪日外国人患者に対する医療費の見直しを行い、
厚労省のヒアリングも踏まえ 1点 30 円から 50 点に改訂し
た（2025年 8月より）。医療通訳士の専門職としての位置づ
けを促すべく、経験豊富な通訳士の任期を撤廃し、医療通訳
料金改定を要望し、2026年度に承認される見込みである。

【人材育成の促進】医療通訳については、阪大病院において大
阪大学医療通訳養成コースの現場研修先として 33名（英語
18名、中国語 15名）の受講生を受け入れた。国際臨床研修
者認定制度も引き続き実施している。

54

2
日本の医療の人材・技術・システム
を積極的に海外展開し、国際貢献に
寄与する

医療技術トレーニング
センターの設立準備の
マニュアル化と継続性
についての検討

医療技術の移転継続可能性について12の国立大学病院からイ
ンタビューを行った。
その結果国立大学病院の強みは、①大学間協定を結んでいる相
手国大学と長年の強いつながり②優秀な留学生PhD取得と医
療技術習得可能な事③協定大学より現地政府や関係省庁との強
いパイプがある。リスクポイントとして①相手国医師の不信感
②技術習得は医師自身の生活が目的③補助金の打ち切り④メン
テナンス体制の不備⑤政治的不安定があった。④機器メンテナ
ンスは日本製品の現地代理店が少なく現地で購入可能な他国の
安価な製品等へ代替も検討を要す。

55

3
海外からの医療人受入を推進し、教
育・診療・研究を通じて、相互の医
療レベルの向上を図る

外国人医師研修のス
ムーズな受け入れを目
指したシステム構築と
「 国 際 化 協 議 会
facebook」ページを
利用した外国人医師研
修受け入れ活動の PR
促進

外国人医師受け入れ実態についてアンケート調査を行った。
結果としては、受け入れ実績は前年度から大きな変化はない
ものの、受け入れについての問い合わせは増加傾向にあるこ
とが伺われた。今後、スムーズに受け入れを行うためにも実
績の多い施設のノウハウを共有しながら、各施設の実情に合
わせた受け入れ体制の構築が望まれる。国立大学病院長会議
の国際化協議会 Facebook ページの活用は１つの方法として
有用と考え各病院への PR、SNS活動の促進を継続する。

56

4
情報通信技術の整備・活用により、
海外拠点病院群との連携を強化し、
世界をリードする医療連携を構築す
る

国際的遠隔医療教育活
動を継続的に推進し、
プログラムの紹介を行
う。各大学で実施され
ているプログラムを調
査する。

・フィリピン、モンゴル、ラオス、ケニア、ブータン、中央
アジア 8カ国、中南米における消化器疾患診療の人材育成支
援プロジェクトを実施。
・8月に香港、2026 年 1 月にバングラデシュで実施された
アジア太平洋ネットワーク会議医療WGにおいて、外科、歯
科、眼科、病理など 36のセッションを開催し 17か国から計
153演題の発表。
・国際化協議会の Facebook ページにて、38 国立大学によ
る 189件の国際関連活動を投稿・共有。
・全国立大学の国際化協議会の担当者を対象とした調査を実
施。

57

5
国際医療を担う専門部門を国立大学
病院に設置し、専門部門間の連携を
強化することにより、上記提言を実
現する

国際医療推進へ向けた
病院間の連携強化への
取り組み

国際医療部の現状や活動状況についてアンケート調査を実施
した。国際医療部は２施設で新設されたが、専任職員を置い
ている施設はまだ少なく多くの病院では国際医療に関する業
務を既存部署が兼任している現状が伺えた。一方で、外国人
患者受け入れについてポケトークやスマートフォンアプリの
使用に要る多言語対応などは進んでいる。インバウンド医療
について多くの施設にて積極的な取り組みは予定していない
が、診療報酬の設定について外国人患者対応に係るコストを
反映する動きが進んでいる。今後も、各病院における情報共
有や国際医療に関する意識の向上を目指し、専門部門間の連
携を強化していくことが望まれる。

58
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運営

グランドデザイン 2016
（2022 年度改訂版）提言

行動計画 2025
（小見出し） 2025 年度の取組み及び成果 ページ

1
病院長の権限を明確化するとともに、
病院のガバナンスの強化を図り、国
立大学病院のマネジメント力を高め
る

病院長就任前に必要な
財務・経営的な知識を
得ることを目的とした
「新任病院長懇談会」
を開催する

新たに病院長に就任する予定の者を対象に、病院長として必
要な財務・経営的な知識を得ることを目的とした「新任病院
長懇談会」を開催した。
当日は、島根大学医学部附属病院 椎名病院長の経験談を踏ま
えた講演や、国立大学病院経営に深くかかわりのある文部科
学省、厚生労働省及び大学改革支援・学位授与機構から講演
が行われた。それぞれの講演の後、昨今の国立大学病院の厳
しい経営状況を踏まえ、経営改善に向けた活発な意見交換と
質疑応答が行われた。

64

2
国立大学病院の中長期的な財政計画
の立案・実行を可能とする制度を確
立し、病院経営の安定化を図る

病院経営の安定化に向
けた取組を推進・支援
する

定例記者会見等を開催し、国立大学病院の経営が危機的な状
況であることを訴えかけた。多くのテレビ、新聞に取り上げ
ていただき世論の理解を得た結果、2026 年度診療報酬改定
は予想を上回る 3.09%となり、その中でも高度機能医療を担
う病院に対しては特に大きな傾斜配分となった。
医療材料、医療機器で取り組んでいた共同調達は、検査部門・
栄養部門においても取組を開始した。
HOMAS2 の次期基盤整備と運用強化を実施し、データイン
フラの整備や限界利益ツールの機能追加を行い、経営改善効
果額は累計で 54.3 億円に達した。
新しい病院 BS における説明会を開催し、持続可能な病院経
営のためには貸借対照表が重要であることや、新しい算出方
法等についての説明を行った。

65

3
国立大学病院で勤務する職員の標準
的な人事労務モデルを確立し、当該
職員がより活躍できる職場環境を整
備する

事務職員の知識・能力
の向上を図るととも
に、国立大学病院を担
う人材を育成する

大学病院マネジメントに関する各分野の優れた取組事例又は
活動内容を発表することにより、特に次世代の病院経営を担
う医師等の資質向上及び業務改善に向けた意識の醸成を図る
とともに、課題・情報の共有を目的として、「大学病院マネジ
メントセミナー」を開催した。
また、事務職員の階層別研修や個別の目的に応じた各種研修
を、それぞれオンデマンドや e-learning を活用して実施した。
一定期間後のフォローアップ調査では、研修成果を実践的に
活用していることが伺える声が聞かれた。

66

4
データベースセンター及び病院長会
議の機能を充実し、国立大学病院の
運営基盤の一層の強化を図る

データベースセンター
データを活用し、国立
大学病院に有益な調
査・分析を充実させ、
分析システムの強化や
データを用いた勉強会
の開催及び情報発信に
取り組むとともに、
DX推進・業務改革を
支援する

【データベースセンター】
・病院機能指標調査は、引き続き 86項目について実施した。
一部項目については病院資料調査からの引用とするなどの改
善を行った。また、論文調査に関しては調査方法を完全に変
更し、初期データをDBC で取りまとめ、各病院で確認し、
修正・追記を行う手順に改め作業負担の軽減と調査の精度を
高めた。
・A#に関して、メニュー項目の変更等の改善を諮った。
・2025年度より、新たに「全国国立大学附属病院臨床検査実
態調査」についてデータベースセンターで実施することとし、
体制整備等を行った。
・病院資料調査において、臨床研究に関する臨時調査を行い、
調査の充実を図った。

【病院長会議事務局】
・110 病院で運営してきた共同調達事業は、2025 年 12 月
15日付で、「一般社団法人 公共的医療機関経営力強化研究機
構」として法人設立となった。
・医薬品パフォーマンス分析ソリューションは、長期収載医
薬品情報、バイオ医薬品情報の活用が広がっており、特にバ
イオ後続品使用体制加算の取得に向けた分析に役立っている。
また、2024 年度は 7大学合計で約 1.4 億円の費用削減効果
が見られた。

67

5 大学病院で働く医師の特性を踏まえ
た働き方改革を推進する

医師の特性を踏まえた
働き方改革を推進する

・厳しい財政状況の中で、医師の働き方改革を推進しつつ、
高度先端医療や地域への医師派遣等により、医療体制を維持
している。
・国会議員や関係省庁等に対し、財政支援を要請した結果、「経
済財政運営と改革の基本方針 2025　～「今日より明日はよ
くなる」と実感できる社会へ～」に、「大学病院における教育・
研究・診療機能の質の担保に向けた医師の働き方改革の推進
などによる研究環境の確保により、我が国の研究力を維持・
強化する。」など、昨年度に引き続き大学病院の支援に係る文
言が明記された。
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歯科

グランドデザイン 2016
（2022 年度改訂版）提言

行動計画 2025
（小見出し） 2025 年度の取組み及び成果 ページ

1
Society 5.0 に向けて、学生、教員、
社会に配慮した ICT、AI、IoT、VR 
等を利用した新しい歯学臨床教育を
推進する

VR 技能実習システム
を基盤としたオンデマ
ンド臨床技能遠隔教育
による臨床トレーニン
グプログラムの構築

2025 年度は独自開発の「インタラクティブVR技能実習シ
ステム」を用い、支台歯形成プログラムを構築した。実証実
験では可搬性や触覚再現性において既存システムを凌駕する
有用性を確認し、現在は最適化を推進中である。並行して、
グローバル産学官連携によるMR解剖学コースを開発し、導
入検証に着手した。今後はこれら XR技術にAI 学習支援・評
価システムを統合し、2028 年度の歯学教育カリキュラムへ
の全面実装を目指す。これにより、Society 5.0 に準拠した
革新的な遠隔臨床技能教育の確立に寄与する。

74

2
エビデンス構築のために歯科疾患・
治療の評価系（臨床検査）の強化と
特定臨床研究を推進する

歯科検査・治療法を用
いた医科歯科連携・多
施設共同研究の推進と
エビデンス構築

2025 年度は、国公立大学歯学部附属病院長会議において、
歯科疾患評価系の高度化と多施設共同研究基盤の整備を推進
するとともに、将来的な多施設連携臨床研究の実施に向けた
準備を拡充した。う蝕予防管理や唾液細菌検査を活用した客
観的評価モデル、口腔外科領域の登録研究の枠組みを共有し、
共通評価項目や研究体制の整理を進めた。また、周術期口腔
管理や低出力レーザーを含む臨床テーマについても、多施設
展開を見据えた連携調整を行った。

75

3
オーラル・デジタルトランスフォー
メーション（DX）の基盤整備を推進
する

口腔診査情報のセキュ
アかつ有用な流通シス
テムの構築

独立行政法人情報通信研究機構（NICT）の支援を受け、徳島
大学、東北大学および大阪大学が連携し、災害時身元確認
（Disaster Victim Identification: DVI）のDX化に必要とな
る要素技術の開発に取り組んだ。特に、徳島県「警察・医師会・
歯科医師会」合同災害時遺体対応訓練において、パノラマ X
線画像および口腔内写真をAI により解析し、得られた診査所
見を口腔診査標準コードへ自動変換・出力するとともに、
Dental Finder を用いて生前資料との照合を実施し、身元確
認に至るまでの一連のプロセスを実証するデモンストレー
ションを行った。

76

4

災害拠点病院として「災害派遣歯科
医療チーム」を配備し、災害フェー
ズ（超急性期〜慢性期〜復興期）に
合わせた、長期的視野で多職種連携
医療活動をする災害医療体制を強化
する

発災直後からの要配慮
者食支援を可能にする
ための JDATのアップ
グレード

九州大学病院では、発災直後から要配慮者への食支援を可能
とする体制構築を目的に、JDAT の高度化に取り組んだ。嚥
下障害や咀嚼困難を有する被災者に対し歯科医療者が即応で
きるよう、災害歯科口腔医療に関する体系的 e-learning 研修
を整備し、人材育成を推進した。さらに、取組を持続可能な
体制とするため、歯科部門内に九州大学病院 JDATワーキン
ググループ（WG）を設置し、メンバー選定、研修教材改訂、災
害訓練参画、多職種連携、被災時アクションカード整備を恒
常的に推進している。これにより、災害フェーズ全体を通じ
た要配慮者支援の質向上と地域の減災力強化に貢献している。

77

5

歯科的口腔情報の活用のための大規
模データベース構築および照合・判
定システム開発に向けた、医工学技
術を利用した研究を推進し、法歯学
的医療活動の効率化を図る

歯科的口腔情報の大規
模データベースを活用
する医歯工学連携技術
を利用した歯科的個人
識別法の開発研究の推
進

九州大学病院では、歯科的口腔情報を活用した大規模データ
ベース構築と歯科的個人識別の高度化を目的に、岡山大学・
熊本大学・九州大学の歯科医師および工学系研究者が連携す
る「歯科AI 研究会」と協働し、医歯工学連携研究を推進した。
口腔内スキャナ 3Dモデルを用い、深層学習（DGCNN）に
より歯種および欠損歯の識別が可能なアルゴリズムを見出し、
歯科的個人識別の迅速化・高精度化への有効性を確認した。
さらに、法歯学活動を担う組織基盤として九州大学病院
JDAT ワーキンググループ（WG）を設立した。本WGは、
大規模災害時に歯科医師会等の要請に基づく犠牲者の歯科的
個人識別や、警察からの依頼による異常死体の歯科的個人識
別への対応を担う体制を明確に位置づけている。

78

6
世界をリードする高齢化歯科医療の
先駆者として、歯科医療と歯学教育
における国際連携体制を構築する

高齢者を対象とした歯
科診療、歯学教育なら
びに研究に関わる国際
連携体制の維持と一層
の強化を図る。

北海道大学とアジア各国の歯科大学では、卒前臨床教育や教
員交流を通じて国際連携を強化し、バングラデシュの卒業生
が帰国後に設立した Sapporo Dental College & Hospital
と部局間提携を結び、外国医師の臨床研修も実施した。チュ
ラロンコン大学やソウル大学など複数国の学生・教員を受け
入れ、鹿児島大学も台湾・香港の学生研修を展開した。高齢
者歯科医療の国際的需要に応えるため、診療・教育・研究の
連携をさらに推進する方針である。

79

7

救急・災害時を含めた地域包括口腔
医療システムの口腔医療の拠点とし
ての役割を果たすため、口腔科学研
究・医療を広く推進する統合的医療
研究体制を構築する

休日における歯科救急
診療体制確立に向けた
県内診療ネットワーク
の構築と実践

千葉大学医学部附属病院歯科口腔外科の役割として、歯科救
急のネットワーク構築だけでなく、他科との医科歯科連携の
観点から、大規模災害時の医学部附属の歯科医としての役割
を院内での訓練を通して構築することができた。

80
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教 育

専門研修プログラム策定にあたって

専門研修プログラム運営８年目における課題分
析と改善策の検討

2018 年度に開始された専門研修プログラムについ
て、専門研修修了および専門医資格取得の過程におい
て顕在化している課題を整理するとともに、その改善
策について検討を行った。

国立大学病院における 2024 年度の専門医新規資格
取得者数は 2,480 名であった。また、同年度の専門研
修（基本領域）新規登録者数は 3,434 名であり、全国
の新規専攻医の約 36％が国立大学病院の専門研修プ
ログラムにより研修を開始していた。専門研修プログ
ラムの運営状況および専門研修修了者の大学院進学に
関する実態調査の結果、プログラム制専門研修の導入
に伴い、大学院進学時期や研究活動開始時期が従来よ
り遅延する傾向が認められた。また、いわゆる地域枠
入学の専攻医においては、地域医療従事要件が大学院
進学の制約要因となり得ることへの懸念が示された。

これらの課題に対応するため、臨床・研究・教育の
中核を担う専門医師の育成を目的として、2021 年度
に「臨床研究医コース」が創設された。国立大学病院
では、2026 年度開始プログラムとして、13 病院にお
いて８領域 19 コースを設置している。このうち８コー
スは新設である一方、2025 年度から継続されたのは
22 コース中 11 コースにとどまっている。臨床研究医
コースは、創設当初より定員未充足の状況が続いてい
ることから、2024 年度には研修期間の短縮や論文執
筆義務の緩和が行われ、さらに 2025 年度からは地域
枠出身医師の応募が可能となるなど、制度の見直しが
進められているものの、依然として定員の充足には
至っていない。

地域医療における質の高い専門研修制度を持続的に
維持・発展させるためには、地域医療機関と国立大学
病院との間で、より柔軟かつ実効性のある連携体制を
構築することが不可欠である。また、臨床研究医コー
スのさらなる充実は、リサーチ・マインドを備えた専
門医の育成にとって極めて重要な課題であり、今後も
同コースの発展に向けた取組を継続的に推進していく
必要があると考えられる。

国立大学病院が、地域・大学病院間のネットワークを活用し、リサーチ・マインド
を有する専門医育成の中心的役割を担う提言１

国立大学病院における、大きな使命の一つとしての教育について、
卒前卒後を通して山積する課題と問題点を調査・検討し、高度な医
療人・医師の育成のためのアクション・プラン実現に取り組んでい
ます。

教育担当校
京都大学医学部附属病院長　　髙折 晃史
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提提言言１１
国国立立大大学学病病院院がが、、地地域域・・大大学学病病院院間間ののネネッットトワワーーククをを活活用用しし、、
リリササーーチチ・・ママイインンドドをを有有すするる専専門門医医育育成成のの中中心心的的役役割割をを担担うう

専専門門研研修修ププロロググララムム運運営営８８年年目目ににおおけけるる課課
題題分分析析とと改改善善策策のの検検討討

2018年度に開始された専門研修プログラムにつ
いて、専門研修修了および専門医資格取得の過程
において顕在化している課題を整理するとともに、
その改善策について検討を行った。

国立大学病院における2024年度の専門医新規資
格取得者数は2,480名であった。また、同年度の専
門研修（基本領域）新規登録者数は3,434名であり、
全国の新規専攻医の約36％が国立大学病院の専門
研修プログラムにより研修を開始していた。専門
研修プログラムの運営状況および専門研修修了者
の大学院進学に関する実態調査の結果、プログラ
ム制専門研修の導入に伴い、大学院進学時期や研
究活動開始時期が従来より遅延する傾向が認めら
れた。また、いわゆる地域枠入学の専攻医におい
ては、地域医療従事要件が大学院進学の制約要因
となり得ることへの懸念が示された。

これらの課題に対応するため、臨床・研究・教
育の中核を担う専門医師の育成を目的として、
2021年度に「臨床研究医コース」が創設された。
国立大学病院では、2026年度開始プログラムとし
て、13病院において8領域19コースを設置している。
このうち8コースは新設である一方、2025年度から
継続されたのは22コース中11コースにとどまって
いる。臨床研究医コースは、創設当初より定員未
充足の状況が続いていることから、2024年度には
研修期間の短縮や論文執筆義務の緩和が行われ、
さらに2025年度からは地域枠出身医師の応募が可
能となるなど、制度の見直しが進められているも
のの、依然として定員の充足には至っていない。

地域医療における質の高い専門研修制度を持続
的に維持・発展させるためには、地域医療機関と
国立大学病院との間で、より柔軟かつ実効性のあ
る連携体制を構築することが不可欠である。また、
臨床研究医コースのさらなる充実は、リサーチ・
マインドを備えた専門医の育成にとって極めて重
要な課題であり、今後も同コースの発展に向けた
取組を継続的に推進していく必要があると考えら
れる。

専門研修プログラム策定にあたって

22002266年年度度開開始始 臨臨床床研研究究医医ココーースス

教育 国立大学病院における、大きな使命の一つとしての教育に

ついて、卒前卒後を通して山積する課題と問題点を調査・

検討し、高度な医療人・医師の育成のためのアクション・

プラン実現に取り組んでいます。

教育担当校

京都大学医学部附属病院長 髙折 晃史

（人） （人）

（人）

内科プログラム
• 岡山大学病院（新規）
• 長崎大学病院
• 徳島大学病院
皮膚科プログラム

• 東京科学大学病院
• 京都大学医学部附属病院
精神科プログラム

• 岐阜大学医学部附属病院
• 岡山大学病院
外科プログラム
• 徳島大学病院
整形外科プログラム

• 大阪大学医学部附属病院
• 高知大学医学部附属病院
• 東京科学大学病院
• 名古屋大学医学部附属病院（新規）
• 東京大学医学部附属病院
• 三重大学医学部附属病院（新規）
眼科プログラム

• 大阪大学医学部附属病院（新規）

麻酔科プログラム

• 東北大学病院（新規）
• 新潟大学医歯学総合病院（新規）
• 京都大学医学部附属病院（新規）
総合診療プログラム
• 岡山大学病院（新規）
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診療参加型実習の本格実施に向けた実習内容の評価と質の保証

医学教育モデル・コア・カリキュラム（以下、コア
カリ）が 2022 年に改訂された。このコアカリに診療
参加型臨床実習実施ガイドラインが含まれており、今
回のコアカリ改訂において、同ガイドラインも改訂さ
れている。よって、診療参加型臨床実習の更なる充実
を図り、関連施設と連携して医学教育の質保障に取り
組むための当面の目標は、この診療参加型臨床実習ガ
イドラインの周知と実践のための支援になると考えら
れる。

令和３年に医師法が改正され、指導医の監督のもと
で医学生が医行為を行うことが法的にも認められた。
このことは今後の臨床実習において、医学生が診療に
参加することが法的に認められたことと解釈できる。
そのような状況の中で、具体的に全国 82 の大学医学
部において、どのように診療参加型臨床実習を推進し
ていけばよいのだろうか？

EPAs（Entrustable Professional Activities） と い
う概念がある。オランダの ten Cate 博士によって提
唱されたこの概念は、卒前教育の文脈では「学生に任
せることのできる業務」と邦訳することができる。臨
床実習において学生に講義など受動的教育方略を用い
るのではなく、実際に診療業務の一部を任せ、医療チー
ムの一員に加えることで、学生に診療参加を促すこと
が可能となる。今後、全国の大学において進めていく
べき課題は、それぞれの診療科において「学生に任せ
ることのできる役割」を明確にし、それを学生に実践
させていくことではないかと考える。

大きな課題の１つは指導医の意識改革であろう。人
は通常、人に何かを教える際には、自分が教わった通
りに教える。かつて学生だったころ、診療参加を経験
せず、見学中心であった現在の指導医が、学生に役割
を任せていくことは簡単ではない。上述した、診療参
加型臨床実習ガイドラインの内容を、いかに現場の指
導医に伝えていくかが、今後の課題となると考えられ
る。

富山大学の取組
１）医行為シミュレーションの実習化

診療参加型実習の質を担保するには、医学生の医行
為（特に必須項目）実践は重要である。しかし、高度
先進医療を使命とする大学病院での医行為の実践は非
常に難しい。そのため、大学では SIM 実習という１
週間を設け、シミュレーションセンターで医学教育部
門の教員が頻度の高い医行為を１週間かけて教え、最
終日に MiniCEX で評価をしている。もちろん、附属
病院での実際のデータ解析結果をもとに課題を抽出し、
指導医ならびに医学生へ報告する機会も確保している。

２）長期地域滞在型プライマリ・ケア実習
日本における臨床実習は各診療科で１週間から長く

ても４週間のローテート実習が通常である。学生を、
地域医療の第一線を担う小規模病院に 12 週間滞在さ
せ、実習を行うことで、頻度の高い医行為のみならず、
医師として必要な、患者を生活者として総合的に診る
姿勢を身につける実習を 2022 年から実施している。
大学で培った経験を地域医療現場で実践し、長期滞在
することで、受け持ち患者の経過を主治医に近い立場
で継続的にフォローできる体制を構築した。

特に医師不足地域の小規模病院において学生が長期
滞在することは、通常は経験しがたい医行為の実践や、
主治医としての責任感の涵養につながる。また、病院
にとっても、学生が地域医療の一員として戦力となる
ことで、医療活動に貢献している。

診療参加型臨床実習のさらなる充実を図り、関連施設と連携して医学教育の質保証
に取り組む提言２

提提言言２２
診診療療参参加加型型臨臨床床実実習習ののささららななるる充充実実をを図図りり、、関関連連施施設設とと連連携携ししてて
医医学学教教育育のの質質保保証証にに取取りり組組むむ

医学教育モデル・コア・カリキュラム（以下、
コアカリ）が2022年に改訂された。このコアカリ
に診療参加型臨床実習実施ガイドラインが含まれ
ており、今回のコアカリ改訂において、同ガイド
ラインも改訂されている。よって、診療参加型臨
床実習の更なる充実を図り、関連施設と連携して
医学教育の質保障に取り組むための当面の目標は、
この診療参加型臨床実習ガイドラインの周知と実
践のための支援になると考えられる。

令和3年に医師法が改正され、指導医の監督のもと
で医学生が医行為を行うことが法的にも認められた。
このことは今後の臨床実習において、医学生が診療
に参加することが法的に認められたことと解釈できる。
そのような状況の中で、具体的に全国８２の大学医学
部において、どのように診療参加型臨床実習を推進
していけばよいのだろうか？

EPAs(Entrustable Professional Activities)という概念
がある。オランダのten Cate博士によって提唱された
この概念は、卒前教育の文脈では「学生に任せること
のできる業務」と邦訳することができる。臨床実習にお
いて学生に講義など受動的教育方略を用いるのでは
なく、実際に診療業務の一部を任せ、医療チームの
一員に加えることで、学生に診療参加を促すことが可
能となる。今後、全国の大学において進めていくべき
課題は、それぞれの診療科において「学生に任せる
ことのできる役割」を明確にし、それを学生に実践さ
せていくことではないかと考える。

大きな課題の1つは指導医の意識改革であろう。人
は通常、人に何かを教える際には、自分が教わった
通りに教える。かつて学生だったころ、診療参加を経
験せず、見学中心であった現在の指導医が、学生に
役割を任せていくことは簡単ではない。上述した、診
療参加型臨床実習ガイドラインの内容を、いかに現
場の指導医に伝えていくかが、今後の課題となると考
えられる。

診療参加型実習の本格実施に向けた実習内容の評価と質の保証

富富山山大大学学のの取取組組
１１)) 医医行行為為シシミミュュレレーーシショョンンのの実実習習化化
診療参加型実習の質を担保するには、医学生の医行

為 (特に必須項目) 実践は重要である。しかし、高度先
進医療を使命とする大学病院での医行為の実践は非
常に難しい。そのため、大学ではSIM実習という1週間を
設け、シミュレーションセンターで医学教育部門の教員
が頻度の高い医行為を1週間かけて教え、最終日に
MiniCEXで評価をしている。もちろん、附属病院での実
際のデータ解析結果をもとに課題を抽出し、指導医なら
びに医学生へ報告する機会も確保している。

２２))  長長期期地地域域滞滞在在型型ププラライイママリリ・・ケケアア実実習習
日本における臨床実習は各診療科で1週間から長くて

も4週間のローテート実習が通常である。学生を、地域
医療の第一線を担う小規模病院に12週間滞在させ、実
習を行うことで、頻度の高い医行為のみならず、医師と
して必要な、患者を生活者として総合的に診る姿勢を
身につける実習を2022年から実施している。大学で
培った経験を地域医療現場で実践し、長期滞在するこ
とで、受け持ち患者の経過を主治医に近い立場で継続
的にフォローできる体制を構築した。

 特に医師不足地域の小規模病院において学生が長
期滞在することは、通常は経験しがたい医行為の実践
や、主治医としての責任感の涵養につながる。また、病
院にとっても、学生が地域医療の一員として戦力となる
ことで、医療活動に貢献している。

教 

育
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診療参加型臨床実習および臨床技能
修得のためのシミュレーション教育
の実践

臨床実習前の共用試験は 2023 年に公的化され、ま
た、医師法改正により臨床実習中の医学生の医行為が
法的に担保された。

Pre-CC OSCE は模擬患者やシミュレータなど、シ
ミュレーション環境を用いた試験となっている。臨床
実習中の医行為についても、厚労省は、特に苦痛を伴
う行為を実施する際には、事前にシミュレーションを
用いたトレーニングを行う等の十分な準備をすること
が必要であるとその報告書に記載している。１）

診療参加型臨床実習を進めるにあたり、ベッドサイ
ドで患者とコミュニケーションをとりながら身体診察
や診療録の記載などから実践させている大学も多いと
考える。侵襲的な手技については患者安全を優先しな
がら、学生の手技の修得状況に合わせて実践すること
が望まれる。

大分大学消化器・小児外科では卒前教育であるクリ
ニカルクラークシップの選択実習では、生体を用いた
サージカルラボにおいて、腹腔鏡下大腸切除術、胃切
除術、胆嚢摘出術で、術者、助手、腹腔鏡助手などを
経験する機会を設けている。また特殊医療機器を用い
たドライラボとして超音波凝固切開術、自動縫合器を
用いた実習を行っている。これらの実習について学生
アンケートで全診療科において最も高い評価を得た。
全員が回るローテーション実習でも糸結び実習やロ
ボット手術体験などの実践的な教育プログラムを提供
している。卒後教育である臨床研修と専門研修におい
ては Off the job training として、指導医抜きでの腹
腔鏡下大腸切除術、胃切除術、胆嚢摘出術、脾臓摘出
術を経験させている。２）

Yamamoto らは岡山大学において骨髄穿刺・生検
をトレーニングする医学生向けシミュレータを開発し
た。４－５年生における動画を含む事前学習および少
人数グループでのトレーニングを行い、その前後で自
己評価、自信、血液学に対する興味、知識において有意
に上昇していた。また技術チェックリスト評価では（シ
ミュレーション教育に慣れていない）内科医より学生
が有意に高い結果が得られたと報告されている３）。

医療シミュレーション教育者のコン
ピテンシー

臨床実習では、侵襲を伴う医行為についてシミュ
レータによるトレーニングを行うなど十分な準備をす
ることが求められている。１）

またそのトレーニングを担当する指導者はシミュ
レーション教育者としての能力が求められる。

宮道らはシミュレーション教育における教育者のコ
ンピテンシーについてスコーピングレビューを行い、
①知識・技術・態度②設計と開発③実施準備④環境整
備⑤ブリーフィング⑥シミュレーション実施⑦デブ
リーフィング⑧学習者評価⑨実施後という９つのカテ
ゴリー（および 58 のサブカテゴリー）に分類した。そ
の上で日本ではデブリーフィングについての具体的な
内容の記載がないことや研究が取り上げられていない
ことを指摘し、今後の日本でのシミュレーション教育
者のコンピテンシーの作成について考察している。４）

１）医学生が臨床実習で行う医業の範囲に関する検討
会 報告書
https://www.mhlw.go.jp/content/10801000/000913643.
pdf
２）二宮繁生ら　外科の魅力を伝えるために！究極の
外科教育を目指した取り組み　大分県医学会雑誌 32：
94-98, 2024
日本医事新報　2023. 9. 16
３）Akira Yamamoto, et al. Simulation-based Bone 
Marrow Aspiration and Trephine Biopsy Education 
for Medical Students: A Non-randomized Controlled 
Trial. Intern Med 64: 527-533, 2025
４）宮道亮輔ら　医療シミュレーション教育者のコン
ピテンシーについてのスコーピングレビュー
医学教育　56：161-170, 2025

臨床技能の習得や医療安全推進のために、シミュレーション教育に用いる機材・プ
ログラムを充実し、教育に従事する人材を育成する提言３

診療参加型臨床実習における診療手技の段階的な修得の例

臨床実習前教育

【シミュレータを用いた
トレーニング】
低学年からの臨床
実習、手技の習得

臨床実習
・形成的評価

診療参加型臨床実習

【臨床】
【シミュレータを用いた
トレーニング】

■正常所見・異常所見
指導医の監視の下での
実習

総括的評価

Post-CC OSCE
【シミュレーション・
模擬患者】

■典型的異常所見

鑑別診断と臨床推論、
症例プレゼンテー
ション

総括的評価

Pre-CC OSCE
【シミュレーション・
模擬患者】
臨床実習における医
行為の実施の可否
診察手技、臨床手技
を評価
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教育担当教員に対する業績の評価

臨床教育現場の指導実績の抽出と指導者の負担
軽減に向けた取り組み

大学病院で医学生や研修医、専攻医に対する臨床教
育は、教員個人の努力によって担われている部分が大
きい。臨床教育を担当する指導教員の業務は、臨床実
習、卒後臨床研修、専門研修と多岐にわたっており、
その教育業績を正しく評価することは、学修者の学修
の質にもかかわる重要な課題である。近年、診療参加
型臨床実習の強化や学外協力病院における実習の拡充、
専門研修プログラムの導入などの影響で、教育指導体
制の充実に対するニーズが高まっており、系統的な体
制整備が求められている。これらの臨床教育現場への
適切なマンパワーの配置に業績評価が欠かせないが、
現時点で確立された方法は存在せず、各大学・各部署
において個別に対応しているのが現状である。

医師の働き方改革もあり、指導教員の負担への対応
が喫緊の課題として求められている。指導教員の臨床
教育に関する業績評価法を確立するため、国立大学附
属病院長会議常置委員会の下部組織である EPOC 運
営委員会と連携し、2024 年度より EPOC に指導医の
教育実績ログの実装が開始され、卒前卒後のシームレ
スな指導医の実績の把握が可能となった。2025 年度
より CC-EPOC 及び PG-EPOC での指導医業績に係る
データ収集・分析を実施している。

EPOC の利用による指導医の指導実績集計の取組み
例が散見される一方、研修病院を対象としたアンケー
ト調査では指導医入力履歴の認知度は 56.0％であり、
EPOC による指導医実績の集計機能の更なる周知・利
活用が、教員の臨床教育実績評価に資すると考えられ
た。

指導教員の臨床教育に関する業績について共通した評価方法を確立し、臨床教育指
導体制を充実させる提言４

表　CC-EPOC による指導医の指導実績集計（例）

図２　卒前卒後のシームレスな指導と指導者の評価

図１　医師臨床研修教育病院アンケートによる
EPOC 指導履歴活用状況

教 

育
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北海道大学病院

先端医療技術教育研究開発センターの設置
北海道大学病院では、高度化・複雑化する外科医

療に対応した人材育成および医療技術開発を目的と
して、2022 年度に先端医療技術教育研究開発セン
ターを設置した。当センターは、献体制度に基づき
提供されたご遺体を用いた外科手技教育（CST：
Cadaver Surgical Training）および医療機器等の
研究開発（カダバースタディー）を包括的に推進す
る組織（カダバーラボ）として、診療科横断的な支
援体制を構築している。運営にあたっては、北海道
大学白菊会のご理解とご協力のもと、医学・歯学研
究院の解剖学教室と密接に連携し、法的・倫理的に
適正なご遺体を用いた教育・研究活動を実施してい
る。

手術手技教育と医療機器開発を推進するカダバー
ラボの基盤構築
先端医療技術教育研究開発センターによる CST
とカダバースタディーの取組み

教育

もっと詳しく▶　北海道大学 CAST 関連事業　https://cast.med.hokudai.ac.jp/

CST による高度で安全な医療の普及
CST は、安全性の観点から実臨床でのトレーニ

ングの実施が困難な内視鏡手術などの高難度手術や、
症例数が少なくトレーニングの機会が極めて少ない
外傷手術等を対象に、臨床医に対して実践的な教育
機会を提供するものである。当センターでは、各診
療科が実施する CST を総合的に支援しており、こ
れまでに延べ 2,931 名がプログラムに参加し、全国
有数の規模となっている。2025 年度には 9 診療科
が 26 回の CST を実施。参加者は 438 名でそのうち
88 名が学外の医師・歯科医師である。このように
当院の CST は学内にとどまらず、北海道内そして
全国の医師に教育機会を提供しており、地域医療の
質向上および医療安全の確保に貢献している。

カダバースタディーによる医療機器開発
当センターでは、カダバースタディーによる新規

の医療機器や手術手技の研究開発を推進している。
医療機器開発では、他大学や企業との共同研究を実
施するなど、国内の中核拠点として新規医療機器の
創出に貢献している。2025 年度は、７件の研究が
実施され、１件が製品化に至るなど具体的な成果を
上げている。さらに、本学が作成を主導した「医療
機器の研究開発におけるカダバースタディーに関す
るガイダンス」（経済産業省・国立研究開発法人日
本医療研究開発機構（AMED））の公表により法的・
倫理的に適正な指針を明確に示すとともに、ガイダ
ンス説明会を主催している。

先端医療技術教育研究開発センターの機能

臨床解剖実習室（CAST-Lab.）：通年で CST が実施可能な
設備。放射線透視装置、ハイビジョン内視鏡、ECOM など
の医療機器も完備し、各科の主要な手術や IVR 手技のトレー
ニングに対応。

頭蓋底手術トレーニング：世界トップサージャンを招聘し、
模型と CST を併用したプログラムを実施。全国からの参加
者が高難度手術を習得。（写真は模型によるトレーニング）
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大分大学医学部・医学部附属病院

高度医療人育成を目的とした遠隔手術指導の取
り組み

大分大学医学部では、時間的・地理的制約を克服
した新たな外科教育基盤の構築を目指し、高速 ICT
を活用した遠隔手術指導を展開している。本取り組
みは、単なる専門医支援でなく、地域において高度
手術手技を修得できる教育環境を整備することを目
的としている。これまでに県内４施設と連携し、リ
アルタイム映像共有と双方向音声通信を用いた遠隔
手術指導を実施した（図１）。本教育手法は若手外
科医が現地にいながら大学教官の直接指導を受ける
ことを可能とし、効率的かつ安全な技術修得を実現
している。これらの成果は国際誌において教育的有
用性を報告した（Asian J Endosc Surg 2025）。また、
本取り組みは、大分大学医学部次世代医療人材育成
支援センター（METIS）が中心となり推進している。

最先端遠隔手術指導・教育システム
Touch SurgeryTM ecosystem の導入

大分大学医学部では 2025 年 12 月に最先端の遠隔
手 術 指 導・ 教 育 シ ス テ ム Touch SurgeryTM 
ecosystem を全国初の臨床導入した（図２）。本シ
ステムは、①多方向の遠隔手術指導が可能であり（図
３）、②自動匿名化後の動画クラウド保存、および

高速 ICT と AI 解析を活用した時間と距離を超え
る次世代外科教育モデルの構築
遠隔手術指導による高度外科医療人材育成

教育

③ AI によるシーン認識による手術解析が可能であ
り（図４）、これらによりリアルタイム指導に加え、
術後の振り返り学修や客観的技能評価が可能となり、
データ駆動型教育への転換が期待される。

もっと詳しく▶　大分大学医学部　https://www.med.oita-u.ac.jp/

図１．遠隔手術指導

図２．Touch SurgeryTM ecosystem

図３．Livestream による手術指導

図４．AI による手術手技自動解析

教 

育
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徳島大学病院

卒前卒後一貫トレーニングプログラムの充実
近年、早期機能回復や健康寿命の延長を重視し、

内視鏡下手術に代表される低侵襲手術の必要性が増
大し、外科手術の主流となっている。

内視鏡下手術では、切開手術とは異なる新たな解
剖学教育が求められており、また、モニター下で鉗
子による操作を行うには、直視下での縫合・結紮と
は異なる基本手技トレーニングが必要である。さら
に、血管や神経の損傷等による重大な合併症の発生
が社会問題化しており、生体に極めて近い環境での
手術トレーニングが求められている。

徳島大学ではスキルス・ラボ、メディカルトレー
ニングラボ、クリニカルアナトミーラボの３つを揃
え、医療教育開発センター、キャリア形成支援セン
ター、クリニカルアナトミー教育・研究センターが
密接に連携することで、これらの課題に対応できる
卒前・卒後トレーニングプログラムを構築し、充実、
改善に取り組んでいる。

併せて、徳島県地域医療支援センターと連携し、
学内のみならず地域医療機関の医師・歯科医師の利
用にも門戸を開くことにより、生涯教育の場として
提供するとともに、先端医療技術・手術手技教育研

安心・安全な医療の提供に向けたシミュレーショ
ン教育の充実
未固定遺体とシミュレータを用いた新たな実践型内視
鏡下低侵襲手術トレーニングプログラムの充実と展開

教育

もっと詳しく▶　徳島大学病院クリニカルアナトミー教育・研究センター
　　　　　　　　https://www.tokushima-hosp.jp/department/circulatory_center.html?view=1&rank_code=center&belong_code=c49

究拠点として広く開放することにより、安心・安全
な医療の提供、地域医療機関のレベル向上にも寄与
している。

2024 年度に全館の稼働を開始した「医歯薬学共
創プラザ」に、各種高機能シミュレータを増設した
新しいスキルス・ラボ、未固定凍結遺体とチール法
固定遺体の両方に対応したクリニカルアナトミーラ
ボが拡充され、生豚手術に対応したメディカルト
レーニングラボとともに、充実したトレーニング環
境を構築している。

プログラムの特徴
未固定遺体とチール法固定遺体によるカダバート

レーニングに対応したクリニカルアナトミーラボ、
生豚手術に対応したメディカルトレーニングラボ、
ならびに高機能シミュレータを有するスキルスラボ
でのサージカルトレーニングを連携させて、本学の
強みである外科系分野での内視鏡下低侵襲手術の実
践・開発を担う医師・歯科医師を先導的に育成する
とともに、手術方法やデバイスの改良など新規医療
技術の研究・開発を担う人材育成を行っている。
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広島大学病院

医系トランスレーショナル教育研究支援セン
ター（TraERC）の役割

2024 年度の文部科学省「高度医療人材養成拠 
点形成事業−タイプ A −」の採択を受け、広島大
学に「医系トランスレーショナル教育研究支援 
センター（TraERC：Translational Education and 
Research Center）」が設置された。TraERC は、医
学部附属の「医学教育センター」と病院の「臨床教
育センター」を統合した組織である。

卒前卒後をつなぐシームレスな医学教育・研修、
入学から一貫した医系キャリア支援、グローカルで
魅力ある診療参加型臨床実習の推進、基礎から臨床
医学への連携を柱とし、学部・研究科・研究拠点・
病院を横断的に結ぶ司令塔として、教育・研究・診
療を戦略的につなぎ、高度な臨床研究のさらなる推
進を図る役割を持つ。

診療参加型臨床実習を可視化する「臨床実習マ
イページ」

2023 年４月の医師法改正により、共用試験（CBT・
臨床実習前 OSCE）に合格した医学生は、指導医の
監督下で医業を行うことが可能となった。モデルコ
アカリキュラムに明記された、医学生が卒業までに
経験すべき医行為は、必須項目だけでも 49 項目に
及び、その達成状況を医学生自身と指導医が共有す
る仕組みが求められている。そのため診療参加型臨
床実習の充実は不可欠である。

そこで TraERC では、診療参加型臨床実習を「見
える化」するため、

「臨床実習マイペー
ジ」を新たに構築し
た。医学生は、各診
療科で経験した医行
為とその回数を、ス
マートフォンや PC
から随時入力する。
マイページには個々
の実習スケジュール
が表示され（図１）

医系トランスレーショナル教育研究支援センター
（TraERC）の取り組み
診療参加型臨床実習を推進する「臨床実習マイ
ページ」の作成

教育

もっと詳しく▶　広島大学病院　https://traerc.hiroshima-u.ac.jp/

実習先や進捗状況を直感的に把握できる。これまで
に経験した医行為の全体像や、未経験項目も一目で
確認でき（図２）、医学生自身が計画的に学修を進
めることができる。

指導医もスマートフォンや PC の教員用サイトか
ら実習開始前に医学
生の経験状況を把握
することができ、到
達度に応じた指導や
フィードバックを行
うことができる。さ
ら に 管 理 側

（TraERC） で は、
診療科ごとの教育状
況を把握し（図３）、
各診療科への教育的
フィードバックにつ
なげることができる。

「臨床実習マイページ」は、医学生・指導医・
TraERC をつなぐ共通基盤として、より質の高い診
療参加型臨床実習の実現を支えるツールである。学
修状況の「見える化」を基盤として、今後も運用を
通じた改善を重ね、診療参加型臨床実習のさらなる
充実を目指していく。

図２

図３

図１

教 

育
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患者視点に立った医療の透明化と、確固たるガバナンスに基づいた安全で質の高い
チーム医療を推進する提言１

「グランドデザイン 2016」に記載されている診療に関する５つ
の提言を実現するために、行動計画に沿った取り組みが着実に実施
され、全国の国立大学附属病院が安心・安全で質の高い医療を提供
できるように努力して参ります。

診療担当校
名古屋大学医学部附属病院長　　丸山 彰一

診 療

患者中心の視点に立った安心・安全
で質の高い医療をより一層促進する

患者本位の安心・安全で質の高い医療を実現するた
め、各病院ではクリニカルパスの利用促進、説明と同
意（IC）の標準化、QI の公表など、透明性の高い医
療提供体制の整備が進んできた。実際、クリニカルパ
ス導入、IC の標準化は既に取り組み済みであり、QI
の公開も広がっている。また、働き方改革への対応と
してタスクシフトも導入が進み、人材不足に対応する
手段として多職種協働が一定の成果を上げている。さ
らに、評価・分析から改善につなげる取り組みも実施
され、PDCA の考え方が徐々に根付いてきた。一方で、
これらの取り組みを開始したばかりの施設もあり、達
成度の二極化が進んでいる。導入済み病院においても
次の課題は明確で、クリニカルパスではアウトカム評
価やバリアンス分析の徹底、電子化の最適化が求めら
れ、IC の標準化ではテンプレート運用の定着や外来
IC の同席率向上、迅速な改訂体制が課題である。

QI 公開では公開範囲の拡大、定義整合、更新負担
の軽減、分かりやすい可視化が必要であり、タスクシ
フトでは受け手側の人員確保や育成、業務内容とのミ
スマッチ解消が継続的な課題となっている。さらに、

評価・分析から改善につなげるためには、データ抽出
の自動化や分析人材の確保、現場が自走できる体制整
備が不可欠である。こうした状況を踏まえると、限ら
れた人材と財源のもとで、各地域や病院の実情に応じ
た持続可能な取り組みを構築し、これらの施策を「患
者視点に立った質の高いチーム医療」という成果に確
実に結びつけていくことが、今後の喫緊の課題である。

今後の展望

患者中心の視点に立った安心・安全で質の高い
持続可能な医療を促進する

患者視点に立った安心・安全で質の高い医療の追求
に終わりはなく、現状の見える化とそれに基づく改善
計画の重要性は一層高まっている。評価・分析から改
善につなげる取り組みは前進しているものの、施設間
の実施状況には依然として二極化が見られる。その背
景には、タスクシフトの受け手側の負担増や、評価・
分析に必要なデータ抽出作業など、人材不足が強く影
響している。限られた人材の中で質向上を持続可能に
進めるためには、業務の標準化と DX の活用による効
率化を進め、誰もが改善に参加できる体制を整えるこ
とが求められる。
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医療倫理を遵守する体制を構築し、高難度最先端の医療を安全に提供する提言２

高難度最先端医療を、安全安心に提
供するための審査体制の確立と審査
の質の向上

高難度最先端医療を安全安心に提供するための体制
の確立へ向け、各国立大学病院においては全職員を対
象として、医療倫理および患者安全に関する理解促進
を目指した取り組みが実施されている。具体的には、
高難度新規医療技術、未承認新規医薬品・医療機器の
提供等の領域ごとに、各年度に対面形式の講習会や
e-learning がほとんどの国立大学病院で複数回開催さ
れている。参加した各職員の講習内容に関する理解度
については、小テストの実施などにより確認を行って
いる病院もある。講習会等を運営する上の課題として
は、働き方改革の導入により、それぞれの企画を勤務
時間内に行えるよう設定する必要性があり、より多く
の参加を促す上での問題点となっている。また、未受
講者をゼロにするための対策も課題である。

各国立大学病院における審査の質向上を目指した、
審査部門の構成員に対する教育プログラムに関しては、
まだ導入されていない病院も多い。審査部門へ申請さ
れる課題の内容は多岐にわたるため、適切な教育プロ
グラムの設定が難しい側面もある。審査の質を確保し
た上での審議プロセスの簡略化については、審査課題

の内容に応じて、メール審議形式や WEB 会議形式が
導入されており、審査プロセスの効率化が図られてい
る。また、審査課題の書類申請を電子化するなど審査
の迅速化が進められている国立大学病院もある。

今後の展望

安全かつ迅速に高難度最先端医療を提供するた
めの、審査体制の効率化と審査の質向上の両立

高難度最先端医療を適時適切に提供するためには、
各国立大学病院の全ての職種における医療倫理と患者
安全にかかる文化の醸成と、それを遵守した上で医療
に携わる体制の整備が求められる。各病院における医
療技術提供の可否に関する審査体制の構築については
進んでいるものの、審査部門の構成員に対する教育プ
ログラムの実践については、現状では不十分であり、
今後の整備が望まれる。医療技術の進歩と多様化に
伴って、各病院における審議内容と審議件数は拡大傾
向が続いている。また、働き方改革が開始されて以降、
審査を行う際の時間的制約も生じ始めている。このた
め、審査の質を保った上での審査体制の効率化の推進、
具体的には審査プロセスの電子化および DX 化なども
望まれる。

診 

療
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政府が推進する規制改⾰を最⼤限に活⽤し、早期安全に新規医療を提供する提言３

特定臨床研究や治験、ゲノム診断に
基づく医療など、新規医療を患者に
届けるためのマンパワーおよびファ
シリティの充実を目指す

新規医療の開発・実施を目指した外部資金の獲得や
企業との共同研究・連携体制の強化については、多く
の国立大学病院において、研究初期から社会実装まで
を見据えた支援体制が構築されつつあり、新規医療の
創出を目指す動きが見られる。一方で、持続可能な専
門人材の確保および育成には依然として苦慮している
状況があり、特に非大都市圏においてその課題が深刻
化していると考えられる。「医師の働き方改革」を踏
まえ、限られたマンパワーの中で新規医療を推進する
ための業務効率化については、タスクシフト・タスク
シェアが徐々に進展しているものの、医師事務作業補
助者等の処遇（雇用賃金）が十分でないという問題が
あり、応募が少なく、十分な人員を確保できていない。

加えて、医師事務作業補助者等の研修・教育体制の
整備、施設投資の必要性といった課題も存在する。新
規医療提供に向けたガバナンス体制の整備および職員
への意識啓発については、院内講習会等を積極的に開
催することで対応が図られている。しかし、職員の意

識向上を維持するために、雇用形態（雇用期限、給与
体系等）をどのように設計すべきかという課題が残さ
れている。

今後の展望

特定臨床研究や治験、AI 診療など、新規医療
を開発し提供するためのマンパワー、ファシリ
ティおよび意識改革の実現

医療が高度化・複雑化するにつれ、医師をはじめと
する医療従事者の診療に要する負担は増大の一途をた
どっており、新規医療の開発および提供には、マンパ
ワーやファシリティのさらなる充実が不可欠である。
新規医療を推進するためには業務効率化の実現が不可
欠であり、医師事務作業補助者、CRC、バイオインフォ
マティシャンなどの専門職について、増員を見据えた
処遇改善、キャリアパスの確立、人材育成プログラム
の構築等が求められる。その実現に必要な資金を確保
するため、外部資金の獲得や企業との連携を一層推進
するとともに、これらの取組のサステナビリティにも
留意し、中長期的な視点に立った対応を行う必要があ
る。
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国立大学病院の組織的・人的基盤を整備し、高度医療の安全な提供と開発及びそれ
に対応できる人材を配置する提言４

専門職員の安定的で持続的な人材配
置に向けたキャリアパス構築の組織
的整備

国立大学病院は高難度医療の提供と先進医療の開発
を担っており、医療安全の確保、感染制御部門の確立、
倫理教育・審査等の構築が必須である。各領域におい
て専門職員の配置が進んでいるが、有期雇用職員とし
て配置が多く、継続的な雇用や人材育成のための財政
確保は依然として課題である。全国の国立大学病院を
対象に実施した調査結果からは、昨年度からの特段の
進捗は認められず、引き続き課題が持ち越されている
ことがわかる。

ただし医療安全と感染制御については、相互チェッ
クの仕組みの効果もあって、全病院のレベルアップに
つながっている。したがって、今後は特に医療倫理を
中心に、各施設において高難度医療の安全な提供と先
進医療の開発を支援する体制の構築には組織的に対応
することが必要である。

今後の展望

専門職員の安定的で持続的な人材配置に向けた
キャリアパス構築の組織的整備

高度医療の安全な提供と開発について、国立大学病
院に求められる水準は年々上昇している。実現のため
の組織体制や、相互チェックによる標準化は着実に進
んでいる一方で、適切な人材の配置は容易でないのが
現状である。

加えて医師の働き方改革による勤務時間の制限は、
今後ますますのタスクシェアを求めてくることとなる。
職種横断的に専門職を育成するためには、キャリア支
援とともに適切な人材を見出すための人事評価の仕組
みが求められる。医療倫理については院外からの登用
を要する可能性も念頭に、人事制度の弾力性も必要で
ある。いずれの課題も短期的にはなし得ず、中長期的
視点で取り組むことが重要と考える。
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医療の質に関する指標を設定し、診療の評価・改善を行うとともに社会へ公表する提言５

医療の質に関する指標の分析・
フィードバックを継続的に行ってさ
らなる改善を図り、継続的に社会へ
公表

自己評価・改善のための共通指標の設定・改善に関
して、国立大学病院では診療の質向上委員会を中心に、
病院機能指標や DPC データ、独自 QI を選定し、定
期的に集計・分析・評価を実施している。また、
HOMAS2 等を活用して同規模の国立大学病院とのベ
ンチマーク評価を行い、その結果は院内会議や Web
で共有し、全国平均を下回る項目は改善を指示する体
制の整備も進んでいる。さらに、診療科別 KPI の設定、
在院日数や稼働率の可視化、ヒアリングによる進捗管
理を行い、継続的な質改善と経営改善を推進している。

加えて、加算算定状況等の検証や経年比較を行い、
評価結果はホームページで公表することで透明性の確
保と社会的説明責任の遂行を図っている。

一方で、データ分析を担う人材不足やスキル継承の
困難さ、時間・物的リソース不足、指標定義の不統一
による比較の困難等が各病院の共通の課題として挙げ
られている。

今後の展望

医療の質に関する指標の分析・フィードバック
を継続的に行ってさらなる改善を図り、継続的
に社会へ公表

医療の質に関する指標に関して構築された診療機能
の分析・フィードバック体制を活用し、自己の評価・
改善の共通指標の設定についてさらなる改善を進める。
これを継続的に行い、ベンチマーク分析を診療の質や
精度の向上に活用するための具体的な取り組みを推進
する。評価結果を継続的に社会へ公表し、国立大学病
院の社会的説明責任を継続的に果たしていく。
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岡山大学病院では、患者サービスの向上、DX の
促進、地域医療機関との連携強化を進めるため、患
者向けの通院支援アプリ「HOPE LifeMark- コン
シェルジュ」と医療情報共有アプリ「NOBORI」を
2022 年５月から導入し、患者の利便性向上ととも
に登録者は順調に増加している。初来院の患者への
案内は必須であるが、入院患者への登録案内につい
ても広報活動を進め、さらなる利用者増加を目指し
ている。医療 DX の活用による業務の効率化として、
｢NOBORI｣ を活用し、患者がスマホで直接入力送
信することにより体調が共有できる ePRO（電子的
患者報告アウトカム）に取り込んでいる。

〈概要〉
当院は、医科 38 診療科、歯科 12 診療科・部門を

有し、毎日約 2,000 人前後の予約外来患者を受け入
れている。多くの患者さんを受け入れていることか
ら、診療科によっては診察待合スペースが混雑し、
診察までかなりの時間を要する場合がある。また、
時間帯によっては、診察終了後の会計についても支
払い完了までに時間がかかることがある。

Ⅰ．「コンシェルジュ」は、主に①自動チェック
イン②診察状況お知らせ③らくらく会計（クレジッ
トカード決済）の機能が利用でき、受付窓口に立ち
寄ることなく帰宅することができるコンセプトによ
り、登録者（13,810 人 2026.1.27 現在）は順調に伸
びている。①自動チェックインも１日 470 人（外来
患者数 23.5％）を超えている状況にある。③らくら
く会計の利用者は約 160 人であり、本利用者の更な
る増加で今後の混雑緩和に繋げる。さらに、利便性
を向上するため入院料金にも対応できるように検討
している。

また、会計受付窓口の混雑緩和のために、患者さ
ん自身が操作し会計開始を示すことができるセルフ
終了受付機の導入にも取り組んでいる。

Ⅱ．「NOBORI」は、血液検査、レントゲンや
CT など画像検査、薬の処方内容などの医療情報
データを、スマートフォンで閲覧できるアプリ（登
録者 6,905 人 2026.1.27 現在）で、他院とその情報
を共有できる。また、LTFU 外来では、ePRO（WEB

問診票）を 2026.2 から導入し、診療の効率化や医
療者間の円滑な連携が期待される。

〈地域医療機関との連携の強化〉
「NOBORI」は、PHR（Personal Health Record）

サービスを介して医療情報を共有できる仕組みであ
る。診察時に他院の画像や検査結果などを参照でき、
紹介状や診療情報提供書などの文書もデジタルで受
け渡し可能となるため、医師の負担軽減にもつなが
る。データ連携への関心・要望が高い自治体・地域
病院と連携して取り組みを進め、まとまりのある医
療圏として医療デジタルデータ連携モデル（岡山モ
デル）の構築を目指している。

岡山県内の NOBORI 連携医療機関：11 機関

岡山大学病院

医療 DX の推進、患者サービスの向上及び地域医
療機関との連携強化
医療 DX　通院支援アプリ・医療情報共有アプリ
の取組（ePRO 導入 入院患者への登録推進等）

もっと詳しく▶　岡山大学病院　https://www.okayama-u.ac.jp/user/hospital/index75.html

R4-R7 コンシェルジュ登録状況

NOBORI ePRO
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■ 診療記録作成の負担を軽減
診療記録の作成には、多大な時間的負担および精

神的負担が費やされている。業務が圧迫され、結果
として、患者と向き合う余裕が確保できないという
本末転倒さえ生じているのが現実であり、医療 DX
推進に際し看過できない重要課題である。

東北大学病院は 2025 年度より診療記録入力支援
システムを導入した。診療や会議の会話を文字に起
こし、SOAP 形式の要約や対話形式の記録を作成す
る仕組である。患者および家族との対話や医療従事
者間での検討を終えると同時に記録の文案が提示さ
れるため、対話や検討に専念できる。

■ 効果的な導入へ向けた啓発活動
医療 DX 推進におけるピットフォールの一つに、

サービスを導入したもののなかなか実際に利用が普
及しないことがあるという障壁が挙げられる。投入
費用に見合う効果を得るためには、院内への一様な
周知だけでなく、システムに対し積極的にユーザー
となる層や、実際にニーズが高い部署を見極めた上
で、これらのセグメントとの集中的な対話を含めた
戦略的な導入が重要となる。

東北大学病院では本システムの導入にあたり、簡
易版を用いた試験導入期間を設け、システムの使用
に積極的でありかつ使用が持続的である群、すなわ
ちアーリーアダプターの把握を先行した。またそれ
と同時に、どのような状況でシステムが使用される
か、システムが使用されることで日常の業務にどの
ような行動変容がもたらされるか、システムに追加
が期待される機能は無いかなどを合わせて評価した。
これらの取組は、医療の視点と数理の知見を有する
医療 AI センター（AI Lab）の主導により実施され
た。

■ 想定を超えた反響と副次的な効果
当初このシステムは、医師の外来診察に用いるこ

とを前提として試験導入が進められた。しかし実際
に月単位の運用状況を観察すると、必ずしもそのよ
うな場面においてこのシステムが使用されているわ
けではなかった。これは、大学病院での業務におけ
る外来診察の占める時間的比率が市中病院や診療所
より少ないことや、非典型的な症例を扱う場合、自
身の言葉での記載を優先する心理が働くことによる
ものであると判明した。一方で、手技説明や病状説
明といった状況では、負担の軽減について高い反響
が得られた。また、医療ソーシャルワーカーの業務
や一部の看護業務において、患者および家族との対
話内容の記録に著しい負担が費やされていたが、こ
のシステムにより負担が大幅に軽減されることが実
証された。

さらに、試験導入を通じて、システムの利用によ
り得られる発展的な可能性が明らかにされた。一つ
は、誤字脱字の減少や、記述作法の統一や、情報欠
落の回避による、記載内容の充実である。手入力で
見過ごされがちな誤記や失念が低減し、豊富な情報
が正確かつ標準化された状態にて記録されることで、
質の高い医療や監査で求められる管理体制を実現す
る上での一助となる。加えて、大規模言語モデルを
用いた診療記録の二次利用や医療連携の円滑化と
いった医療情報利活用の促進につながる。もう一つ
は、診療における心理的な姿勢の変化である。患者
および家族と会話中に、つい記録を優先して電子カ
ルテ端末の方を向いてしまう心理から解放されるこ
とで、患者満足度の向上ひいては医療安全に資する
と期待される。

■ 期待される費用対効果
本システムが導入され、十分に普及が進んだと仮

定した場合に、どれだけの労働削減になるかを試算
した。短縮する労働時間を職種別に推定し、従業者
数と単位時間あたりの人件費を乗算して、東北大学
病院全体で総計すると、年間で億単位であることが
示された。無論この試算額は参考値に過ぎないが、
投資する価値を示す一つの指標にはなり、決して少
なくはない額と見積もられた。

東北大学病院

診療記録入力支援システムの導入
診療や会議の会話を文字起こし 
SOAP 形式の要約や対話形式の記録を作成

もっと詳しく▶　東北大学病院　https://www.hosp.tohoku.ac.jp/

診療記録入力支援システム外観
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画像診断報告書の確認不足対策について
筑波大学附属病院（以下、当院）では、CITA 導

入前の画像検査報告書既読率は外来検査が約８割、
入院検査が約７割の状況であった。報告書を確認す
る方法が複数あったこと、既読化ボタンの表示のさ
れ方もそれぞれ異なっていたため、既読化処理の習
慣が定着せず、既読化されていない報告書の中に真
の未読（見落とし）が紛れている可能性が否定でき
なかった。専門領域以外に偶然写る病変があり、た
とえ力量の高い、熱心かつ親切な医師であっても見
落としに陥る可能性があることを注意喚起した。

報告書見落としの Pitfall
・画像を自ら読影し判断する力量の高い医師
・報告書より前に画像を確認する熱心な医師
・検査当日に結果も伝えてあげる親切な医師

見落とし防止の対策
・目的外の所見があるかもという意識（依頼医）
・伝わりやすい報告書とフラグ通知（検査部門）
　検査部門毎に重要報告（フラグ）を定義
・報告書管理のシステム整備と監査（病院）
　CITA を導入し未読・未対応を防ぐフロー確立
　（図１、２）
・検査結果を医師から聞くよう案内（患者参加）

CITA 導入後の既読率の推移
CITA 導入ならびに対策の確立により、既読率は

平均 99.5％に向上した（図３）。残る未読症例も診
療科長へ依頼し、翌月までに報告書の既読率 100％
を達成。

報告書確認の責任の明確化
報告書確認の責任は偏に依頼医（ならびにその指

導医）であり、検査部門等に責任を負わせない。責
任の重さの院内コンセンサスを確立している。

既読率 100％のさらに先へ
CITA の導入により既読率は 100％になったが、

報告内容の読み飛ばしや対応の失念の可能性はあり
うる。医療安全管理部では重要報告全例のカルテ監
査を行い、未対応が疑われる場合、依頼医や主治医
に連絡し対応実施を確認している（図２）。

検査結果の見落としを防ぐために

筑波大学附属病院

検査結果の見落としを防ぐために
CITA （Clinical Intelligence Technology & 
Architecture）の活用について

図１：�全ての検査報告書を CITA で一元管理し報告書確認
と既読化処理の習慣を定着させる。

図２：未読報告があれば診療科長が責任もって確認。
フラグ付き報告には、医療安全管理部の医師が全例カルテ
レビューして対応状況を監査（月 200 件程度）。

図３：�依頼医ならびに上長へ通知後、１カ月経過の時点で
既読状況を集計。
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九州大学病院における心臓移植医療
2003 年に心臓移植実施施設に認定され、2005 年

に第１例目の心臓移植を実施した。さらには、2020
年に小児心臓移植実施施設となり、2022 年に九州
初の小児心臓移植を成功させた。近年は年間 15 例
程度の心臓移植を実施し、2026 年１月には心臓移
植が通算 100 例に到達した。これは全 12 施設中で
４番目の心臓移植実施件数となっている。現在も約
100 名の重症心不全患者が心臓移植を待機中である。

心臓移植の成績は、５年生存率が 96％、10 年生
存率が 83％と良好であり、多くの心臓移植後患者
が社会復帰を果たしている。九州地方における唯一
の心臓移植実施施設として、九州地方を中心として
西日本全域から重症心不全患者の紹介を受け入れて
おり、まさに西日本における重症心不全センターと
しての役割を果たしている。

さらには、心臓移植医療に関する学術的な発信も
積極的に行っており、心臓移植医療のみならず重症
心不全分野での九州大学病院の果たす役割は年々大
きくなってきている。

シームレス医療を実践する重症心不全センター
としての役割

わが国における心臓移植医療では、脳死ドナー不
足のために待機期間が約５年に及ぶ。そのため、ほ
とんどの心臓移植待機患者は、植込型補助人工心臓

（left ventricular assist device、LVAD）を装着し、
在宅管理を続けながら心臓移植を待機している。心
臓移植医療と植込型 LVAD 治療は重症心不全治療
の両輪である。

九州大学病院では、九州地方のみならず西日本全
域から心臓移植を必要とする重症心不全患者を受け
入れ、心臓移植の要否検討から植込型 LVAD 手術、
心臓移植までの LVAD 治療管理、心臓移植、さら
には心臓移植後のフォローアップまで、一連の長期
にわたる心臓移植医療を行っている。また、心臓外
科・循環器内科を中心とした複数診療科の医師、看
護部・臨床工学部門などの専門スタッフを配置し、
人的・質的にシームレスな重症心不全治療を実践で
きる体制を整えている。

また、2017 年より ECMO センターを設置し、体
外式膜型人工肺（ECMO）や循環補助用ポンプカ
テーテル（IMPELLA）の適応を一元的に管理して、
重症心不全治療のさらなる成績向上に努めている。

地域密着型重症心不全治療の確立と啓蒙に向けて
心臓移植医療と植込型 LVAD 治療では在宅管理

が重要な位置を占める。そこで、九州大学病院の重
症心不全治療は開始初期から九州各県の基幹病院と
連携し在宅管理を念頭に入れた医療体制を整えてき
た。これは“Kyushu スタイル”として全国的に評
価されている。さらには、各病院での経験を広く共
有する機会として、「九大 VAD 症例検討カンファ
レンス」を定期開催している。

重症心不全の日常診療に携わる専門スタッフ間で
の「多職種カンファレンス」を週１回実施し、心臓
移植待機中ならびに心臓移植後の患者の情報共有と
治療方針の検討を行い、同時に院内教育にも力を入
れている。さらには、他施設からの見学・研修を積
極的に受け入れ、九州大学病院で実践している重症
心不全治療を広く共有する取り組みを行っている。
海外施設からの研修を受け入れた実績もある。

九州大学病院

重症心不全診療の取り組み
シームレス医療で重症心不全に挑む 
～心臓移植実施施設としての矜持～

●心臓移植後患者の居住地

●心臓移植実施件数の推移（実施開始～ 2025 年）

もっと詳しく▶　九州大学病院　心臓血管外科　https://cs1.med.kyushu-u.ac.jp/
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研 究

研究倫理遵守の徹底と臨床研究の信頼性・安全性の確保

研究倫理のコンプライアンス、臨床研究の信頼性と
安全性の確保は、研究実施上の基本的原則であるとと
もに、研究の質を担保するために十分な理解に根差し
た運用が必要である。国立大学病院はその規範となる
べき機関であり、自らも法令や指針の改正に資する意
見を発出する責務がある。
そのために、臨床研究推進会議TG1 と連携し、以
下の活動を進めている。
・�倫理審査体制については、これまでTG1 内で各種
アンケートを実施し、情報共有や意見交換を行って
きた。また、臨床研究法改正に伴い、改正内容につ
いて改めて確認し意見交換を行うとともに、臨床研
究法の適用範囲とすべき「傷害・負担が大きい検査
等」の基準案について検討し、意見を提出してきた。
　�2025 年度は、５月 31 日に施行された改正臨床研究
法への対応を、施設ごとに下記の２点について事前
調査し、課題や問題点について意見交換を行った。
　�①「研究目的で著しい負担を与える検査」の該当性
判断について
　�②「薬事承認済みと同程度のリスク」の該当性判断
について
　�上記の調査項目以外にも、随時問題点などを情報共
有し、共通の課題については対応を検討し、適正な
研究活動の維持に寄与している。

・�Patient and Public Involvement（患者・市民参画：
以下 PPI）の活動は、患者・市民の価値観や生活実
態を研究計画や説明・実施過程に反映させ、倫理性・
透明性・社会的妥当性を向上させることから、法令・
指針遵守以外にも適正な研究活動を推進する基盤と
して、PPI の在り方を検討する必要がある。
�臨床研究推進会議では、国立大学病院間の先駆的・
ユニークな取り組みの情報を共有するとともに、多
様なステークホルダーとも意見交換を行い偏りなく
情報を収集するべく配慮している。
上記の情報共有および意見交換を通して、各大学で
臨床研究の信頼性・安全性を確保し、適正な研究活動
を実施するための課題解決に役立てている。

研究倫理遵守を徹底し、臨床研究の信頼性・安全性を確保し、適正な研究活動に邁
進する提言１

国立大学病院の大きな使命の一つである臨床研究について、国立
大学病院臨床研究推進会議と連携し、質の高い臨床研究を安全かつ
効率的に実施する体制を整備し、新規医療技術の開発や既存技術の
最適化への貢献に取り組んでまいります。

研究副担当校
京都大学医学部附属病院長　　髙折 晃史

国立大学病院臨床研究推進会議（以下、臨床研究推進会議）は、全国の国立大学病院 42 大学 44 病院で構成され、
5つのTopic Group（以下、TG）が、テーマごとにTG1（サイト管理）、TG2（ネットワーク）、TG3（ARO/ デー
タセンター）、TG4（教育・研修）、TG5（人材雇用とサステナビリティ）に分かれて活動している。
また、臨床研究推進会議は、2022 年度に特定の課題を迅速に解決することを目的として、新たに 2つの Task 
Force（以下、TF）（臨床研究DX（Digital Transformation）推進TF、国立大学病院データベースセンター調査
TF）を設置し、活動を開始した。
グランドデザイン 2016 で掲げられた 5つの提言に対し、研究担当は臨床研究推進会議と連携し、TGおよび
TFの活動等により以下の取り組みを行っている。

国立大学病院の将来像グランドデザイン 2016（改訂版）より
転載
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臨床研究に係る人材の育成と研究マインドを向上させるシステム構築

臨床研究を着実かつ適正に推進させるためには、臨
床研究者および研究者を支援する専門職人材の育成が
不可欠である。
また、医療人の研究マインドを向上させるために、
臨床研究に関する学部教育や起業家育成プログラムな
どを充実させ、研究心を涵養する。
そのために、臨床研究推進会議TG4 と連携し、以
下の活動を進めている。
・�研究者育成に関しては、「特定臨床研究について研
究者をエンカレッジする方法」に関して、2025 年
度も各施設の取り組みを共有し、意見交換を実施し
た。
�さらに、欧米の研究者の働き方や教育方法に関する
情報収集（研究／教育／診療の割合、給与と兼業の
在り方、研究に必要な教育や研究支援体制等）を行
い、海外と日本の研究実施環境の違い（長所・短所）
について議論し、日本の研究力向上のために必要な
方策について検討している。
�また、他施設の教育リソースの積極的活用のための
リスト作成や活用事例の共有、現存の教育資料の共
有や教育システムとの連携についても検討を行って
いる。併せて、臨床研究における関連法規の改訂や
改正に伴い、TG4 で作成した臨床研究者標準化シ
ラバスの改訂も行った。
�これらの活動を続けることで、各大学の連携による
効率的で充実した教育基盤の形成に努めている。
�地域ブロックごとの活動内容を共有し、臨床研究推
進会議として取り組むべき課題の検討も継続してい
る。
・�医療系の橋渡し研究者・アントレプレナー育成につ
いては、2023 年度からTG4 の実務者によるサブグ
ループを設置して、課題抽出、情報共有、対応検討
を行っている。
�2025 年度は、医療系スタートアップ支援の学内連
携に関する調査を実施し、ベンチャー支援を行う体
制として、大学本部及び医歯薬学／病院間での連携
がある大学からの情報共有と意見交換を行った。さ
らに、地方大学と革新的医療技術創出拠点との連携

方法についての調査も実施し、調査結果の共有およ
び意見交換も計画している。
�2023 年度からTG4 全体会議において、医療系アン
トレプレナーシップ教育やスタートアップ支援に関
するプログラムを紹介する活動は継続しており、
2025 年度は革新的医療技術創出拠点からの活動内
容を共有した。
�また、臨床研究推進会議では、これまでも筑波大学
が中心となって、千葉大学、大阪大学、岡山大学、
九州大学等と連携しながら進めてきた Research 
studio の活動を共有してきた。2024 年度からは、
この Research studio の活動を基盤とする人材育成
プログラムである Global Entrepreneur Training
（GET）Program に伴走支援プログラムである Go-
to-Global（G2G） Programを連携させた、国立研究
開発法人日本医療研究開発機構（AMED）橋渡し
研究プログラム（大学発医療系スタートアップ支援
プログラム）の活動を共有しながら、人材育成に取
り組んでいる。2025 年度も、臨床研究推進会議では、
年１回Webinar 形式で開催している総会シンポジ
ウムで、このプログラムの活動について紹介するこ
とで、シーズの実用化や国際展開に興味を持つ研究
者への情報提供を行った。

臨床研究に係る人材を育成し、研究マインドを向上させるシステムを構築する提言２

国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）「橋渡し研
究プログラム（大学発医療系スタートアップ支援プログラム）」
について
https://www.hosp.tsukuba.ac.jp/t-credo/startupより転載

研 

究
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先端医療の研究・開発推進のための人材確保と基盤の整備

高度医療の提供と先端医療の研究・開発は一体のも
のであり、これらを推進することは国立大学病院の使
命である。これらの研究・開発の推進には、各種専門
分野の人材の支援を必要な時に十分受けられる基盤整
備が重要である。さらに、基盤の維持・発展のために
は優秀な臨床研究支援人材を中長期間安定的に確保す
ることが必要となる。
そのために、臨床研究推進会議TG3 およびTG5 と
連携し、以下の活動を進めている。
・�臨床研究推進会議では、上記の基盤整備・維持・発
展のために、人材雇用、相互支援、ARO収入、研
究契約などについて、現状を把握し好事例の取りま
とめ、当会議内で周知するとともに、臨床研究推進
会議のWebsite等を通して広く一般に発信してきた。
�2025 年度は、医師の働き方改革の開始等により研
究時間の確保が困難となり、業務効率化や支援人材
の役割拡大が求められている背景を踏まえ、「新た
なアプローチや職種（AI、DX、リサーチクラーク等）
を活用した臨床研究支援活動の検討」と「人材雇用
とサステナビリティに関するアンケート調査」を
テーマに、情報共有や意見交換を行っている。
�「新たなアプローチや職種を活用した臨床研究支援
活動の検討」としては、生成AI を活用した治験・
臨床研究における関連文書作成や事務作業の効率化
への取り組みを好事例として共有し、意見交換も
行った。さらに、各大学へのアンケート調査も実施

し、AI・DXによる臨床研究支援業務の効率化や研
究者のタスク支援・業務効率化の取組状況、リモー
トワークの導入・活用状況等の実態と課題の把握に
努めている。
�「人材雇用とサステナビリティに関するアンケート
調査」としては、好事例の共有に加え、2021 年度、
2023 年度と同様に、人材の充足状況、キャリアパ
スの整備状況等の調査を実施し、経時的変化を把握
した上で、今後の人材確保と基盤の整備のための議
論を行っている。
・�臨床研究推進会議では、データセンター、プロジェ
クトマネージャー、CDISC、モニタリング、RBA、
DCT、生物統計に関する最新の情報を共有し、臨
床研究の実施支援体制の補強強化に役立てている。
各種勉強会等も実施しており、2025 年度は、2023
年度から継続して実施しているプロジェクトマネジ
メント勉強会をWeb 形式で開催した。今回も臨床
研究推進会議会員校から多職種（プロジェクトマ
ネージャー、データマネージャー、モニター、CRC、
統計解析、治験事務局）の 32 名が参加し、「職種を
超えたナレッジ共有－プロジェクトを円滑に進める
ために行っている工夫や明日からできること」を
テーマに、複数の大学での取り組みの共有や意見交
換を行った。勉強会は参加者にとって有益で、それ
ぞれの職種において、実際の支援に役立てている。

先端医療の研究・開発を推進するために必要な人材を確保し、基盤を整備する提言３

（TG5 活動実績リンク：https://plaza.umin.ac.jp/NUH-CRPI/open_network/archives/contents/tg5/1118）
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最新のテクノロジーを取り入れ、国際的競争力を有する新医療技術の開発促進

国立大学病院のネットワークを形成し、先端医療を
支える臨床研究実施体制を整備する必要がある。また、
最新のテクノロジーを適時取り入れ、かつ持続可能な
臨床研究実施体制を整備することにより、質の高い効
率的な臨床研究の実施を目指すことにより、国際的競
争力を有する新たな医療技術開発の促進に繋げ、国民
の健康的な生活の確保に貢献することが求められてい
る。
そのために、臨床研究推進会議TG2 および臨床研
究DX推進TFと連携し、以下の活動を進めている。
・�全国の国立大学病院のそれぞれの施設が得意とする
分野の調査を取りまとめ、検索や問い合わせ機能を
備えた「臨床研究マッチングサイト」を開発・運用
している。現在、1634 件の情報が登録され、臨床
研究関係者（アカデミア、医療機関等の研究者およ
び研究開発支援者、製薬企業、医療機器開発などの
企業に所属の方）から臨床研究推進会議のWebsite
上で検索および問い合わせができるようになってい
る。2024 年度から、当サイトを使った検索結果を
参照する段階での施設名（大学病院名）の公表にも
対応し、2025 年度は、登録件数全体の 92％に当た
る 1506 件で施設名を公開している。このサイトを
利用して研究者同士が話し合い患者紹介の合意に至
る事例などもあり、今後は、その実績についても可
能な範囲内で公開していく予定である。
・�多施設共同臨床研究による症例集積性向上の目的で
「フィージビリティ調査システム」を開発・運用し
ている。臨床研究に関係する大学病院、医学部、一
般病院などの医療機関等の研究者・研究開発支援者
等の関係者の利用を対象に運用を開始し、現在はプ
ロトコールが固定され実施段階にある施設選定およ
び施設追加の調査であることを条件に、企業主導試
験の調査依頼も受け入れている。調査は臨床研究推
進会議のWebsite から申し込み可能で、調査実績
については、臨床研究推進会議のWebsite 上に随
時公表している。
・�デジタルテクノロジーを活用した臨床研究を実施で
きる体制を整備するため、臨床研究推進会議では、
2022 年度から臨床研究 DX推進 TFを設置し活動
している。その一環として、2025 年度も 2022 年度
から継続しているデジタルテクノロジーを活用した
臨床研究に関する実態調査を実施した。2025 年度
の調査では、リモート SDV および Decentralized 

Clinical Trial に関する利用実績の推移等に加えて、
臨床研究DX推進にかかる課題や製薬会社等への要
望、臨床研究DXにかかる好事例についても調査を
行った。
�また、臨床研究 DX推進 TF では、2023 年度から
製薬業界団体（現在は、日本製薬工業協会、欧州製
薬団体連合会（EFPIA Japan）、米国研究製薬工業
協会（PhRMA）が参加）との合同会議を開催し、
実態調査の結果を共有し、臨床研究DXに関する課
題および相互の要望について検討し、合意形成が得
られたものについては、その内容を共同声明等で発
信している。実態調査結果および共同声明について
は、臨床研究推進会議のWebsite 上で公開している。
�また、実態調査の結果から、臨床研究分野における
DX推進には、情報セキュリティに関する調整・検
討が必要であり、課題を整理した上で医療情報部門
との対話の機会を設けていく。
�今後も体制整備を加速すべく課題整理および好事例
の共有を行っていく。

臨床研究マッチングサイト　リンク：
https://plaza.umin.ac.jp/NUH-CRPI/specialized/list.
php

フィジビリティ調査システム　リンク：
https://plaza.umin.ac.jp/NUH-CRPI/open_network/
feasibility

最新のテクノロジーを取り入れた持続可能な臨床研究実施体制を整備することによ
り、国際的競争力を有する新たな医療技術の開発を一層推進する提言４

国立大学病院における臨床研究 DX に関する実態調査結果
（2022-2025 年度）
https://plaza.umin.ac.jp/NUH-CRPI/open_network/
archives/contents/other1/1063
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国立大学病院の臨床研究に関する情報を研究者、患者・市民に広くわかりや
すく発信

我が国のライフサイエンスおよび産業の高度化を支
える国立大学病院が医療に関する研究・開発の意義お
よび世界や我が国の現状を継続的に広くわかりやすく
研究者に限らず患者・市民にも発信していくことが重
要であり、広報体制・機能の強化による戦略的かつ機
動的な情報発信が求められる。
そのために、臨床研究推進会議は、事務局が中心と
なって、国立大学病院データベースセンター（以下、
DBC）および国立大学病院 DBC 調査 TFと連携し、
以下の活動を進めている。
・�臨床研究推進会議の活動内容等を広く紹介するため、
2025 年度は「ARO協議会第 12 回学術集会（9/19－
20）」、「第 46 回日本臨床薬理学会学術総会（12/5－
12/6）」および「日本臨床試験学会第 17 回学術集会
総会（2/19－2/21）」でブース展示を行った。
・�臨床研究推進会議の活動で得られた成果物等をより
多くの方に活用いただけるよう、臨床研究推進会議
Website 上で一般公開している。
�また、毎年臨床研究推進に繋がる最新のトピックを
テーマとして、会員に限定せず広く一般を対象とし
たWebinar を開催している。2025 年度は、次世代
医療を拓くスタートアップの推進と全国ネットワー
クの構築をテーマに開催した。
�文部科学省が新設した橋渡し研究プログラム「大学
発医療系スタートアップ支援プログラム」及びス
タートアップ・エコシステム共創プログラム「全国

ネットワーク構築支援」の取り組みを紹介すること
により、医療イノベーションの未来を探り、特に次
世代医療を日本で開発し、さらに世界へ発信してい
くための議論を深める機会となった。
・�臨床研究推進会議の会員向けには、Website の会員
専用エリアで、臨床研究推進会議の各種会議（総会・
代表者会、幹事会、各TG会議）資料および議事録
を掲載するなど、会員同士が有用な情報共有ができ
るよう会員専用エリアの充実を図っている。また、
国立大学病院 DBC の協力のもと、国立大学病院
DBC調査TFでは、2021年度の調査分から毎年臨床
研究パフォーマンスに関する調査・分析結果をわか
りやすくまとめ、会員限定情報として掲載している。

国立大学病院の臨床研究に関する情報を研究者に限らず広くわかりやすく患者・市
民にも発信する提言５

第46回日本臨床薬理学会学術総会におけるブース展示の様子 第14回総会シンポジウム　フライヤーより

https://plaza.umin.ac.jp/~NUH-CRPI/open_network/
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３　「研究医育成プログラム」大学院生・学部生
教育
文部科学省高度医療人材育成拠点形成事業におい
て、「千葉大学 基礎・臨床融合型国際研究のための
リーダー医師育成プログラム」を 2024 年度より開
始した。本プログラムでは、基礎・臨床の両方に貢
献できる研究者の育成を目指している。そして、こ
れら研究者がリーダーとなり、国際レベルの質の高
い臨床研究を推進する。これらの目標を達成するた
め、本事業では①疾患別研究プラットフォームの構
築、②国際共同試験を実施するための組織体制の整
備、③研究医の育成、④データの利活用の４つの事
業を推進させることを目的とする。なお、本学未来
医療教育研究機構（機構長：研究担当副理事）に統
括会議を設置し当該事業の推進のための司令塔とし
ての役割を担い、医学部及び病院の連携のもと当該
事業を実施するものとした。
特に、大学院生及び学部学生を対象に研究医とな
るための教育として、臨床研究ハッカソンと、ポリ
クリニック実習を行うとともに、大学院生及び学部
学生に対してリサーチ・アシスタント（RA）やス
チューデント・アシスタント（SA）を募集した。
初年度 15 名の RAの応募があり、本年度 25 名の応
募があった。

研究

臨床研究中核病院としての機能強化
千葉大学医学部附属病院では、臨床研究中核病院
として、３つの取り組みを進めている。

１　治験の活性化
Drug loss 対策としてアカデミアには、迅速に臨

床試験を実施する体制が求められている。また、
GCP リノベーションに伴う、治験環境の整備が必
須である。このため、IRBや治験の実施体制の見直
しの検討を開始した。また、CRB についてもその
質を高めるための整備を実施している。さらに
Phase 1 study を実施するための施設の整備を開始
した。

２　国際共同試験実施のための連携活動
国内外で連携した臨床研究を行うために国内医療
機関及び研究機関だけでなく、米国やアジアの研究
機関との連携を行っている。臨床研究に関する包括
的な連携についてのMOUや臨床試験実施に向けた
NDAなどの締結を積極的に実施している。

千葉大学医学部附属病院

先端医療の研究・開発を推進するために必要な人
材を確保し、基盤を整備する
臨床研究体制整備と研究医育成の取り組み

もっと詳しく▶　千葉大学　https://www.ho.chiba-u.ac.jp/

「研究医育成プログラム」

【参考】千葉大学病院での企業治験・医師主導治験・特定臨床研究の実施状況
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れた「超ECO祭 2025」に出展し、その体験イベン
トを開催した。
本イベントでは、すごろくなどを用いることで、
普段は臨床研究に触れる機会が少ないものの、健康
意識を持つ市民層にアプローチし、治験の重要性を
伝える機会となった。すごろく参加者には、医師１
名を含む医療者が伴走しながら体験を促し、治験・
臨床研究に関する理解度・関心の変化を確認した。
終了後には参加者全員に「臨床研究・治験エバンジェ
リスト」の認定書を交付した。

研究

市民公開講座を通した啓発活動
京都大学医学部附属病院先端医療研究開発機構

（以下「iACT」）は医学研究の成果をできるだけ早
く、また確実に患者さんのもとへ届けることを使命
として活動を続けている。医療の発展には基礎研究
も重要だが、最終的に患者さんのもとへ届けるには
「治験・臨床試験」が必要であり、そこには患者さ
んの協力が欠かせない。そこで iACTでは、市民公
開講座を毎年開催してきた。2025 年１月には難病
の患者団体、希少疾患に対する支援団体、また iPS
細胞の研究者を交えた「未来の医療のために− iPS
細胞を活かした治療開発と将来展望−」と題した講
座をYouTube チャンネルにて配信し、359 名もの
方々にご視聴いただいた。

医療への関心をもってもらいたい層へのアプ
ローチ
市民公開講座などでは、医療者側からの一方的な
情報提供になりがちであること、また参加者の多く
は元々医療、健康に関心が高く、関心を持ってほし
い層へのアプローチが不十分であることなどが課題
であった。その結果、真の意味での「治験・臨床試
験」に関する理解促進や参画意識の醸成に繋がって
いるのかという懸念があった。
そこで、患者・市民が「薬はどのようにできるの
か？」「治験とは何か？」を双方向かつ能動的に学
べる教育資材として「新しい『くすり』を開発する
旅」を体験するすごろくを開発した。2025 年 11 月
１日・２日には、イオンモールKYOTOで開催さ

京都大学医学部附属病院

治験すごろくを通した治験・臨床試験の啓発活動
医療への関心をもってもらいたい層にも「治験・
臨床試験」を知ってもらうための様々な取組み

もっと詳しく▶　京都大学病院　先端医療研究開発機構　https://iact.kuhp.kyoto-u.ac.jp/

超ECO祭2025　https://www.medieco.net/choeco2025 「新しい『くすり』を開発する旅」を体験するすごろく

出展ブースの風景とエバンジェリスト認定書

開催した市民公開講座
https://www.youtube.com/watch?v=HPep4yGdR6k
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可能である。研究アイディアの実現可能性を安全・
スピーディに何度も試すことができ、研究シーズの
発掘を促進している。

大規模 RWDで研究を加速

保険者・医療機関データベースの提供元と連携。
学内研究者よりテーマを募集し、解析用データ
セットの作成、統計解析から論文執筆までの支援を
行っている。

高度医療人材養成拠点事業
医学部生や大学院生を研究補助者として雇用。教
育プログラムを受けたのち、実際の業務をOn the 
job training 形式で経験し、早期からの研究参画を
促す仕組みを構築。研究マインドを持った医師の育
成に取り組んでいる。
研究者は実務の一部をタスクシフトでき、働き方
改革の推進にも資する取り組みと考えている。

研究

臨床研究の支援と教育
文部科学省の「高度医療人材養成拠点事業」に基
づく臨床研究の教育と支援という両面から、大学か
ら発信される研究シーズの創出力を高めるための活
動を行っている。
教育面では、年 16 回の臨床研究に関する講義を
オンラインで提供、学内にオンデマンド配信してい
る。毎年新たな講義が追加され、アーカイブも充実
している。
支援面では、支援を希望する研究者を募集し、特
に成果を見込める臨床研究に対して、プロトコル作
成の支援、研究レジストリ作成・入力支援、論文の
英文校正・翻訳の３タイプの支援を提供している。

診療データの可視化で研究シーズ発掘を促進

特殊な加工とともに非識別化した当院の診療デー
タを、セキュアなクラウド環境に保存し、時間・場
所を問わずアクセスできる「SIMPRESEARCHⓇ」
を導入。簡単な集計から様々なデータを組み合わせ
た縦断的な記述に至るまで、幅広い角度での分析が

名古屋大学医学部附属病院

臨床研究の教育と支援の二軸で 
大学発の研究シーズの創出力を支える
データ可視化と豊富な教育コンテンツで充実の
OJT

もっと詳しく▶　名古屋大学医学部附属病院　臨床研究教育学　https://cre.med.nagoya-u.ac.jp/junior_specialist/
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2025 年度は、脳神経外科中心に開発されてきた
これらの技術を他の診療科に水平展開するべく、
MRI の術中撮影など利用可能なところから使用し
てもらいつつ整形外科はじめ他の診療科で具体的な
検証を始めたところである。
今後は、手術支援ロボットや麻酔システムをス
マート治療室技術と連携させ、国産ロボット用AI
がこれらに対して最適かつ精密な動きを支援するこ
とで、医師の目や判断能力だけでなく手の動きもサ
ポートする技術の確立を図る。これにより、経験の
浅い医師でもリスク少なく臨めるだけでなく、患者
の状態に即した制御により危険な操作を防ぐことで
医師の疲労低減にもつなげられる。また、手術室の
状況がリアルタイムで医療スタッフ全員に共有され
ることでスタッフ間の連携もスムーズになり、手術
全体の効率化にも寄与できる。
先に進める 5G通信による遠隔操作技術とあわせ、
熟練医師の居ない場所であったとしても「どこでも、
誰でも、低リスクで」高いレベルの手術を受けられ
る社会の構築を目指す。

研究

日本の医療の問題点とこれまでの取組み
日本の医療の抱える問題として、リスクの高い外
科や麻酔科を中心とした「医師の不足」、地方の病
院の減少と医師の都市部への流出がもたらす「都市
と地方の医療格差」に加え、高度で難しい手術の実
施に伴う「医師への過度な負担」がある。
神戸大学では、医学部附属病院国際がん医療・研
究センター（ICCRC）において、手術支援ロボッ
ト「hinotoriTM サージカルロボットシステム」の開
発に協力したことに続き、5G 通信技術を用いた遠
隔手術の実証実験を成功させるなど、これらの解消
に向けて開発と検証を行ってきている。そして
2025 年 12 月、ICCRC の手術室１室をスマート治
療室にする改修が完了したことに伴い、新たな取組
みを開始した。

手術支援ロボット×データプラットフォーム×
AI ナビゲーション＝未来の手術室
スマート治療室は、様々なメーカーの手術機器や
設備をミドルウェアに接続し、各機器から出力され
たデータを一元管理し、時間や位置情報を同期させ
て表示させるシステムであり、手術室全体をひとつ
の治療機器として機能させる技術である。ここに、
集まった膨大な情報を解析し熟練医師の判断や技術
を学習させたAI を搭載したナビゲーションシステ
ムを組み合わせることで、リアルタイムで同期され
た手術中の映像や患者の生体情報から状況を判断し
たAI が医師に対して最適な意思決定の支援を行う
ことができる。

神戸大学医学部附属病院国際がん医療・研究センター（ICCRC）

医師の判断と技のデジタル化×患者情報のデジタ
ル化による手術 DX の実現に向けた取組み
スマート治療室の設置

もっと詳しく▶　神戸大学医学部附属病院国際がん医療・研究センター　https://www.hosp.kobe-u.ac.jp/iccrc/

神戸大学の目指す未来の手術室像

スマート治療室化が完了した ICCRC 手術室３
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国立大学病院の連携部門を強化し、地域医療構想 2040 に備える。

地域連携部門の機能強化
2025 年７月に開催された第 20 回国立大学病院医療

連携・患者支援協議会では地域連携部門の課題につい
て議論が交わされた。最大の課題はスタッフ不足であ
り、限られた人材の中で経営的に患者増加と在院日数
の短縮を求められるため、濃淡のある対応をせざるを
得ない実情が浮き彫りになった。キャリアパスの不足
を訴える声も多かった。

多くの大学病院は院外連携（医療機関訪問）や入院前
支援の強化（Patient Flow Management）を図りながら
人材確保と人材育成に取り組んでいる。その中で業務
の省人化（情報共有システム、Web予約システムの導入）
を進めようとしている。一方で院外連携の円滑化の一
環として Advance care planning（ACP）の普及や下り
搬送に関する連携の構築、逆紹介推進などの渉外業務
にも取り組んでいる。円滑な地域連携に必要な業務で
あっても病院収益に直結しなければ運営部門の評価が
得られず、連携部門の業績の可視化が必要と考えられた。

地域医療における医療機関の役割の変化
新たな地域医療構想では病床機能の変更が示されて

いる。従来の回復期機能は増加する高齢者救急などの
受け皿として急性期と回復期の機能を併せ持つ「包括
期機能」に置き換わる。大学病院は高度急性期機能や
急性期機能を中心としながらも、地域の医療機関と連
携を深め、難病や重篤な疾患に対応できる柔軟な病床
体制を構築すべきである。

地域医療構想 2040 に向けて
大学病院も立地環境に合わせた変革が必要

地域医療構想 2040 は 85 歳以上の高齢者の増加と全
人口の減少がさらに進む 2040 年とその先を見据え、
全ての地域・世代の患者が適切に医療・介護を受けな
がら生活し、必要に応じて入院し、日常生活に戻るこ
とができ、同時に医療従事者も持続可能な働き方を確
保できる医療提供体制の実現を目指している。一方で
高齢化や生産年齢人口の減少などの課題は地域ごとに
異なり、全国一律に構想化を進めることはできない（下
表）。大都市型地域では増加する高齢者救急や在宅医
療の受け皿の整備が課題だが、地方都市型地域では支
え手の減少に対応できる医療提供体制の構築が、人口
の少ない地域では地域の実情に応じた医療機能の維持

（選択）が課題となっている。国立大学病院であって
も立地環境に合わせた診療体制の変革を求められる可
能性は高い。一方で地域医療構想 2040 は大学病院の
役割として「医師派遣・配置」、「医学部地域枠」、「寄
付講座等に関する連携パートナーシップの締結推進」
等を掲げ、都道府県単位での議論を求めている。

地方では大学医学部の常設教室だけでは十分に人材
をカバーできないことがあり、地域ニーズを満たすた
めに行政が大学内に寄付講座を設置することがある。
新たな地域医療構想で大学は附属病院の経営のみなら
ず、人材の供給も求められている。行政や関連団体か
ら地域の実情に合わせた寄付講座を求めることは、構
想に合わせた活動になる可能性があり、発信を試みる
べきであろう。

地域の行政や医療関連団体とも連携し、経年的な疾病構造等の変化だけでなく、新
興感染症への対応や働き方改革にも配慮した地域医療提供体制の維持に向け、主導
的役割を担う

提言１

国立大学病院として、地域医療提供体制の維持に向けた積極的な
関与の推進、様々な役割を担える医療人の育成、メディカル ICT
の活用および危機管理に参画する体制の検討に向けて取り組んでま
いります。

地域医療担当校
岡山大学病院　病院長　　前田 嘉信

地域医療

厚労省 第５回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 
資料（2025） 一部改変

厚労省 第 5 回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会
資料を一部改変（2025）
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地域医療を支える医療人育成拠点としての国立大学病院の形成

地域医療を支える医療人の育成
国立大学病院は、常勤医師４万６千人超を地域医療

機関に派遣し、非常勤医師も多くの医療機関に派遣す
るなど（2024 年 11 月時点、国立大学病院長会議デー
タ）、地域医療に大きく貢献している。高齢化や在宅
医療への移行が進む中、地域医療人材へのリカレント・
リスキリング教育の需要は高まっている。また、人口
減少下で地域医療を支えるためには、魅力あるキャリ
アパス整備と継続的な人材育成が重要である。

キャリア形成とリスキルの取り組みを調査
2024 年度までの検討を踏まえ、国立大学病院を対

象に、医師を含む職種別キャリア育成プログラムの管
理状況や、経営・危機管理人材の育成・登用、地域連
携の実態についてアンケート調査を実施した。あわせ
て、医療専門職への生涯教育の提供状況をリカレント・
リスキリングの観点から把握した。これらの調査を通
じて、国立大学病院の地域医療への役割と地域社会へ
の貢献を明らかにすることを目指した。

職種ごとのキャリアパス整備状況
2025 年度のアンケート調査では、看護師は 97％の

国立大学病院でキャリアパスが整備されていたが、医
師は 63％、社会福祉士は 47％、医療事務は 55％、臨
床心理士は 28％と職種毎のばらつきは依然大きい。
医療従事者の求人難が進む状況下で、魅力あるキャリ
アパスの整備が喫緊の課題といえる。

地域医療機関や医療職養成課程への学習機会の
提供

高齢化、高度な医療を必要とする患者の地域医療・
在宅医療へのシフトにより、国立大学病院が地域医療
人材へのリカレント教育、リスキル教育を行うニーズ
が高まっている。2025 年度のアンケート調査では、
95％の国立大学病院でリカレント教育・リスキル教育
を行われており、院内・院外双方へのリカレント教育・
リスキル教育の実施率は 90％であった。これらの実
施率は 2023 年度調査の 68％、54％から大幅に増加し
ている。また、教育課程における実習受け入れは看護
師で 97.7％、薬剤師 95.5％、社会福祉士は 67％で行
われていた。

経営や危機管理人材の育成
物価の上昇や人件費負担の増加により赤字となる国

立大学病院が増加している。2024 年度は 25 病院が赤
字となり、2025 年度は 12 月時点で 32 病院が赤字と
なる見込みとなっている（国立大学病院長会議デー
タ）。地域医療を持続可能なものとするためには病院
経営の安定が欠かせない。2023 年度調査では、経営
人材育成のリカレント、リスキル教育を行っている国
立大学病院は 18％であったが、2025 年度調査では
28％に増加した。また、地震、豪雨などの大規模災害
時には、患者受け入れ、DMAT の派遣、高度医療の
後方支援など、国立大学病院は地域医療を支える上で
大きな役割を果たしている。国立大学病院の 34.8％で
危機管理人材のリカレント、リスキル教育が行われて
いる。

職種を超え地域に貢献する経営や危機管理を担える医療人を育成する提言２

キャリアパスの整備状況（数値は％）
2025 年度国立大学病院アンケート調査より抜粋

リカレント、リスキル教育実施状況
2025 年度国立大学病院アンケート調査より抜粋
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ICTを活用した情報共有と遠隔医療の推進により地域医療連携を強化する

国立大学病院の取り組みを調査
我が国の医療を取り巻く環境は、少子高齢化の進展

や医師の地域偏在、医療需要の高度化・複雑化などに
より、大きく変化している。こうした状況の中で、地
域全体として質の高い医療を持続的に提供するために
は、医療機関相互の緊密な連携が不可欠であり、国立
大学病院は、高度医療の提供、医療人材の育成、研究
開発の中核を担う立場として、地域医療連携を強化す
る役割が期待されている。その実現に向けて重要とな
るのが、ICT（情報通信技術）を活用した情報共有と
遠隔医療の推進である。地域医療連携における ICT
の活用、遠隔医療の活用について各国立大学病院の状
況を調査した。

ICT を活用した地域医療連携の推進
個人に紐づく健康・医療情報を一元的に保管・閲覧

できるマイナポータルの整備やマイナンバーカードと
健康保険証の一体化により、地域医療機関や患者との
ICT を利用した情報共有が加速している。ICT を活
用した、電子カルテ情報や検査データ、画像情報等を
安全かつ円滑に共有できる基盤の整備は、紹介・逆紹
介の円滑化、重複検査の削減、診療の質の向上につな
がる。また、地域の医療機関や在宅医療チームとのリ
アルタイムな情報連携により、切れ目のない医療提供
体制を構築することが可能となる。今回実施した地域
医療連携における ICT 活用調査では、国立大学病院
の 61.3％で電子カルテ連携・参照システムを活用して
おり、54.5％で画像共有システム、60.5％でオンライ
ンカンファレンス、75％で地域医療連携ネットワーク
が活用されていた。さらに、クラウドサービスを利用
した入退院調整ツールは国立大学病院の 34％で導入
されており、地域医療連携業務の負担軽減・効率化に
つながっている。医療サービスと移動サービスをデジ
タルで統合し、地域で患者さんがスムーズに医療を受
けられるようにする仕組みである医療 Maas （Medical 
Mobility as a Service）も一部の国立大学病院で取り
組みが開始されており、地域医療提供体制の再構築を
担う社会基盤政策として期待される。

遠隔医療の推進による地域医療連携の強化
高齢化や高度な医療を要する患者の地域医療・在宅

医療へのシフトにより、遠隔医療を用いて国立大学病
院が地域医療機関をサポートする体制がますます重要
になっている。今回の調査では、D to P（医師 - 患者）
のオンライン診療は国立大学病院の 40.9％で、D to D 

（医師 - 医師）は 46.5％で、D to P with D（患者が医
師といる場合のオンライン診療）は 25％で、D to P 
with N（患者が看護師等といる場合のオンライン診
療）は 9.1％で、遠隔モニタリングは 44.2％で活用さ
れていた。D to P with N はまだ数が少ないが、2024
年度の診療報酬改定の後押しもあり、前回調査と比較
し 4 倍に増加していた。オンラインセカンドオピニオ
ンも 34.1％で実施されている。

ICT 活用におけるセキュリティ対策の強化
地域医療連携の強化には、ICT を活用した診療情

報共有、遠隔医療の取り組みは不可欠であるが、医療
情報の広域共有が進展するほど、サイバーセキュリ
ティリスクは増大し、ひとたび重大なインシデントが
発生すれば、地域医療体制全体に深刻な影響を及ぼす。
今回の調査で、サイバーセキュリティー教育は国立大
学病院の 95％で行われていたが、医療情報連携や遠
隔医療を含めている病院は１割以下であった。また、
国立大学病院の 95％でサイバー攻撃にむけた業務継
続計画（BCP）が策定されており、策定率は前回調査
の３割から大幅に上昇していたが、連携先の被害で連
携が不可能な場合に対策は未整備であった。国立大学
病院には地域医療 DX とサイバーセキュリティの中核
として一層の対策が求められる。

多様化し、すみずみまでいきわたるメディカル ICT を活用した地域医療体制を構
築する提言３

遠隔医療実施状況（数値は％）
2025 年度国立大学病院アンケート調査より抜粋
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地域クライシス発生時に当該地域の国立病院が機能を喪失した場合の対応の
在り方について実態調査検討する

国立大学病院が病院避難を余儀なくされた場合
の対応は…

国立大学病院は地域の高度先進医療や救急医療を担
い、その機能停止は地域医療に重大な影響を与える。
2011 年の東日本大震災で最大の被災を受けた宮城県
に所在する東北大学病院では、震災以降に BCP を継
続的に見直し、病院機能喪失に伴う全病院避難のあり
方を検討している。しかし、地域クライシス発生時に
際して行う地域医療機能維持活動について検討をする
までには至っていない。

今回、国立大学病院が機能を大きく毀損し病院避難
を余儀なくされた場合の対応について、連携する地域
の基幹病院に加えて、近隣の国立大学病院との協力体
制を整えることを目的に、全国の国立大学病院を対象
にアンケート調査を実施した。

多くの地域では、国立大学が担う機能、地域医
療機能を維持するための体制を整える途上にあ
る。

今回の調査結果から、国立大学病院の半数以上が被
害規模に応じて病院退避を行う取り決め、ならびに病
院避難の際に大学病院間の相互応援の仕組みを有して
いることが明らかになった。これら先行する施設を倣
い、多くの施設で病院退避や相互応援の仕組みを整え
ることが急務と考えられる。

この相互応援を円滑に進める訓練を行っている施設
は未だ少なく、有事の際の実効性を高めるために訓練
の実施を広めていくことが重要である。

さらに、国立大学病院が担う地域医療における役割
の維持、ならびに地域医療機能の維持に対する準備は
１割あまりの施設で行われており、具体的な事由記載
も寄せられた。しかし多くの地域では整備の途上にあ
り、大学病院、地域の関連病院、行政、医師会が連携
して、地域医療機能を維持する体制を整えることが急
務と考えられる。

自治体・地域医療機関／医師会との連携等を強化し、またオールハザードにより有
効に対応しうる BCP を準備し、それぞれの地域における危機管理に積極的に参画
する体制の構築を図る

提言４

質問１ 被害規模と病院退避

どのようなケース、被害規模に
より病院避難を行うのか、取り
決めがありますか。

無い場合に、今後設置する予定
はありますか。

無有 N=38

N=12

病院避難をせざるを得ない場
合、それまで当該大学病院が
担っていた地域医療における役
割・機能を継続維持する体制の
準備はありますか。

質問２ 大学が担う機能を継続する体制

病院避難を実施し患者や職員の安
全が確保された場合に、病院職員
を被災地域内の関連病院へ派遣
し、被災地域の医療機能の再建・
復興に活用する計画はありますか。

N=38

N=38

無有

病院避難をせざるを得ない場合、
近隣の大学病院間と相互応援の
仕組みがありますか。

質問３ 近隣の大学病院間との相互応援

相互応援の仕組みがある場合、
それを円滑に進めるための訓練
を実施していますか。

N=38

N=24

無有

病院避難をせざるを得ない場合
など、激甚災害の際に地域医療
機能維持のための体制の準備は
ありますか。

質問４ 地域医療機能を維持する準備

N=38無有

地
域
医
療

― 47 ―



地域医療

地域完結型医療を支える入退院支援体制の抜本的
強化
患者サポートステーション設置と専任化による
PFM 体制の確立

熊本大学病院

１．背景・課題
高度急性期医療を担う特定機能病院として、本院

では専門性の高い治療提供と併せて、患者の円滑な
地域復帰を支える体制整備が求められている。入院
前から退院後までを一体的にマネジメントする
PFM（Patient Flow Management）の確立は、在
院日数の適正化や地域完結型医療の推進に向けた重
要課題であった。このため、従来分散していた入退
院支援機能を一元化し、標準化されたプロセスを確
立する目的で、2025 年６月 30 日に患者サポートス
テーションを設置した。

２．入院前支援機能の拡充
2025 年７月に地域医療連携センターを移転・拡

充し、受付ブースを 10 ブース体制へ再編した。多
職種による連携を強化し、管理栄養士・薬剤師が参
画する支援体制を整備するとともに、業務の標準化
と所要時間短縮による効率化を推進した。入院前支
援は外科系診療科から開始し、内科系へ段階的に拡
大しており、2026 年度中には実施可能な全診療科
での導入完了を見込んでいる。これらの取り組みに
より、入院前支援件数の月平均（2025 年４月〜
2026 年１月）は 151.0 件となり、前年同期（106.0 件）
と比較して約 1.4 倍の着実な増加を示している。

３．入退院支援体制の強化
退院支援機能の強化に向けて、メディカルソー

シャルワーカーの段階的増員を進め、2026 年４月
には９名体制への移行を予定している。各病棟に専
任の退院支援職員を配置し、入院後早期からのスク
リーニングと計画策定を標準フローとして制度化し
た。これらの体制整備により、2025 年 11 月までの
実績が要件を満たし、2025 年 12 月より入退院支援
加算１（700 点）への移行を開始した。2025 年度（４
月－１月）の入退院支援加算の月平均算定件数は
858.2 件となり、前年同期（310.9 件）と比較して約
2.8 倍へと大幅に増加している。これにより、在院
日数の適正化や質の高い患者サービスの提供、地域
医療機関との連携強化が着実に進んでいる。

４．広報力強化と今後の展望
支援体制の認知度向上および広報力強化を目的に、

マスコットキャラクター「サポくま（商標登録出願
中）」を導入し、患者および地域医療機関との親和
性を高めている。本取り組みを急性期特定機能病院
における実効性の高い PFM モデルとして発展させ、
熊本県における持続可能な地域完結型医療体制の確
立を目指す。

患者サポートステーション（2025 年６月 30 日開設）

マスコットキャラクター
「サポくま」

（商標登録出願中）
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地域医療

防災マニュアル・BCP の再構築
院内を 100 部門に区分し、職種をこえた議論のも

と各部門の重要業務を整理し、BCP を９年ぶりに
2025 年３月ゼロベースで再構築し、危機管理体制
を強化した。防災マニュアルも訓練を反映した改定
を行い、実効性向上を図っている。2025 年度は受
援体制強化を重点課題と位置づけ、受援シート整備
と受援型 BCP 策定を開始した。さらに、大学本部
事務局と連携し、「病院勤務経験の有無を踏まえた
支援要員の役割分
担を明確化した受
援 BCP の策定に
着手している。

他機関との連携の強化
大規模災害時の３大学協定に基づき、藤田医科大

学、浜松医科大学との連携を強化している。2025
年度は、５月に藤田医科大学への感染症病棟支援を
想定した派遣訓練、10 月に三重大学病院にてエリ
ア活動を想定した受援訓練を実施した。

みえ防災・減災センター「みえ防災人材バンク」
と連携した地域住民対応や「外国人防災リーダーズ」
との外国人対応の体制強化も図った。

職員への防災啓発と一般市民への情報発信
職員に対しては、院内広報誌「かわら版」を毎月

発行し、取組の可視化と組織内外への情報共有を推
進している。一般市民に対しては、病院広報誌

「MEWS」や、病院公式ブログ「医療と防災」を通じ、
医療機関の立場から災害への備えや日常的な防災行
動について継続的に情報発信している。

災害時危機管理を担う医療人の育成と他機関との
連携を強化した BCP 整備
持続可能な行動変容型訓練の定着と、実効性を備
えた防災マニュアル・BCP ゼロベース再構築

三重大学医学部附属病院

防災に対する組織改革
南海トラフ地震をはじめとするオールハザードへ

の備えの重要性は認識されていたが、日常診療の優
先により、防災対策は部門単位の取り組みにとどま
り、院内で統一した体制やマニュアルは十分とは言
えなかった。

2021 年４月に「災害
対策推進・教育センター」
を設立し、病院長特命補
佐（災害対策推進担当）
を新設した。会議体制を
院内防災と院外医療支援
の二系統に整理し、職種
横断的に病院全体で一体
的に推進する体制に強化
した。

持続可能な行動変容型訓練の定着
「災害時危機管理を担う医療人育成」を目的とし、

勤務時間内の会議に要点を絞った机上訓練を組み込
み、訓練を特別行事ではなく日常業務の一部として
定着させている。月例の防災会議（災害対策本部要
員）では、前半を審議、後半を BCP・各マニュア
ルに基づく訓練とし、2025 年度には災害対策本部
机上訓練、IT-BCP 訓練、火災訓練、保育園児童の
津波避難支援訓練、無線訓練等を実施した。

手術室、看護部、事務部など各部署での小規模訓
練も積極的に参加している。担当職員へは EMIS
入力訓練、デジタル簡易無線訓練を月例にて行い、
情報伝達と指揮命令系統の即応性向上を図っている。

もっと詳しく▶　三重大学病院　災害対策推進・教育センター　https://www.sv.hosp.mie-u.ac.jp/saitai-kyouiku/
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地域医療

本院が指定を受ける最大の意義は、県全域を俯瞰
した高度医療の司令塔となる点にある。

あわせて、地域の救急医療を担う次世代の医療従
事者を育成・輩出する教育拠点としての機能も強化
しており、県内各地の医療現場へ高度な専門人材を
持続的に供給することで、地域全体の救急体制を根
底から支え続ける役割を果たしている。

滋賀県との協力体制の強化
滋賀県全域の強靭な医療ネットワーク構築のため、

行政との協働関係を強く深くする取り組みとして、
2025 年 12 月に設置した「救急・災害医療体制準備室」
には県職員も直接参画いただき、災害医療・原子力災
害拠点の体制構築、SCU の運用、DMAT の訓練、ドク
ターカー・ヘリの効率的運用など、地域の実情に即
した実効性の高い危機管理体制の検討を行っている。

また、政策レベルでの連携として、県知事、学長、
病院長らによる定期的な意見交換会を定例化し、相
互の課題共有と政策提言を行っている。

さらに県と大学が密接に連携した包括的な協力体
制地域医療支援の実績として、県内 53 の医療機関
へ 577 名の常勤医師を派遣しており、地域の医師偏
在を是正し、全県的な医療提供体制の維持を可能に
している。

平時の地域医療から有事の対応まで、県と大学が
一体となった揺るぎない地域医療ネットワークの確
立が重要と考える。

救急医療・災害医療における体制拡充と滋賀県と
の協力・連携の強化

「高度救命救急センター」「滋賀県基幹災害拠点病
院」の 2026 年度指定に向けて

滋賀医科大学医学部附属病院

地域の救急医療の核となる病院機能強化棟 
（Ｅ棟）の新設

2026 年４月に稼働する「病院機能強化棟（Ｅ棟）」
は、本県における救急医療の逼迫という地域課題を
抜本的に解決する中核拠点である。

新たな救急外来と 20 床の救急病棟の新設により、
年々増加する地域からの救急車搬送を確実かつ迅速
に受け入れる物理的基盤が完成する。

特に、複数の重症患者が同時に発生した際にも、
地域内で完結して高度な医療を提供できる体制の強
化は、県民の生命を守る「最後の砦」として極めて
重要である。

また、遠隔地での重症例においてもヘリポートを
隣接しており、県内全域はもとより隣接地域からの
空路搬送にも対応可能である。

これにより、地理的条件に左右されない迅速な救
命活動を実現し、地域の救命率向上と医療安全に直
結する、より強固なインフラ基盤の構築を目指す。

令和８年度指定予定の高度救命救急センター・
滋賀県基幹災害拠点病院

滋賀県保健医療計画における「高度救命救急セン
ター」および「滋賀県基幹災害拠点病院」の令和８
年度（2026 年度）指定に向けた取り組みとして、
2024 年度から先行して多職種チームによる高度な
医療体制を構築し、複雑化する地域の救急・災害ニー
ズに即応できる体制を確立した。

〈病院機能強化棟（E 棟）イメージ図〉

（救急処置室に隣接した
部屋に設置している機器）
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地域医療

抑制傾向にある。（図１）。

２）攻めの予防医療の実践
大学病院が高度急性期機能を持続的に担うために

は、「発症後に治す」だけでなく、「発症・増悪を起
こさせない」攻めの予防医療を、県・地域と一体で
地域に展開することが不可欠である。これまでの循
環器・脳卒中、腎疾患、糖尿病対策で培った慢性疾
患管理のコア機能を統合的に強化し、一次予防（生
活習慣介入）から未病段階の早期介入、重症化予防、
再発予防までを一体として設計する。その具体策の
一環として、新たに「肥満症総合ケア・アウトリー
チセンター（図２）」を位置づけ、肥満症を起点と
する糖代謝異常、脂質異常、高血圧、脂肪肝等を含
む生活習慣病のリスク連鎖に対し、多職種チーム（医
師、看護師、管理栄養士、理学療法士、臨床心理士
等）による包括的介入を強化する。加えて、地域の
医療機関・保健部門・介護分野と連携したアウトリー
チを展開し、行動変容支援や継続フォローを通じて、
心血管イベントや腎機能悪化、糖尿病合併症等の発
症・増悪を抑制する。これにより、急性期医療の「入
口」を縮小しつつ、地域全体の慢性疾患管理水準を
底上げし、大学病院が担う高度急性期医療を持続可
能にする基盤を強化する。さらに、県との協働を前
提に、健診データや医療提供実態等の情報を活用し
て介入重点領域・重点集団を抽出し、施策の効果を
検証・改善する PDCA を回すことで、エビデンス
に基づく予防医療を実装する。

重症慢性疾患診療のコア機能の展開と地域連携の
強化
行政とともに進める『攻めの地域医療』

島根大学医学部附属病院

本院は、島根県唯一の特定機能病院として高度急
性期・救急医療を担うのみならず、重症慢性疾患の
診療・重症化予防においても県内医療の中核（コア）
としての役割を果たしてきた。具体的には、附属病
院に設置された「島根県 脳卒中・心臓病等総合支
援センター」を核に、循環器・脳血管疾患の予防か
ら急性期、回復期・維持期に至る切れ目ない支援体
制を推進するとともに、医学部に設置された「統合
腎疾患制御研究・開発センター」と連動し、CKD
対策の高度化と学術的基盤整備を進めてきた。

１）「糖尿病対策会議」の成果
島根県と綿密な連携のもと「糖尿病対策会議」を

開催し、県内の医療機関や関係職種と課題・データ・
施策を共有しながら、合併症制御を含む重症化予防
に組織的に取り組んでいる。

実際、エビデンスの顕著な応用拡大とともに慢性
維持透析療法を受ける症例数は 2019 年以降急激に

もっと詳しく▶　肥満症総合ケア・アウトリーチセンター　https://www.med.shimane-u.ac.jp/h_docs/2026013000040/
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国 際 化

外国人患者に対する医療サービスを充実・強化し、質の高い日本の医療を提供する提言１

国際化協議会は、ポストコロナの環境を踏まえ、インバウンドの
環境整備、アウトバウンドの推進、そして、エクスチェンジ（人材
交流）という３つの活動を通じて、医療の国際化に取り組んで参り
ます。

急増する在住外国人および訪日外国人患者の医療ニーズ変革に向けた体制強
化と認定医療通訳士、国際共同臨床研究者の人材育成

渡航受診者など皆保険制度の対象外である外国
人患者に対する適正な医療費の見直し
大阪大学医学部附属病院では、2024 年５月から、
当院での受診を希望する渡航受診者に対して、事前に、
診療情報提供書をはじめとした必要書類および判断料
77,000 円の提出を義務付ける「受診可否判断書制度」
を導入しているが、2025 年度も制度を継続し、徹底
を図った。
訪日外国人患者に対する医療費の見直しを行い、厚
労省のヒアリングも踏まえて、2025 年８月に、１点
30 円から 50 点に改訂した。加えて、高度な医療通訳
を継続的に提供できる体制づくりのために、医療通訳
料金の改定を要望しており、2026 年度には承認され
る見込みである。

認定医療通訳士および国際共同臨床研究者の人
材育成の促進
認定医療通訳士の人材育成については、阪大病院に
おいて大阪大学医療通訳養成コースの現場研修先とし
て 33 名（英語 18 名、中国語 15 名）の受講生を受け
入れた。また、病院における医療通訳士の専門職とし
ての位置づけを促すべく、経験豊富な医療通訳士の任
期を撤廃した。
国際臨床研修者認定制度は、e-learning コンテンツ
の提供を行い、引き続き実施している。

国際化担当校
北海道大学病院長　　南須原 康行

大阪大学医学部附属病院統合診療棟 医療通訳養成コース　現場研修での講義の様子
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医療技術トレーニングセンターの設立準備のマニュアル化と継続性について
の検討

【継続可能な技術移転】
マイクロサージャリートレーニングセンターの経験
を基に、日本が誇る他の医療技術を途上国に移転する
ため注意点をまとめ、マニュアル化することを目指し、
本年度は他大学のプロジェクトを検証しながら継続可
能性についてのポイントを検討した。
過去にアウトバウンドで医療技術支援や医療資材の
寄付等を行ったか、各国公立大学医学部にアンケート
を行ったところ 27 大学より返答があり、12 大学より
行ったとの回答を得た。支援国としてはアジア（モン
ゴル・ベトナム・カンボジア・ミャンマー・タイ・ブー
タン・中国）が多く他にロシア・インドであった。支
援科としては、脳神経外科・小児科・歯科口腔外科・
耳鼻科・消化器内科・呼吸器外科や病院運営、感染制
御等であった。これらに対して追加アンケートやイン
タビューを行い支援における成功のポイントや問題点
について抽出した。その結果①先方の大学や政府の強
い協力・支援体制②自力での治療技術の継続体制の構
築③技術や設備の集約化④先方医師と日本側医師との
強いつながりがポイントであった。
またリスクポイントとして
①相手国医師が技術支援を受けることへの不信感②
技術習得は医師自身の生活のためとの考え③補助金の
打ち切り④メンテナンス体制の不備⑤政治的不安定が
挙げられた。
これらのインタビューから、技術支援における必要
条件として、①相手大学・病院のニーズ把握と親密な
関係性　②強力で教育熱心なコラボレーターとなる相
手国医師　③社会的な協力者や行政との強いつながり
④安価で現地調達・メンテナンス可能な機器・物品へ
の代替　が大変ではあるが重要であることを再確認し
た。

国立大学病院の強みについては、①大学間協定を結
んでいる相手国大学と長年の強いつながりがある事で
ニーズをつかみやすい事②優秀な現地人材の日本留学
PhD 取得と高度医療技術習得を同時に可能な事③発
展途上国の協定大学より現地政府や関係省庁との強い
パイプがあることが多く協定大学からの働きかけが可
能であることがある。④の機器メンテナンスと物品の
現地調達についてはできれば日本製品を現地代理店を
通じてメンテナンスおよび製品供給したいが、これら
の現地代理店が非常に少ないため現地で購入可能な他
国の安価な製品等へ代替する必要性があると考えた。
この中でも特に②が重要な要素であると考える。日本
において十分な知識・医療技術と PhD取得した現地
医師は、現地の大学病院で医学部教員としての職を得
やすく、一般病院と違い教育を推進することが推奨さ
れる環境で働くことができる。このため現地にトレー
ニングが可能な施設を追加することで、自然に自立的
な医療技術の継承をすることが可能になるのではない
かと考える。今回のインタビューでも医療技術支援の
継続が困難になる例においてはこれらのキーパーソン
が不在であったり、一般病院診療に従事し教育する環
境が整わないことが散見された。現地医師だけでは医
療技術のさらなる進化が難しいため、資金があれば短
期の日本研修を含めたステップアップを図ることも重
要である。もう一つの問題として機材故障とメンテナ
ンス不備がある。医療機器は最新ではなくメンテナン
スが簡単な機材を準備することが重要である。将来的
には医療工学技師の方を育成する必要があるが、現時
点ではそのような技師を育成雇用する体制にない大学
病院が多いため将来の課題と考える。上記を踏まえマ
ニュアルを作成することが重要である。

日本の医療の人材・技術・システムを積極的に海外展開し、国際貢献に寄与する提言２

2025/7/2 － 4　ザンビアマイクロセンター技術講習会　左：マイクロ実習　中：実地手術研修　右：講習会参加者
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外国人医師研修受入に関する状況と今後の対応方針

外国人医師研修受け入れの現状把握
海外からの医師研修受入は、教育・診療・研究を通
じた国際貢献および医療水準の相互向上の観点から重
要な取り組みである。2025 年度は国立大学病院にお
ける外国人医師受入実態を把握することを目的として、
国立大学病院 42 校 44 病院を対象にアンケート調査を
実施した。42 病院から回答を得られ、有効回収率は
95.5％であった。
一年平均の外国人医師研修受入数は、全体の約
80％の病院において 10 名以下であり、前年度と同様
に、特定の病院が比較的多くの外国人医師を受け入れ
ている一方、多くの病院では限定的な受入にとどまっ
ている状況が明らかとなった。病院規模や国際医療部
門の有無、診療科の特性等により受入状況に差が生じ
ている可能性が考えられる。
一方、外国人医師研修受入数および研修に関する問
い合わせ数については、2024 年度と比較して「増加し
た」と回答した病院が一定数認められ、コロナ禍後の
渡航環境の改善等を背景に、外国人医師研修に対する
潜在的ニーズは今後増加していく可能性が示唆された。

受け入れ体制に関する課題
外国人医師研修受入を専門的に担う部門を設置して
いる病院は限定的であり、専任スタッフを配置してい
る病院はごく少数にとどまっている。多くの病院では、

国際業務を他業務と兼務する体制で対応しており、研
修手続き、診療科との調整、生活支援等に係る業務負
担が受入拡大の制約となっていると考えられる。この
ように、受入ニーズが一定程度存在する一方で、人的・
組織的基盤が十分に整備されていないことが、多くの
病院に共通する課題として浮き彫りとなった。

外国人医師研修のスムーズな受け入れを目指し
たシステム構築
今後は、マッチングサイトの新設といった新たな仕
組みの構築を進めるのではなく、既に外国人医師研修
を積極的に受け入れている病院の取組やノウハウを共
有することにより、各病院が自院の実情に応じた受入
体制を段階的に整備していくことが現実的かつ有効で
あると考える。

「国際化協議会 facebook」ページを利用した
外国人医師研修受け入れ活動の PR促進
具体的には、九州大学が運営する国際化協議会の
SNS（Facebook ページ）等を活用し、外国人医師研
修に関する情報公開や意見交換を促進することで、病
院間の連携強化を図る。また、外国人医師研修受入の
動向や課題については、引き続き定期的な調査を実施
し、将来的なニーズの変化や体制整備の進捗を踏まえ
た検討を継続する。

海外からの医療人受入を推進し、教育・診療・研究を通じて、相互の医療レベルの
向上を図る提言３

国際化協議会 facebook より
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国際的遠隔医療教育活動を継続的に推進し、プログラムの紹介を行う。各大
学で実施されているプログラムを調査する。

国際遠隔医療教育活動の推進
フィリピン、モンゴル、ラオス、ケニア、ブータン、
中央アジア８カ国、中南米における消化器疾患診療の
教育プロジェクトを実施・支援した。８月に香港、１
月にバングラデシュで実施されたアジア太平洋ネット
ワーク会議医療WGで、外科、歯科、眼科、病理な
ど36セッションを開催し17か国から計74演題の発表。

国内外の医療施設との遠隔医療活動の調査
国立大学における遠隔医療プログラム、設備、診療
科、接続先等に関する調査を実施。

国際化協議会 Facebook ページでの活動紹介
国際化協議会の Facebook ページにて、38 国立大
学による 189 件の国際関連活動を投稿・共有した。遠
隔教育 16 件、インバウンド 127 件、アウトバウンド
42 件、その他（シンポジウム開催など）49 件の投稿
があった（表１）。

情報通信技術の整備・活用により、海外拠点病院群との連携を強化し、世界をリー
ドする医療連携を構築する提言４

表1．国際化協議会 Facebook における投稿

フィリピンとの医療技術等国際展開推進事業

国際化協議会の Facebook における投稿・共有

カテゴリ 相手国（順不同） 診療科 国立大学病院（順不同）
遠隔教育
（16件）

中国、台湾、マレーシア、ベトナム、ミャン
マー、フィリピン、インドネシア、シンガポー
ル、インド、ケニア、イギリス、ロシア、アメ
リカ、メキシコ、コスタリカ、コロンビア、チ
リ、ブラジル、ペルー、ボリビア、アルゼンチ
ン

消化器内科、病理、救急、外科、感染症
内科

山形大、東京科学大、京都大、大阪大、香川
大、九州大、長崎大

インバウ
ンド
（127
件）

中国、台湾、韓国、タイ、ベトナム、インド、
ネパール、スリランカ、バングラデシュ、パキ
スタン、ラオス、ブルネイ、シンガポール、イ
ンドネシア、モンゴル、ウズベキスタン、イス
ラエル、フィリピン、イギリス、フランス、イ
タリア、ドイツ、ベルギー、デンマーク、ウク
ライナ、トルコ、ロシア、アメリカ、ブラジル、
モロッコ、マリ、ザンビア、オーストラリア

看護、消化器外科、歯科、医学教育、脳
神経外科、小児科、東洋医学、整形外科、
薬学、心療内科、精神科、耳鼻咽喉科、
腫瘍内科、国際診療、リハビリテーショ
ン、総合診療科、内分泌科、医工学、形
成外科、循環器・呼吸器・腎臓内科学、
感染症内科、テクノロジー、胸部外科、
産婦人科、消化器内科、心臓外科、病理、
放射線科、腎泌尿器外科、救急

北海道大、旭川医大、弘前大、東北大、山形
大、新潟大、群馬大、筑波大、千葉大、東京
大、東京科学大、山梨大、信州大、富山大、
金沢大、福井大、滋賀医大、岐阜大、浜松医
大、三重大、京都大、大阪大、神戸大、鳥取
大、島根大、広島大、山口大、香川大、徳島
大、九州大、佐賀大、長崎大、宮崎大

アウトバ
ウンド
(42件)

中国、台湾、韓国、タイ、フィリピン、マレー
シア、インドネシア、モンゴル、ミャンマー、
インド、ネパール、スリランカ、フランス、イ
タリア、ドイツ、アメリカ、カナダ、パナマ、
ケニア、オーストラリア

感染症内科、消化器外科、消化器内科、
歯科、看護、ロボット、地域医療、周産
期、救急、産婦人科、整形外科、腎泌尿
器外科、麻酔科

北海道大、弘前大、東北大、新潟大、群馬大、
筑波大、東京科学大、信州大、浜松医大、滋
賀医大、三重大、名古屋大、大阪大、神戸大、
鳥取大、島根大、岡山大、山口大、徳島大、
高知大、九州大、長崎大

その他
（シンポ
ジウム開
催など）
（49件）

中国、台湾、韓国、タイ、マレーシア、シンガ
ポール、インド、カンボジア、ミャンマー、
スーダン共和国、ドイツ、イギリス、アメリカ、
カナダ

医学教育、国際診療、薬学、歯科、栄養、
消化器内科、感染症内科、救急、地域医
療、産婦人科、遠隔診療、医工学、整形
外科、膠原病内科、東洋医学、救急、看
護

北海道大、弘前大、秋田大、東北大、新潟大、
千葉大、東京大、東京科学大、富山大、福井
大、浜松医大、三重大、名古屋大、大阪大、
鳥取大、島根大、岡山大、広島大、徳島大、
九州大、大分大、長崎大

国
際
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国際医療を担う専門部門の機能強化と大学病院間の連携促進

国際医療を取り巻く現状
国立大学病院における国際医療の取組状況および課
題を把握するため、2025 年度にアンケート調査を実
施した。本調査は国立大学病院 42 校 44 病院を対象に
行い、42 病院から回答を得た（有効回収率 95.5％）。
国際医療を取り巻く環境は、ウィズコロナの状況下
において大きく変化しており、外国人患者対応、医療
人材の国際交流、インバウンド医療への対応など、各
大学病院に求められる役割は多様化している。

国際医療部の設置状況
国際医療を専門的に担う部門（国際医療部）の設置
状況について、2025 年度アンケート調査の結果、国
際医療部を設置している病院は 20 病院であり、前年
度調査と比較して２病院の増加が認められた。国際医
療部の設置は緩やかに進んでいるものの、全 42 病院
中の約半数にとどまっており、未設置の病院も依然と
して多い状況である。
また、国際医療を専門的に担う部門については設置
病院数は増加傾向にあるものの、国際医療部の業務に
対して専任体制が十分に確立されているとは言い難く、
多くの病院では国際医療に関する業務を既存部署が兼
務しており、果たすべき役割や機能には病院間の差が
認められた。

多言語対応および外国人患者対応の現状患者対
応の現状
多言語対応については、院内通訳者を配置している
病院は全体の約４分の１にとどまり、外部通訳者の活
用を含めても半数未満であった。一方で、ポケトーク

等の機械翻訳機器やスマートフォンアプリの利用は高
い割合で普及しており、人的リソースを補完する手段
として一定の役割を果たしている。
外国人患者数については、集計を行っていない病院
が多数を占めるものの、集計を行っている病院では前
年と比較して患者数が増加しており、特定の病院に患
者が集中する傾向も認められた。これらの結果から、
外国人患者対応の必要性は一部の病院に限らず、今後
さらに広がる可能性が示唆された。

インバウンド医療および体制整備の課題の課題
インバウンド医療への取組については、多くの病院
が現時点では積極的な取組を予定しておらず、診療体
制、人的配置、費用負担等の課題が背景にあると考え
られる。一方で、診療報酬の設定については、外国人
患者対応に係るコストを反映させる動きが一部の病院
で進んでおり、今後の体制整備を検討する上で重要な
要素である。

今後の方向性と提言
今後は、国際医療を担う専門部門の設置や機能強化
を一律に求めるのではなく、既に国際医療部門を有す
る病院の取組や運用事例を共有し、各病院が自院の状
況に応じた体制整備を進めていくことが重要である。
具体的には、国立大学病院間における情報共有の場を
活用し、多言語対応、外国人患者対応、診療報酬設定、
部門運営等に関する実践的な情報交換を促進する。
これらの取組を通じて、国際医療を担う専門部門間
の連携を強化し、各大学病院が地域特性や機能に応じ
た国際医療を持続的に展開できる体制の構築を目指す。

国際医療を担う専門部門を国立大学病院に設置し、専門部門間の連携を強化するこ
とにより、上記提言を実現する提言５
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国際化

ウズベキスタンの医療交流推進
筑波大学附属病院では、新たにウズベキスタンと
の医療交流を推進するため、2024 年 11 月に平松附
属病院長が公益財団法人日本医学医療国際交流財団
常任理事・本学人文社会系教員と共にウズベキスタ
ンのタシケント・サマルカンドを訪問した。現地で
は、タシケント国立東洋学大学・サマルカンド国立
医科大学・ウズベキスタン国立がんセンター・タシ
ケント医学アカデミー（現タシケント国立医科大
学）・ウズベキスタン国立循環器病センター等を次々
に訪問し、筑波会議セッション共同開催の合意や新
規協定締結に向けた話し合いを進めた。この訪問を
契機に、本院と財団からの資金援助を得て、国立循
環器病センターから長期研修の若手医師が来日。来
年度も同様に本院に若手医師が派遣される予定であ
り、実りある研修が今後も予定されている。また、
今年度開催された筑波会議 2025 では「先進的がん
治療の展望」と題したセッションを開催。ウズベキ
スタン国立がんセンター・サマルカンド国立医科大
学・タシケント国立医科大学からの参加があり、サ
マルカンド国立医科大学・国際教育学部長の登壇発
表や、国内からは東京科学大学教授、富山大学教授、
佐々木研究所教授等からも登壇発表があり、さまざ
まな視点から最新のがん治療に関する発表が行われ
た。それぞれの専門領域から活発な議論が交わされ、
会場は大いに盛り上がり、非常に有意義なセッショ
ンとなった。さらに、セッション開始前には、ウズ
ベキスタン国立がんセンターとの協定調印式も開催
され、今後の交流の基盤が整えられ、次年度からの
交流継続が期待される。

ベトナムとの医療交流推進
本院では、これまでに、複数の診療科がベトナム
との医療交流を長期間に亘り実施し、多くの医療者
が相互交流を図り、国際医療に貢献してきた経緯を
持つ。この経緯を踏まえ、2024 年度に「小林がん
学術振興会」の国際連携助成事業に申請・採択され、

筑波大学附属病院

グローバル医療連携による医療の質向上
国際医療協力のネットワークを構築し、若手医療
者の育成を図り、医療の質の底上げに寄与する

がん治療を専門とする海外医師等研修事業を開始し
た。事業のカウンターパートはベトナム・ハノイの
108 軍病院呼吸器外科である。始めに、2025 年３月
末～４月初旬に、108 軍病院呼吸器外科部長を 10
日間招聘し、本院呼吸器外科の視察や日越呼吸器外
科セミナーの開催、今後の連携についての話し合い
が行われた。この話し合いを基に、108 軍病院若手
呼吸器外科医師２名を招聘し、４月・５月にそれぞ
れ１か月間の本院研修を実施した。研修期間中も日
本呼吸器外科学会参加や文化活動を通した日本文化
理解なども体験し、充実した研修であった。
また、本院からも呼吸器外科医師や職員をベトナ
ムに派遣し、ハノイ・ホーチミン２都市において、
日本の肺がん診療を紹介するセミナーを開催し、多
くの医療者の参加があった。併せて、108 軍病院長
への表敬訪問も実施し、更なる連携を構築するため
に協定締結も視野に入れた話し合いを実施した。今
後も、アジアのがん治療成績向上を目指すための若
手医師の育成や関係機関との連携を図り、グローバ
ルながん治療成績の底上げに寄与することを目的に
国際医療交流を実施する予定である。

海外派遣・受け入れの状況
本院では、国際化の取り組みとして、医療従事者、
医学類生、その他職員等に対して、国際的な環境の
中で研鑽を積む事を支援している。2025 年度行っ
た４事業とその実績を紹介する。
①�本院勤務の若手医師／歯科医師を対象に海外派遣
し、医療の高度化と国際化を進める「若手医師・歯
科医師 海外派遣事業」（１名支援、オーストラリア）
②�本院勤務の職員（医師を除く）対象に国際感覚・
高度な技術等を修得した優秀な人材を育成する
「赤岡茂子氏記念基金」（２名採択、シンガポール）
③�本学医学類学生対象の「医学類生海外派遣支援事
業」（10 名採択、アメリカ・カナダ他）
④�国際感覚と高度な技術を習得した優秀な人材育成
を目的とした「茨城県グローバル人材育成プログ
ラム」（３名採択、アメリカ・フィンランド・台湾。
本院が事務局を務める。）
また、見学型研修生（12 名、ベトナム・韓国他）
や視察・見学（198 名、インド・ウズベキスタン他）
を受け入れた。これらにより、最新の医療技術や知
識の共有が進み、医療の質向上のみならず、国際的
な医療協力の基盤が築かれている。今後も、グロー
バルな医療の発展に貢献していくことを目指す。

筑波会議 2025にて共同セッションを実施

もっと詳しく▶　筑波大学附属病院　国際部　https://www.hosp.tsukuba.ac.jp/imc/
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国際化

中国非公立医療機構協会やロシアなどからの医
療機関より視察団が来訪
2025 年には、韓国、中国、ロシア、タタールス
タンなど多様な国・地域の医療機関から視察団が来
訪し、視察対応および医療者間交流を実施した。
2025 年８月 27 日、中国非公立医療機構協会（中
国国内の民間医療機関約 22 万施設で構成）から、
30 施設の病院長らが来訪した。大鳥精司病院長、
菱木知郎副病院長（国際医療センター）らとの懇談
を行うとともに、院内施設の見学を実施した。当院
整形外科で行っている自家培養軟骨移植術を紹介し
たところ、多くの質問が寄せられ、活発な意見交換
が行われた。視察後もオンライン会議を継続し、意
見交換を実施しているところである。

千葉大学医学部附属病院

国際化に向けた取り組み
外国人患者受入れ体制の整備強化および医療者間
の国際交流等の推進

国内外の外国人患者受入れ体制整備強化
国内在住の外国人患者および国外からの渡航受診
者を受け入れるための体制整備を強化している。外
国人患者からの受診問い合わせ時の対応フローや、
救急外来を受診した訪日外国人患者向けのヒアリン
グシートなど、各場面に応じた手順書を作成した。
また、渡航受診者の受入れ拡大を図るため、渡航支
援企業との連携を強化し、2024 年以前は１社のみ
であった提携を新たに５社へ拡大した。これにより、
患者受入れ促進に向けた体制整備を進めている。

インバウンド患者受入れの広報活動
国際医療センターで制作している病院パンフレッ
ト英語版の内容を一新し、インバウンド患者向け情
報の拡充を図った。積極的に海外から患者を受け入
れている特色ある４つの診療科を選定し、その治療
内容を分かりやすく掲載したものである。

（前列右から）大鳥精司病院長、菱木知郎副病院長、後列は
中国非公立医療機構協会会員の病院長方

（写真中央）タタールスタン、ロシアの医療者へMRリニアッ
クで治療した患者の画像を見せて説明する宇野隆教授 病院パンフレット英語版 P5-P6

もっと詳しく▶　千葉大学医学部附属病院　https://www.ho.chiba-u.ac.jp/

（左図）外国人患者さん初診
問合せ時フローチャート

（右図）提携渡航支援企業の
紹介
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国際化

背景
ケニア共和国の最大拠点病院であるケニヤッタ国
立病院（KNH）と長崎大学（病院・熱帯医学研究所）
の連携により、同国における肺がん診断体制の強化
を目指す。

本事業の概要
2025 年、長崎大学病院および協力機関（亀田総
合 病 院、 オ リ ン パ ス 株 式 会 社、AA Health 
Dynamics）の支援のもと、超音波気管支鏡（EBUS-
TBNA/GS）の導入と専門人材の育成を実施した。
本プロジェクトは、単なる技術移転にとどまらず、
KNHが自立して研修を運営する「自走型研修」の
確立を最終目標としている。

１：日本での研修 －基礎知識・技術の提供－
◆�コア人材の育成：KNH医師・看護師・臨床工学
技士５名を長崎大学病院等へ招聘し、最新の超音
波気管支鏡（EBUS）手技とチーム医療を習得した。
◆�現地化への工夫：研修にとどまらず、帰国後の教
育を見据え、現地の医療事情に即した「独自マニュ
アル・動画教材」を共同制作した。

長崎大学病院

日本×ケニア：肺がん診断技術向上を目指した気
管支鏡プロジェクト
ケニヤッタ国立病院（KNH）を通し、長崎大学病院の気管支鏡技術を
提供し、ケニアを含めた東アフリカの肺癌診療向上を目指す取り組み

２：�ケニアでの臨床実習 －臨床実践と教材の共
同構築－

◆�現場での実践：日本チーム（８名）が渡航し、実
際の患者を用いた臨床指導を実施。安全かつ確実
な導入に成功した。
◆�国レベルの注目：ケニアの国家優先課題として位
置づけられ、診断体制強化への第一歩を踏み出し
た。

３：�ケニア他施設へ技術提供 －自走型研修の確
立に向けたケニアの周辺施設への技術提供－

◆�教わる側から、教える側へ：KNH主導のトレー
ナー養成コースを実施。日本支援終了後も続く教
育システムが始動した。
◆�アフリカの拠点へ：KNHをハブとして、ケニア
全土および周辺国へ「日本の技術」と「診断の希
望」を広げるモデルを目指す。長崎大学病院での模型を用いた気管支鏡指導

ケニアッタ国立病院でのセレモニー

ケニアにおける臨床における気管支鏡指導

気管支鏡洗浄・管理指導 気管支鏡マニュアル ケニアにおける周辺病院への指導

もっと詳しく▶　長崎大学病院　https://www.mh.nagasaki-u.ac.jp/kouhou/topics/2025/12/2/index.html

国
際
化
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国際化

（米）海軍病院・琉球大学病院による災害訓練の
相互受け入れと連携強化（図１）
2025 年９月に、海軍病院が主催した災害訓練へ
オブザーバーとして参加した。訓練には自衛隊も加
わり、海軍病院スタッフと連携した患者搬送シミュ
レーション等を実施した。
また、同年 12 月には、当院において移転後初と
なる院内災害訓練を実施した。この際は、海軍病院
スタッフをオブザーバーとして招き、ネットワーク
通信の動作確認を目的としたテストを行った。
今後は、両院が隣接しているという特性を最大限
に活用し、より実践的な患者搬送等を含む合同訓練
を計画していく予定である。

海軍病院医師によるレクチャーおよび交流会実
施（図２）
2025 年度は、当院において海軍病院医師による
レクチャーおよび交流会を計４回実施した。
レクチャーでは、集中治療（ICU）、神経内科、
救急医療をテーマとして設定し、当院の医師、研修
医および学生が参加してディスカッションを行った。
集中治療をテーマとした回では、学生から積極的
な発言が多く見られ、担当医が通訳を介して内容を

琉球大学病院

在沖米国関連機関との災害対応および医療協力の
強化に向けた連携
災害時および平時における外国人患者対応力の強
化と日米医療制度・文化差異の橋渡し

丁寧に解説した。2026 年度以降も、これらのレク
チャーを継続して開催する予定である。

在日米国大使館および在沖縄米国総領事館との
医療連携協議
2026 年１月、在日米国大使館および在沖縄米国
総領事館の関係者が当院を訪問し、医療における連
携について協議を行った。総領事館の総務部長や大
使館所属の医師、看護師および当院の救急担当医が
参加し、当院の救急医療体制や外国人患者への支援
体制について意見交換を行った。
当院からは、地域医療への貢献状況や国際的な医
療機関としての役割を説明し、現状の認識を共有し
た。特に米国市民が受診する際の言語支援や救急搬
送時の対応については、当院救急担当医が具体的な
症例を提示し、課題や改善点を含めた活発な議論が
交わされた。
また、夜間・休日における緊急受診時の連絡体制
や、通訳確保のための連携の在り方についても協議
を深めた。これらの一連の対話を通じて、今後も継
続的な情報共有と連携を図る方針を確認し、米国市
民を含むすべての患者に対し、より安全で質の高い
医療を提供する体制を強化していくことで一致した。

図１　海軍病院との災害訓練

図２　海軍病院医師によるレクチャー

もっと詳しく▶　琉球大学病院　地域・国際医療部　国際医療支援室　https://communit.skr.u-ryukyu.ac.jp/about/
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運 営

病院長就任前に必要な財務・経営的な知識を得ることを目的とした「新任病院
長懇談会」を開催する

新任病院長懇談会の開催について
新たに病院長に就任する予定の者を対象に、経験豊

富な現病院長との経験談を踏まえた懇談・質疑応答や、
国立大学病院経営に深く関わりのある関係機関による
講演等を通じて、病院長就任前に必要な財務・経営的
な知識を得ることを目的とした「第３回新任病院長懇
談会」を開催した。

当日は、島根大学医学部附属病院 椎名浩明病院長
のこれまでの取り組みや経験談を踏まえた講演や、文
部科学省高等教育局医学教育課 日比謙一郎課長、厚
生労働省医政局地域医療計画課医師確保等地域医療対
策室 加藤拓馬室長、大学改革支援・学位授与機構 八
田弘審議役より、それぞれ大学病院に求められる役割
や課題、その他支援事業等に関して講演が行われた。

それぞれの講演の後には、昨今の国立大学病院の厳
しい経営状況を踏まえ、経営改善に向けた活発な意見
交換と質疑応答が行われた。

病院長の権限を明確化するとともに、病院のカバナンスの強化を図り、国立大学病
院のマネジメント力を高める提言１

近年、わが国における医学・医療を取り巻く環境は大きく変化し、
国立大学病院は、地域における中核的医療機関として、様々な重要
課題に向き合っています。企画・運営担当では、病院のマネジメン
ト強化、経営の安定化、職員の職場環境の整備、及び運営基盤の強
化を図っております。

企画・運営担当校
千葉大学医学部附属病院長　　大鳥 精司

新任病院長懇談会（講演）

新任病院長懇談会

プログラム
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病院経営の安定化に向けた取組を推進・支援する

記者会見による世論の後押し
～ 2026 年度 診療報酬改定 3.09％～

定例記者会見を５回開催し、国立大学病院の経営が
危機的な状況であることを繰り返し訴えかけた。2025
年８月にメディアとの懇談会を実施し活発な意見交換
を行うことにより、国立大学病院への理解を深めてい
ただいた。2025 年 10 月に日本で唯一のナショナル・
プレスクラブである日本記者クラブにて大学病院の概
要、高度医療、地域医療、経営状況についての説明を
行った。

多くのテレビ、新聞に取り上げていただき世論の理
解を得た結果、2026 年度診療報酬改定は予想を上回
る 3.09％となり、その中でも物価上昇への対応 0.62％
のうち 0.49％が病院に配分されるとともに、別途、高
度機能医療を担う病院に対して 0.14％の配分となり、
大学病院にとって非常に大きな傾斜配分となった。

共同調達の推進（医療機器）
2025 年度は推奨機器 16 品目、情報提供として 11

品目を通知し、大学病院のコスト削減の一助を担った。
また、2025 年６月には実務担当者会議を対面で現地
開催することにより、今後の共同調達事業の交渉に向
けてより活発な意見・情報交換を図ることができた。

検査部門における共同交渉の開始
2024 年度から開始した、検査部門における共同交

渉を引き続き実施した。

栄養部門における共同調達の検討
患者食は高騰する食材費、光熱水費等により、診療

報酬（入院時食事療養費）では不足しており、病院経
営を圧迫する要因の一つとなっている。2025 年 11 月
に栄養部門における共同調達 WG を開催し、2026 年
度中に共同調達を開始できるように検討を進めていく。

HOMAS2 の次期基盤整備と運用強化
国立大学病院の管理会計システムである HOMAS2

の高度化と利用促進に向けて、３つの PT（プロジェ
クトチーム）にて取組を進めている。

運用 PT では経営管理の基盤となる原価計算の精度
向上を目的にデータインフラの整備を実施し、機能強
化 PT では次期サーバ更新を見据えたシステム基盤の
方向性の検討と診療部門の収益分析に資する「限界利
益ツール」の機能追加を行った。

さらに勉強会 PT では、宮崎大学にて全国ユーザー
勉強会を開催し、利用者間の情報共有と操作スキル向
上を図った。これらにより HOMAS2 の機能強化を総
合的に推進した。
・経営改善効果額：  7.2 億円（2024 年度）
　　　　　　　　：54.3 億円（累計額）

新しい病院 BS における説明会の開催
新しい病院 BS について複数の大学病院関係者に協

力いただき、これまでの差し引き方式による病院の現
金及び預金を算出する方法よりも、実態に近い積み上
げ方式にて算出した病院 BS 試作版を更新した。

2025 年 10 月に説明会を開催し、持続可能な病院経
営のためには貸借対照表が重要であることや、新しい
算出方法等についての説明を行った。

国立大学病院の中長期的な財政計画の立案・実行を可能とする制度を確立し、病院
経営の安定化を図る提言２

2025年10月3日 定例記者会見

HOMAS2活用による経営改善の成果

国立大学病院の経営サイクル

運 

営
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事務職員の知識・能力の向上を図るとともに、国立大学病院を担う人材を育
成する

大学病院マネジメントセミナー
大学病院マネジメントに関する各分野の優れた取組

事例又は今後の取組構想を発表することにより、特に
次世代の病院経営を担う医師等の資質向上及び経営改
善・業務改善に向けた意識の醸成を図るとともに、課
題・情報の共有を目的として、2025 年 10 月 14 日に「大
学病院マネジメントセミナー」を開催した。全国の国
立大学病院等から、会場参加 100 名、Web 参加 30 機
関の出席があった。2025 年度から、対象を医師，歯
科医師，メディカルスタッフを含めた病院職員とし、
ポスターセッション（計 52 件）を実施したうえで、
その中から優れた取組事例６件（経営改善及び業務改
善から各３件）については、登壇発表及びパネルディ
スカッションを行った。

また、開催後に国立大学病院長会議ホームページに
ポスターを掲載することにより、広く好事例が共有さ
れた。

事務職員の階層別研修及び業務分野別研修の実
施

2025 年度は、部課長級、課長補佐級、係長級といっ
た職階別研修、契約、医療訴訟、患者相談、医事、経
営分析といった専門性を高めるための業務分野別研修、
合計 11 の研修が開催された。

それぞれオンデマンドや e-learning を活用し、高い
研修効果を得るための工夫が行われ、事後アンケート
では、修得した知識等を基に対応を行った、業務マニュ
アルや運用の見直しを行った等、研修成果を実践的に
活用していることが伺える声が聞かれた。

主として対面形式で開催されたが、事後アンケート
では、理解や交流が深まる、他大学とのネットワーク
構築を図れる等の理由から、総じて対面形式を希望す
る意見が非常に多かった一方で、費用や時間等の面か
ら、ハイブリッドまたはオンライン形式での開催を希
望する意見も一部見受けられた。研修の目的、テーマ、
内容（講義、討論、グループワーク等）に応じて、最
も研修効果が高い形式を選択するとともに、遠方から
の参加や通常業務との調整のため、今後も多様な選択
肢を用意することが求められている。

事後アンケート結果や各研修における課題等を事務
部長会議総務委員会で共有し、次年度の改善に繋げる
こととしている。

国立大学病院で勤務する職員の標準的な人事労務モデルを確立し、当該職員がより
活躍できる職場環境を整備する提言３

プログラム

パネルディスカッション
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国立大学病院に有益な調査・分析を充実させるとともに、分析システムやデー
タを用いた勉強会の開催、及び事務局ホームページを活用し、さらなる情報
発信に取り組む

医療安全および臨床研究活動・体制に関する
データの可視化と共有の充実

医療安全管理協議会との協同事業として進めている
医療安全指標の計測は、引き続き 86 項目について実
施した。一部項目については、病院資料調査からの引
用とするなどの改善を行った。また、医療安全管理協
議会と連携して指標の拡充を図り、新規７指標、継続
60 指標を、年次及び新たに四半期毎に計測し、各大
学病院に提供した。指標は Qid（Quality indicator 
dashboard）システムにも公開した。

病院機能指標調査の論文調査において、各大学病院
の負担軽減を図るため、DBC で対象論文を収集する
自動化ツールの運用を開始し、調査手順を改善するこ
とで調査の精度を高めた。

A ＃システムのメニュー項目の変更等を行い利便
性を高めるとともに、一部の指標を刷新し新たな図表
を公開するなどの改善を図った。

病院資料調査（診療・組織、財務）については、臨
床研究に関する臨時調査を実施し、調査項目の拡充を
図った。臨時調査項目については、2026 年度から調
査項目に追加して調査を行うこととした。

2025 年度より、新たに「全国国立大学附属病院臨
床検査実態調査」についてデータベースセンターで実
施することとし、体制整備等を行った。

その他、DPC データ収集など継続する業務につい
ても計画的に進め、各国立大学病院へ報告書を配信し
た。

こうした取組みを通じて、各国立大学病院の自己点
検が活性化することが期待される。

共同調達事業の発展により法人設立 
～ 110 病院の任意団体から一般社団法人設立～

110 病院で運営してきた共同調達事業は、2025 年
12 月 15 日付で、「一般社団法人 公共的医療機関経営
力強化研究機構」として法人設立となった。非営利の
一般社団法人とすることにより、契約行為の責任を明
確化し、組織文化の違いを乗り越えて共通目的に向
かった活動の加速化を図る。連携する枠組みとしては、
事務部門の人材育成を重要な基盤と位置づけ、専門性
と実行力を備えた人材を育成し、病院経営の持続的な
発展に貢献していく。

医薬品パフォーマンス分析ソリューション
長期収載医薬品情報、バイオ医薬品情報の活用が広

がっており、特にバイオ後続品使用体制加算の取得に
向けた分析に役立っている。またアンケート調査の結
果、2024 年度は回答のあった７大学合計、約 1.4 億円
の費用削減効果が見られた。今後は後発薬置換え時の
適応不一致等条件に対し AI の適応検討や、BI リテラ
シー向上に向けた活動を予定している。

データベースセンター及び病院長会議事務局の機能を充実し、国立大学病院の運営
基盤の一層の強化を図る提言４

本法人への参加7団体

運 

営
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医師の特性を踏まえた働き方改革を推進する

記者会見及びメディア懇談会の開催
2025 年 10 月、国立大学病院長会議は、日本記者ク

ラブからの要請により会見を行い、国立大学病院が厳
しい財政状況の中で、医師の働き方改革を推進しつつ、
高度先端医療や地域への医師派遣等により医療体制を
維持していること等、国立大学病院の役割、経営状態
を説明した。

また、定例記者会見（計５回）やメディア懇談会を
開催し、多数のメディア関係者と活発な意見交換・質
疑応答を行い、国立大学病院における医療従事者の疲
弊が増加し、長期休業者が増加していること、処遇改
善等による医師の確保が必要であること等について説
明した。

働き方改革実施に対する要望活動と骨太の方針
国立大学病院長会議は、国会議員や関係省庁等に対

し、高度な医療の提供と地域医療への貢献を実践しつ
つ、医師の健康を確保すること、それと同時に教育と
研究を通じ世界の医学をけん引するためには、医師を
はじめとする医療従事者の拡充とそれに伴う人件費の
支出増、更なるＤＸ化への投資が必要となること、労
働法制を遵守しつつ、地域の基幹病院として医療提供
体制を維持するため、診療報酬を含む財政支援と適切
な評価を求めること等、大学病院を取り巻く課題につ
いて説明の上、支援を要請した。

その結果、「経済財政運営と改革の基本方針 2025 ～
『今日より明日はよくなる』と実感できる社会へ～」（い
わゆる「骨太方針」）に、「2040 年頃を見据え、医療・
介護の複合ニーズを抱える 85 歳以上人口の増大や現
役世代の減少に対応できるよう、コロナ後の受診行動
の変化も踏まえ、質が高く効率的な医療提供体制を全
国で確保する。このため、医療需要の変化を踏まえた
病床数の適正化を進めつつ、… 救急医療体制の確保、
必要な資機材の更新を含むドクターヘリの安全かつ持
続可能な運航体制の確保、大学病院・中核病院に対す
る支援を通じた医師派遣の充実、臨床実習に専念でき
る環境の整備、適切なオンライン診療の推進、減少傾
向にある外科医師の支援、… 等を進める。」「大学病
院における教育・研究・診療機能の質の担保に向けた
医師の働き方改革の推進などによる研究環境の確保に
より、我が国の研究力を維持・強化する。」と、昨年
度に引き続き大学病院の支援に係る文言が明記された。

大学病院で働く医師の特性を踏まえた働き方改革を推進する提言５

日本記者クラブにおける会見

メディア懇談会

長期休業者数割合の推移
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【稼働状況のポップアップ表示】
・�電子カルテ上にリアルタイムで稼働状況が分かる

ポップアップを表示

〇 成果
【病床稼働率アップにつながる】
年末年始：2024 年度は、前年度より稼働率アップ
ＧＷ：2025 年度は、前年度より稼働率アップ

年度稼働率：
・2025 年度の平均稼働率 91％を目指す
・土日祝日の稼働率 80％を維持

運営

病床管理効率化に向けた取組
マネジメントセンターの取組

鳥取大学医学部附属病院

もっと詳しく▶　鳥取大学医学部附属病院　https://www2.hosp.med.tottori-u.ac.jp/

〇 取組概要
・�入院患者さんの情報をリアルタイムで収集・解析

するシステムを利用し、病院全体の病床状況を統
合的に管理するため、2024 年度にマネジメント
センターの運用を開始した。

・�これにより、医療資源の最適投入、患者リスク管
理、稼働状況管理が可能となり、地域拠点病院と
しての役割を維持することができる。

・�併せて、組織全体のコミュニケーションの活性化
を図り、患者中心の医療体制を維持しながら、病
床稼働率の向上に向け取り組んでいる。

〇 取組内容
　 独自のタイル開発による「見える化」

【DPC 期間】
・�病棟医長と看護師長は、DPC Ⅱの期間を意識し

た病床運用を実施
・退院支援のタイミングを把握

【WEB チャートにおける有効空床病床数の把握】
・�各診療科との病床運用ミーティング
・�長期休暇等の病床運用の依頼
・�Web チャートの研修会開催

運 
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【2025 年度】データに基づく「選択と集中」
2024 年度の検証結果に基づき、2025 年度の休日

診療は、５日間を計画し、限られた医療資源を最大
限に活かす「選択と集中」を行った。「入院診療（手
術・リハビリ・検査等）」にリソースを集中させ、
効率的な稼働を実現した。

その結果、当日の病床稼働確保はもちろんのこと、
連休前後の稼働率低下の抑制や、連休明けの早期立
ち上げ（波及効果）において成果が確認された。手
術については、
平日の８割程
度の枠を設定
し、概ね使用
した。リハビ
リテーション
については、
対 平 日 ９ ～ 
10 割 の 稼 働
があった。

【展望】計画的実施による持続可能な体制構築
（2026 年度～）

これまでの実績を踏まえ、2026 年度は祝日が連
続する日程や 2025 年度実績から効果が高いことが
わかった飛び石連休の火曜日を中心に実施候補日を
設定し、計画的な患者受入と病床管理を行う。

実施にあたっては、職員の過重労働を防止するた
め、振替休日の計画的取得を徹底する。

上記の取り組みを通じて、大学病院の使命である
診療・教育・研究を達成するため、「一人ひとりの
健康と安心の探求と実現」という理念のもと、患者
さんに寄り添う安全で良質な医療の提供と、職員が
安心して能力を発揮できる職場環境の創出、そして
持続可能な地域医療の実現に貢献できる病院運営を
目指す。

運営

休日診療の取り組みと検証
地域医療を守り、経営を支える新たな挑戦 
休日診療の戦略的導入とデータ分析に基づく最適化

山口大学医学部附属病院

【背景と目的】地域の医療ニーズと経営安定化の
両立

物価高騰や老朽化する建物改修、医療機器購入に
かかる借入金返済、医療の高度化と労働人口減少に
伴う人材育成・確保など病院経営を取り巻く環境が
厳しさを増す中、当院では 2024 年度より、診療機
会の確保と地域医療への貢献を目指し、休日診療の
導入に着手した。

大型連休（GW、シルバーウィーク、年末年始）
における診療機能の停止は、地域医療への負荷集中
や、当院の収益構造の不安定化を招く要因となって
いた。当院では、地域医療の「最後の砦」としての
責務を果たすこと（公益性）と、安定した経営基盤
の確立（経済性）を両立させるため、休日における
診療体制の抜本的な見直しを行った。

本取り組みは、2024 年末のトライアルから 2025
年度の本格運用・改善を経て、データ分析に基づき
持続可能な病院運営モデルを構築する試みである。

【2024 年度】初の年末通常診療によるトライア
ルと課題の抽出

2024 年末、初の試みとして 12 月 30 日を「通常
診療日」と位置づけ、外来・入院ともに平時に準じ
た診療体制を稼働させた。

その結果、外来予約件数は約 900 件、手術室での
手術件数は 30 件を超え、平日と変わらない高水準
の診療稼働を実現し、地域の高い医療ニーズを確認
した。実施結果の詳細な分析により、多数の患者を
受け入れた社会的意義の大きさが見て取れた。

その一方で、外来診療
における多職種の人員配
置や委託費等のコスト増
に加え、スタッフの負担
軽減も喫緊の課題であり、
今後の実施継続性につい
ては再考の余地があるこ
とが浮き彫りになった。
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消化器・腫瘍・総合外科では、膵がん治療の高度
化を目指した臨床研究の推進と、若手外科医の体系
的育成に取り組んでいるが、これらを持続的に発展
させるためには、研究基盤整備および教育体制強化
のための財源確保が必要である。膵がん治療の進化
と次世代外科医の育成を両立させるため、本プロ
ジェクトを発足した。

本取組みの社会的意義
本取組みは、資金調達のみではなく、急速に進行

する外科医減少の現状と、それが地域医療に及ぼす
深刻な影響を社会に広く伝えることに大きな意義が
ある。一般消化器外科医は、手術のみならず、化学
療法、内視鏡、集中治療、感染・栄養管理、病院運
営など多岐にわたる役割を担っているが、将来的に
10 年後には約４分の３、20 年後には約半数へと減
少することが予測されており、この危機的状況は十
分に認知されていない。本取組を契機として情報発
信を強化し、社会の理解と関心を高めていくことが
重要であると考えている。

運営

消化器・腫瘍・総合外科／膵臓・胆道センターの
クラウドファンディングを実施
医療の未来を守り、育てる。膵がん治療の開発・
力ある若手外科医の育成

富山大学附属病院

もっと詳しく▶　富山大学附属病院　https://www.hosp.u-toyama.ac.jp/

クラウドファンディングの実施結果
本院では、「医療の未来を守り、育てる。膵がん

治療の開発・力ある若手外科医の育成」を目標に、
消化器・腫瘍・総合外科／膵臓・胆道センターがク
ラウドファンディングに挑戦した。

その結果、463 名の皆様より、総額 2188,4 千円の
ご寄附をお寄せいただいた。皆様からのご支援を活
用し、下記のプロジェクトを順次実施予定である。

本取組みの目的
膵がんは本邦において年間４万人以上が死亡する

極めて予後不良ながんであり、根治を目指すには高
度な外科治療が不可欠である。しかし、治療成績は
依然として十分とは言えず、新規治療法の確立に向
けた臨床研究の推進が求められている。膵がん手術
は高難度であり、術者の高度な技術と経験を要する。
一方で、消化器外科医は将来的に大幅な減少が予測
されており、高度がん手術を担う人材育成は喫緊の
課題である。

運 

営

― 71 ―



運営

スケールメリットを活かした経費削減
群馬県内４団体７病院による共同交渉から 

「オール群馬で共同調達！」へ

群馬大学医学部附属病院

もっと詳しく▶　群馬大学医学部附属病院　https://hospital.med.gunma-u.ac.jp/

共同価格交渉の協定締結
群馬大学医学部附属病院では、長引く物価高の影

響などにより、医薬品や診療材料の高騰から医療費
が増加し、病院経営に大きな影響を及ぼしているた
め、文部科学省のガイドラインを踏まえ、（株）
MRP のベンチマークシステムを利用している設置
主体の異なる県内の医療機関４団体７病院（本院・
前橋赤十字病院・済生会前橋病院・群馬県病院局（４
病院））との連携を進め、2025 年６月に協定を締結
した。

本取組によって 2025 年度上半期において診療材
料の対象品目を決定し、協定提携機関における最低
価格での契約締結に向けた価格交渉を実施しており、
医薬品についても下期の価格交渉を効果的に進めら
れるよう、対象品目の決定を進めている。

2025 年度の価格交渉においては、本取組によっ
て数千万円程度の削減効果が見込まれ、現在もさら
に価格交渉を進めている。

連携病院の拡大から共同調達
本院・前橋赤十字病院・済生会前橋病院・群馬県

病院局（がんセンター、小児医療センター、心臓血
管センター、精神医療センター）との協定を締結し
ているが、より県内との連携を強化した取り組みを
目指し、また群馬県病院協会会長からの助言もあっ
て、群馬県病院協会や群馬県医師会等とも連携し参
加病院の拡大を進めた。

2025 年 12 月、設置主体の異なる群馬県内４団体
による県内の医療機関向けに、医薬品及び診療材料
のコスト削減、管理業務の軽減・効率化などを目指
した共同調達説明会を開催（参加医療機関 68 施設、
99 人が参加）。

本取組では、社団法人を立ち上げ地域医療連携推
進法人を目指しつつ、医薬品、医療材料にとどまる
ことなく、医療機器やコピー用紙などの汎用品の共
同調達も視野に入れ、取り組むこととしている。

左から県病院局長、群大、日赤、済生会の各病院長

取組概要

メーカー卸業者向け説明会

オール群馬で共同調達！
2026 年２月、本取組を 2026 年度から開始するに

あたり、医薬品・診療材料・消耗品の取引のあるメー
カー及び卸業者の関係者向けに説明会を実施した

（300 名程度が参加）。
説明会では、開始には４団体を含む県内 21 医療

機関が参加を表明しており、現在手続きを進めてい
る状況と、さらに参加医療機関の拡大を進め、取り
扱う品目を拡充し、県内医療機関の調達人材の育成
に努めることとしている。
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歯 科

オンデマンド臨床技能遠隔教育システムを活用した臨床トレーニングプログ
ラムの構築

オンデマンド臨床技能遠隔教育システムの開発
2025 年度は、Society 5.0 における「場所や時間に

捉われない質の高い教育」の実現を目指し、従来の歯
学臨床教育における技術的・構造的課題の解決を重点
的に推進した。既存の歯科臨床技能教育システムは、
据置型であるがゆえのモバイル性の欠如、高額な導入・
維持コスト、さらには臨床現場特有の微細な手応え（触
覚）の再現性不足といった複数の問題を抱えていた。
これらの課題に対し、本事業では東北大学が有する独
自の技術シーズを核として、産学官連携による強力な
開発体制を構築。その成果として、高度なモバイル性
とリアリティ、そして微細な切削感等を再現するセン
シティビティを兼ね備えた「技能教育用高感覚提示
VR デバイス（図１）」を独自開発し、これを用いた「イ
ンタラクティブ VR 技能教育プラットフォーム」を構
築した。

本プラットフォームを用いた歯学生および歯科医師
対象の実証実験では、特に「サイズ感」および「可搬
性（モバイル性）」の項目において、既存システムと
比較し統計学的有意に高い評価を得た。これにより、
場所や時間に縛られない高度な臨床トレーニングの有
効性が立証された（図２）。

現在は、実証実験から得られたフィードバックに基
づき、触覚フィードバックの精密化やインターフェー
スの最適化等のアップデートを継続している。今後は
トレーニング症例の拡充を図り、2028 年度の歯学技
能教育への全面導入を目指し、教育プログラムの標準
化を進める計画である。

VR/AR/MR/XR および AI を応用した進化
患者の理解と協力に依拠する従来の臨床教育は、人

口動態の変化に伴う症例確保の困難化や、医療安全へ
の要求の高まり、保険診療制度下の制約により、持続
可能性の危機に直面している。この限界を突破するた
め、本事業では ICT 教育の高度化を推進し、クロス
リアリティ（XR：VR/AR/MR の総称）を基軸とし
た革新的な臨床教育システムの構築を提言した。

2025 年度は、前述の VR プラットフォームの改良
に加え、グローバル連携ネットワークを通じた産学官
共同プロジェクトを推進。MR（複合現実）技術を応
用した「デジタル解剖学・臨床手技融合コース」を開
発し、実際の教育現場における有効性検証を実施した。

現在は、これらの XR 技術に AI（人工知能）を統
合し、学生の習熟度や手指の動きをリアルタイムで解
析・フィードバックする「AI 自動教育支援・評価シ
ステム」の開発に着手している。これにより、教員の
負担軽減と評価の客観性担保を両立させる。

これらの取り組みを統合した「オンデマンド臨床技
能遠隔教育システム」は、2028 年度の歯学部新カリ
キュラムへの実装を予定している。本成果は、歯科領
域に留まらず、高度な手技を要する医学教育全般、ひ
いては製造業等の技能伝承を必要とする諸産業のデジ
タルトランスフォーメーション（DX）を牽引する、
日本発のグローバル・スタンダードモデルになり得る
ものと期待される。

Society 5.0 に向けて、学生、教員、社会に配慮した ICT、AI、IoT、VR 等を利
用した新しい歯学臨床教育を推進する提言１

歯科担当では、歯学部を有する国立大学病院の歯科における教育、
研究、診療、地域医療、国際化及び口腔外科について 2025 年度
の活動報告について述べます。

歯科担当
東京科学大学病院　首席副病院長　　新田 浩

図１　高感度提示インタラクティブ VR デバイス

図２　�VR 技能教育プラットフォームを用いた支台歯形成実習
に関する評価アンケート結果
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歯科検査・治療法を用いた医科歯科連携・多施設共同研究の推進とエビデン
ス構築

歯科疾患評価系の高度化
2025 年の国公立大学歯科臨床研究推進会議では、

歯科疾患に対する評価系の高度化が重要議題として取
り上げられた。う蝕予防管理システムの臨床的検証や、
唾液中細菌検査を活用したリスク評価モデルの実装状
況が共有され、客観的指標に基づく診療体系構築の可
能性が具体的に示された。従来は経験や主観的判断に
依存する部分の大きかったリスク分類や介入効果判定
について、数値化・可視化されたデータを診療に組み
込むことで、説明責任の向上および患者の行動変容支
援につながることが報告された。また、掌蹠膿疱症を
はじめとする全身疾患との関連では、歯性感染の評価
を含む包括的アセスメントの重要性が確認され、疾患
概念の再整理と診療戦略の再構築が議論された。これ
らの知見は単施設の取り組みにとどまらず、評価系標
準化のモデルケースとして会議参加施設間で共有され、
各施設における実装・検証に向けた基盤形成が進んだ。

口腔外科領域における多施設連協同研究の基盤
整備

口腔外科領域では、学会主導の多機関共同臨床研究
および登録（レジストリー）研究の枠組みが紹介され、
全国規模での症例集積と標準化されたデータ管理体制
の重要性が共有された。口腔がん登録や頭頸部悪性腫
瘍全国登録などの取り組みでは、共通項目に基づく情
報収集、各施設での倫理審査体制の整備、Web ベー
スの統一システムによるデータ管理が行われている。
さらに、単施設研究の限界を踏まえ、多施設で連携し
て臨床研究に取り組む可能性について具体例が示され、
今後の発展方向が議論された。これらの取り組みは、
現時点では主として登録研究を基盤とするものである
が、将来的に質の高い介入研究や特定臨床研究へと発
展し得る研究基盤の整備として位置付けられる。

研究の標準化と連携の継続による、歯科エビデ
ンス創出の新展開へ

2022 年から 2025 年までの国公立大学歯科臨床研究
推進会議で共有された評価系の高度化および多施設共
同研究の基盤整備は、国公立大学歯学部附属病院間に
おける知見の水平展開を促進するものである。今後は、
上述の臨床研究に加えて、これまで共有された、低出
力レーザーによるケモ口内炎予防・周術期口腔ケア・
歯周病原性細菌検査・睡眠時ブラキシズム検査・AI
画像処理技術等について、より発展的な多施設臨床研
究へと段階的に接続していくとともに、各施設の先進
的取り組みの共有を継続していくことが、歯科医療に
おける持続的なエビデンス創出につながる。

エビデンス構築のために歯科疾患・治療の評価系（臨床検査）の強化と特定臨床研
究を推進する提言２

歯 

科
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オーラルDXによるビッグデータの活用で革新的オーラルサイエンス・テク
ノロジーの確立

健診・災害時身元確認に有効な AI 技術開発と
個別化予測歯科医療の推進

災害時の身元確認に有効な AI 技術の開発は、迅速
かつ正確な個人識別を可能にし、被災者特定や支援活
動の効率化に寄与する。特に、災害現場で活動する
JDAT（日本歯科医療チーム）の支援を強化するため、
オーラル・DX の推進が重要である。歯科健診や診療
を通じて電子カルテ等に蓄積される膨大な検査結果や
X 線画像などのビッグデータを標準化し、時間的・空
間的制限なく保存・利用可能なデータベースを包含す
るサイバー空間を構築する。この基盤を活用し、
HL7-FHIR 準拠のシステムにより医療データの相互運
用性を確保し、災害時の効率的な情報共有を実現する。
さらに、スーパーコンピューターを応用した AI によ
るビッグデータ解析を基に、個別化予測歯科医療の提
供や AI 遠隔歯科診療の実現を目指す。これに加えて、
AI を搭載した診療シミュレーター（AI チェアユニッ
ト）の開発・実装を推進し、医療現場の効率化やシミュ
レーション教育への応用を可能にする。これらの取り
組みは、災害時の緊急対応を強化するだけでなく、医
療安全管理や医療の質の向上にも大きく寄与する。標
準化されたデータベースを活用することで、診療効率
が高まり、医療現場の負担軽減にも貢献する。また、
オーラルデータサイエンスを推進することで、個別化

医療や予防歯科の進展を支え、わが国の口腔医療の
ベースラインを大幅に向上させる。これにより、革新
的オーラルサイエンス・テクノロジーの確立と共に、
災害時や平時を問わず、社会システムの高度化を実現
する。

口腔診査情報のセキュアかつ有用な流通システ
ムの構築

今年度は、地方公共団体情報システム標準化および
ガバメントクラウド活用方針を踏まえ、ライフステー
ジ健診における口腔診査情報の標準データモデル設計
を行った。経時的に蓄積可能な構造化仕様を整理し、
HL7-FHIRおよびInternational Patient Summary（IPS）
との整合性を検討した。

また実証実験のため、大阪府内７市２町の歯科医師
会へ Dental ID を配布し、OpenID Connect 対応の統
一認証基盤を実装した。これにより、安全な認証・認
可管理が可能となり、クラウド環境との高い親和性、
将来的な FHIR API 連携、国際紹介状との接続拡張
性を確保した。

さらに、災害時身元確認（DVI）における口腔情報
活用の DX 化に着手し、標準コード出力および AI 処
理を含むワークフロー設計を行い、情報セキュリティ
と作業効率向上を両立する基盤を整備した。

オーラル・デジタルトランスフォーメーション（DX）の基盤整備を推進する提言３
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発災直後からの要配慮者食支援を可能にするための JDATのアップグレード

１．E-learning システムの整備・高度化
九州大学病院 JDAT メンバーの教育・人材養成の

ため、災害歯科口腔医療研修の E-learning システム
を整備し、高度化を実現した。オンライン研修システ
ムを活用し、動画教材と小テストを組み合わせた効果
的な学習環境を構築した。本システムにより、JDAT
メンバーが時間や場所の制約なく、災害歯科口腔医療
に関する専門知識と技能を習得できる体制を確立した。
教材内容には、被災地域歯科医療支援、歯科保健医療、
歯科的個人識別、法歯学等を含む包括的なカリキュラ
ムを整備した。

２．臨床研修歯科医への研修実践
九州大学病院の臨床研修歯科医に対し、災害歯科口

腔医療に関する研修を実践した。次世代の災害歯科医
療人材の育成を見据え、研修歯科医の段階から災害医
療の重要性と実践的スキルを習得させる取組みを開始
した。これにより、将来的な JDAT登録メンバーの人材
プールの拡充と、災害医療対応能力の底上げを図った。

３．JDAT ワーキンググループの立ち上げと
組織体制の強化

九州大学病院 JDAT の持続可能な体制強化のため、
「九州大学病院 JDAT（日本災害歯科支援チーム）ワー
キンググループ（WG）」を令和７年に正式に立ち上
げた。WG は、JDAT 派遣時責任者をWG長とし、各
専門診療科から選出された構成員で組織され、以下の
業務を担当する：
・�地域の医療機関や各自治体等の要請に応じた災害歯

科口腔医療業務
・JDAT 登録メンバーの選定
・�災害歯科口腔医療の研修および e-learning 教材作

成・改訂
・�九州大学病院災害訓練における歯科部門の訓練及び

多職種との協力
・�歯科部門における被災時のアクションカードの整

備・統括
・その他災害歯科口腔医療支援に関する事項

本 WG の設置により、災害歯科医療支援活動の組
織的・継続的な実施体制が確立され、ガバナンスの強
化が実現した。

【成果と今後の展望】
本年度の取組みにより、九州大学病院における災害

歯科医療体制は大きく前進した。E-learning システム
の整備により、継続的な人材育成の基盤が確立され、
WG の設置により持続可能な運営体制が構築された。
今後は、これらの取組みを災害拠点病院におけるモデ
ル（ベンチマーク）として体系化し、他大学病院にお
いても利活用可能な形で整備・普及に努める。併せて、
地域医療機関や自治体との連携を強化し、実災害時に
おける迅速かつ効果的な要配慮者食支援の実践を目指
す。また、平時からの備蓄体制整備や多職種連携訓練
の定期的実施により、災害フェーズに応じた対応能力
の向上を図る。これらの取組みを通じて国立大学病院
としての社会的使命を果たし、地域および全国レベル
での減災力強化に貢献していく。

災害拠点病院として「災害派遣歯科医療チーム」を配備し、災害フェーズ（超急性
期〜慢性期〜復興期）に合わせた、長期的視野で多職種連携医療活動をする災害医
療体制を強化する

提言４

図１．災害歯科口腔医療研修カリキュラム構成概要

図２．臨床研修歯科医師の災害歯科口腔医療研修
研修講師には地元県歯科医師会員を講師に招聘し、演習ファシ
リテートには九州大学病院 JDAT メンバーが担当
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歯科的口腔情報の大規模データベースを活用する医歯工学連携技術を利用し
た歯科的個人識別法の開発研究の推進

医歯工連携「歯科 AI 研究チーム」の充実化と
その組織体制と成果

2025 年度、岡山大学・
熊本大学・九州大学によ
る「歯科 AI 研究会」は、
医歯工連携体制をさらに
強化した。岡山大学は各
歯種形態の画像解析、熊
本大学は AI アルゴリズ
ム開発、九州大学は臨床
データ検証及びデンタル
チャート応用を主導している。主な成果として、
DGCNN 技術を用いた 3D 点群データ解析により、歯
種識別だけでなく欠損歯の特定の可能性を示唆した。
また、転移学習を活用し、口腔内写真で約 95％、スキャ
ナ画像でも高精度な分類を実現した。今後は、これら
の技術を統合したデンタルチャート自動作成システム
の完成と、全国統一データベースへの展開を目指す。

法歯学的医療活動の体制整備
2025 年、九州大学病院の歯科部門に「JDAT（日本

災害歯科支援チーム）ワーキンググループ（WG）」
を正式に設立した。大規模災害時における歯科口腔医
療支援および法歯学的医療活動の重要性が増す中、従
来の個人の尽力に依存した体制から脱却し、組織的か
つ継続的な対応体制を構築することが本 WG 設立の

目的である。特筆すべきは、WG 内規において歯科的
個人識別や法歯学活動が病院の公式業務として明確に
明記されたことであり、これにより災害時の迅速かつ
効果的な対応が可能となった。

本 WG は、研究部門である「歯科 AI 研究チーム」
と密接に連携し、最新の AI 技術を災害現場へ実装す
る橋渡し役を担うことを目指す。また、地域歯科医師
会、行政機関、公安機関、企業（IT との連携の核と
して機能し、平時からの情報共有体制の構築、合同訓
練の実施、人材育成プログラムの展開を推進する。今
後は、全国統一の歯科情報データベースを活用した災
害対応力の強化を図り、法歯学的医療活動の効率化を
実現する。

【今後の展開】
歯 科 AI 研 究 会 が 開 発 し た DGCNN 技 術 と 自 動

チャート作成システムを、九大病院 JDAT WG が中心
となり社会実装へ展開する。体制整備後に地域・企業
と連携した実証を実施。その後は全国歯科情報データ
ベースを活用した災害時身元確認体制の構築を目指す。

歯科的口腔情報の活用のための大規模データベース構築および照合・判定システム
開発に向けた、医工学技術を利用した研究を推進し、法歯学的医療活動の効率化を
図る

提言５

図１　連携体制図

図 6　今後のロードマップ図

図２　成果の精度データ 図３　研究開発フロー

図 4　委員会が目指す連携体制 図 5　主要業務
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国際連携体制を土台に、歯科医療・歯科医学教育・国際共同研究を一層発展
させる

バングラデシュから臨床修練医の受け入れ
1980 年代に、バングラデシュのダッカ大学の卒業

生数名が、将来の歯科医学教育の基盤を築き次世代の
育成を図ることを目的として北海道大学に留学した。
博士号を取得し帰国後、理想とする教育システムを実
現 す る た め、2000 年 に Sapporo Dental College & 
Hospital（サッポロデンタルカレッジ＆ホスピタル）
を設立した。

同校は、北海道大学歯学研究院とは 2018 年に、北
海道大学病院とは 2022 年に部局間提携を締結し交流
を深めてきた。

また、（公社）日本口腔外科学会の助成事業により、
2025 年７月から６か月間、Dr. Sanjana Tafhimを受け
入れ、北海道大学病院にて「外国医師等臨床修練医」と
して登録のうえ、口腔外科関連の臨床研修を実施した。
今後も継続してアジアからの口腔外科医を受け入れ、
将来にわたって情報を共有できる関係を構築したい。

海外の歯科大学との歯学教育連携
北海道大学における受け入れ状況は、チュラロンコ

ン大学４名、マヒドン大学４名、ランシット大学６名、
台北医科大学５名、ソウル大学４名、全北大学４名で
あり、病院見学をはじめとする卒前臨床教育を中心に
交流を深めた。また、北海道大学からも学部学生の派
遣留学を行い、双方で情報交換および研修を実施して
いる。

さらに、ソウル大学からは 20 名を超える教員が来
訪し、活発な学術交流を行った。将来的には、現在の
部局間交流を病院間国際交流協定へと発展させ、多国
間臨床研究の推進と次世代人材の育成を通じて、国際
協働のさらなる強化を目指したい。

鹿児島大学では、部局間協定のある台湾（高雄医学
大学）、香港大学（中国）の歯学部学生について海外
研修の受け入れを行い、活発な学術交流を行った。

国際連携体制を土台に、歯科医療・歯科医学教
育・国際共同研究を一層発展させる。
「世界をリードする高齢者歯科医療の先駆者として、

歯科医療と歯学教育における国際連携体制を評価し、
より一層強化する」を実践するため、これまで培って
きた海外歯科大学との協力関係を基盤として、歯科診
療・歯学教育の国際連携および国際共同研究をさらに
推進する。国情の違いを超えて世界的に高まる高齢者
歯科医療の需要を正確に捉え、診療体制の国際化を改
めて評価し、その強化を図る。

2026 年度は、従来の学生・歯科医師の相互派遣体
制に加え、遠隔教育や遠隔診療の活用、国際的な歯科
トラベル診療モデルの検討、制度設計・環境整備を含
む広域的なネットワーク形成、人事交流の強化など、
国際連携の質と範囲を拡大する取り組みを進める。こ
れらの国際連携を通じて得られる成果や知見は、
SDGs の重要要素であるダイバーシティの観点を踏ま
えつつ、地域社会の高齢者歯科医療および歯学教育の
発展へと還元していく。

世界をリードする高齢者歯科医療の先駆者として、歯科医療と歯学教育における国
際連携体制を評価し、より一層強化する提言６
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県内の歯科救急ネットワークの構築と大規模災害に備えた質の高い医科歯科
連携病院診療体制の確立

県内の歯科救急ネットワークの構築
千葉大学病院歯科・顎・口腔外科を休日受診する重

症歯性感染症患者の受診経路を検討した結果、医科領
域で構築されている一次・二次・三次救急の段階的搬
送体制は歯科救急には十分適応されておらず、半数以
上が医療機関を介さず直接当院に来院している現状が
明らかとなった。この課題を背景に、県内における休
日歯科救急診療体制の適正化を目的とした「Action 
Plan 2025」を立案した。本計画では、「千葉大学歯科
口腔外科関連病院連絡会議」において重症歯性感染症
患者の受診体制を議題として共有し、県内各医療圏で
の協議を促進するとともに、歯科医師会での報告およ
び市民講座等を通じた周知活動を実施した。その結果、
休日歯科診療所情報の共有と紹介体制の整理が進み、
症状悪化前に適切な医療機関へ到達可能な県内歯科救
急診療ネットワークの枠組みを構築することができた。

院内訓練を通じた大規模災害時医科歯科連携強
化の取り組み

一方で、医学部附属病院における歯科口腔外科は、
地域歯科医療の中核を担う診療科であると同時に、大
規模災害発生時においても重要な責務を有する。近年、
地震などの自然災害が頻発しており、医療機関には事
業継続計画に基づいた災害対応体制の整備が求められ
ている。このような状況を踏まえ、当科では院内連携
体制の強化を図り、災害時においても円滑に機能する
診療体制の確立を目指した。災害医療では、限られた
人的・物的資源の中で多数傷病者への対応が求められ
る。そのため、重症度を赤・黄・緑・黒の４区分に分

類する START 法による迅速かつ客観的なトリアー
ジが不可欠である。したがって、歯科医師が災害医療
体制の中で機能するためには、トリアージの基本原則
を理解し、標準化された評価基準のもとで医科と円滑
に情報共有できる体制整備が求められる。

大規模災害時医科歯科連携強化のため、当院では多
職種協働による災害対応訓練を実施した。医師、歯科
医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師、放射線技師、
リハビリテーションスタッフ、事務職員が参加し、模
擬シナリオに基づく多数傷病者対応訓練を行った。訓
練ではトリアージエリアの設置、患者導線の整理、情
報伝達手順の確認を行うとともに、多職種協働連携に
より初期対応を実践した。また、黒判定症例に対して
は当科が主体となり歯牙形態や補綴物等の歯科的所見
を確認・記録することで、災害時身元確認への貢献体
制を検証した。さらに、電子カルテを活用した情報共
有および指揮命令系統の確認を通じて、災害時におけ
る迅速な意思決定体制の確立を図った。

これらの取り組みにより、平時では県内歯科救急診
療ネットワークによる歯科救急対応の構築を達成し、
さらに災害時では院内における医科歯科連携の体制を
整備することができた。また災害時身元確認について
は、千葉大学歯科口腔外科関連病院連絡会議における
歯科救急診療ネットワークの情報も駆使することで迅
速に対応することが可能になった。今後も継続的な訓
練と評価、教育体制の充実を通じて、平時および災害
時の双方に対応可能な、より強固で実践的な医療体制
の構築を目指していく予定である。

救急・災害時を含めた地域包括口腔医療システムの口腔医療の拠点としての役割を
果たすため、口腔科学研究・医療を広く推進する統合的医療研究体制を構築する提言７
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岡山大学病院

歯科医療 DX の推進の取り組み
デジタルトランスフォメーション（DX）により医科
歯科連携を推進し、手術後の早期機能回復をはかる

歯科

〈医療DXにより手術精度の向上と、医科歯科
連携がよりスムーズに〉

下顎区域切除術は、下顎骨腫瘍や骨髄炎に対する
治療として行われる術式であり、顎骨の連続性が失
われることで顎骨形態が大きく変化する。

術前と術後の下顎骨形態の乖離は、咬合、咀嚼、
嚥下、構音などの口腔機能のみならず、顔貌などの
整容面にも大きな影響を及ぼす。そのため形態変化
を最小限に抑える治療計画を立案し、計画通りに腫
瘍を切除し、顎骨と咬合を再建することは、患者の
QOL 維持の観点から極めて重要である。

腫瘍切除後に咬合再建までを行う場合、従来は腫
瘍切除、顎骨再建、咬合再建のための複数回の手術
を行わなければならなかった。それぞれの手術はア
ナログで計画されるため計画の精度が低く複数の手
術を同時に行うと、エラーが大きくなり、理想の咬合
状態を再現することができなかった。また手術まで
の限られた時間内で、各部署との綿密な打ち合わせ
が必要で、時間的なハードルも非常に高かった。結
果として複数の手術を受けざるを得ない状況は、患
者にとって大きな身体的・心理的負担となっていた。

Computer-Aided Design（CAD）／Computer-
Aided Manufacturing（CAM）システムは、PC 上
で腫瘍切除・再建後の状態を、術前に撮影した
Computed Tomography（CT）の画像情報を用い
て Virtual surgical planning し、そのデータから
3D モデルやサージカルガイドなどの作製が可能で
あり手術の精度の向上が期待される。当院では下顎
区域切除術を施行する際、院内ですべての工程が完
結するワークフローを構築し、in-house CAD／
CAM サージカルガイドを使用した切除・再建術を
行っている。

術前 CT 画像を用い、PC 上で下顎区域切除術お
よび腓骨再建術、歯科インプラント埋入術のシミュ
レーションを口腔外科、形成外科、口腔インプラン
ト科、歯科技工室で実施する。その計画に基づき下
顎骨と腓骨のカッティングガイドおよび腓骨ポジ
ショニングガイドを設計・作製する。再建術後をシ
ミュレーションした下顎骨予測モデルを作製するこ
とで、再建用金属プレートの正確なプレベンドや、

歯科インプラント埋入・補綴治療の綿密な計画が立
案できる。

プレベンドした金属プレートを歯科用スキャナー
で取り込み、シミュレーション画面上に反映してい
る。プレベンドプレートのデータを用いることで、
プレートのスクリューホールの位置を、歯科インプ
ラント体と干渉しないように最適化し設計すること
が可能である。

〈１回の手術で腫瘍切除／顎骨再建／咬合再建
まで〉

術中はカッティングガイドにより計画通りに腫瘍
切除を行い、腓骨ポジショニングガイドを用いて、
術前シミュレーション通りに腓骨配置を行う。その
後、配置された腓骨に歯科インプラント埋入術を即
時で行う。そうすることによって、腫瘍切除、顎骨
再建、咬合再建の準備までを１日で終えることがで
きるようになっている。

手術計画の DX 化により手術精度の向上だけでな
く、歯科（口腔外科、口腔インプラント科、歯科技
工室）と医科（形成外科）との連携がスムーズに短
時間で可能となり、今までは不可能であった手術後
の早期機能回復まで行える様になった。

上段左：術前 CT から作成した 3D 画像
上段右：下顎骨再建術の術前シミュレーション画像
下段左：下顎骨予測モデルと再建用プレート
上段右：術後 CT から作成した 3D 画像
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東京科学大学病院　摂食嚥下リハビリテーション科

誰でも使える嚥下機能解析のための非侵襲デバイ
ス開発
皮膚動態解析、筋活動解析を用いた、非侵襲かつ
先進的な検査法開発

歯科

非侵襲かつ先進的な検査法開発の必要性
従来の嚥下機能評価として嚥下造影検査と嚥下内

視鏡検査が挙げられる。しかし、これらの検査は専
用設備や専門職を要し、実施可能な施設が限られる。
また、嚥下造影検査では被ばく、嚥下内視鏡検査で
は内視鏡挿入による違和感や疼痛などの身体的負担
の問題、それらを考慮した検査時間の制限もある。

より簡便で誰でも使いやすい評価方法が確立され
れば、早期発見・早期介入が可能となり、医療資源
へのアクセス格差の是正につながる。将来的な展望
として、動画解析を用いた嚥下機能評価システムの
開発を目指している。AI を活用して皮膚動体の動
画解析から嚥下障害の評価までを一元的に行うアプ
リケーションを実装できれば、スマートフォンのみ
で摂食嚥下障害のスクリーニングが可能となる。

その他、筋活動から嚥下機能解析を進めている。
従来の嚥下機能評価は 2D であるが、将来的には嚥
下時の筋活動を 3D で表示することで評価者・被評
価者の理解度もあがる他、筋活動に着目することで
従来の嚥下機能評価ではできなかった不良姿勢の検
出等が可能となる。自宅や介護施設など専門知識の
ある者がいない状況で嚥下障害を疑う症状を前にし
た際に迅速かつ客観的な評価を行えるツールにより、
医療資源へのアクセス格差の是正の一助としたい。

皮膚動態動画解析でアプリ開発へ
外部から嚥下機能を評価する方法が様々に研究さ

れている。それらは主に喉頭に着目をした研究が大
半であるが、女性や喉頭部の皮膚のたるみがある被
験者では評価できないという技術的課題点がある。
そこで本研究では喉頭部以外の嚥下時における動き
を可視化し、性差に伴う喉頭位置や形状差に依存し

ない、新たな嚥下タイミング評価が可能なシステム
開発を進めている。

具体的には、頸部に微小マーカを多数貼付し、嚥
下時に撮影した 4K 動画をオプティカルフロー解析
してマーカの移動軌跡を導出し、嚥下造影検査と時
間同期して嚥下タイミング指標を抽出することで、
性差や体型に左右されない非侵襲簡易スクリーニン
グアプリの実現を目指す。

筋活動から嚥下のタイミングなどを評価
不良姿勢や疾患の検出の可能性も

性差、体型などの患者側の課題のみではなく、医
療従事者側の問題も考えなければならない。嚥下機
能検査の需要は増えており、特に多くの介護施設等
で求められているが、協力歯科医療機関のほとんど
は歯科治療の提供にとどまっている。そこで、我々
は産学連携事業で、従来の嚥下機能検査とは異なる、
検査者の職種を問わず検査可能な「侵襲のない嚥下
機能検査」システムを開発を進めている。

具体的には、喉周辺の嚥下関連筋群の筋活動測定
である。筋活動の可視化により嚥下のタイミングや
異常な筋緊張・筋疲労を捉える。これらは従来の検
査では拾うことが難しいうえ、不良姿勢や疾患によ
る筋緊張・筋疲労が嚥下機能に与える影響は、経験
を積まないと見落としがちな点である。このデバイ
スは、嚥下機能のみならず医療従事者側の経験値に
関係なく不良姿勢や疾患を検出見込みで、検査に新
たな意義を見出している。また、疾患別の嚥下のタ
イミングの特徴や筋緊張・筋疲労を捉えることで疾
患の早期発見につながる可能性がある。

もっと詳しく▶　東京科学大学摂食嚥下リハビリテーション学分野　https://www.tmd.ac.jp/dept-drh/

微小マーカと画像処理を組み合わせて喉頭
隆起が小さい女性被験者での検出に成功
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大阪大学歯学部附属病院

ソーシャル・スマートデンタルホスピタル
地域歯科医療連携における歯科医療用アプリケー
ション・サービスプラットフォームの構築

歯科

歯科医療AI の研究開発
本構想は、歯科医療情報をデータサイエンスで用

いることにより、歯科医療用 AI や業務効率化、ひ
いては地域住民の歯科医療への理解や安心感の向上
につなげる産学連携プロジェクトとして、2018 年
２月に開始された。ここでは、電子カルテ等に蓄積
された歯科画像データや患者の診療情報などの膨大
なデータを活用した AI の開発に取り組んでいる。
具体的には、口腔粘膜疾患の診断支援、抜歯適応可
否判定、歯周病重症度評価、矯正歯科治療評価、小
児の成長予測など、多岐にわたる研究が進められて
いる。現在、AI 開発においては、医療情報の二次
利用に関する倫理的課題やプライバシー保護の重要
性が特に強調されている。本院では、大阪大学 D3
センターと連携して高度なセキュリティを確保した
基盤システムを構築し、研究開発に必要なデータを
安全に集約・管理・分析できる環境自体の研究を推
進している。さらにアジア太平洋領域や EU と連携
し、国際標準化や AI 開発・利用における倫理策定、
そして歯科医療情報の世界的な交換・流通に関する
研究を推進している。

年次開催シンポジウム
歯科医療 AI や DX に関する地域住民の理解や安

心感の向上につなげるため、毎年度末に「S2DH シ
ンポジウム」を開催している（2026 年３月６日に
９回目を開催）。このシンポジウムでは、歯科医療
AI 開発の進捗を発表しており、医療関係者だけで
なく一般市民や企業との情報共有を図っている。具
体的には、AI 研究開発を推進する上で欠かせない
法的および倫理的な課題にとどまらず、AI が社会
で活用される状況で、地域として持続可能な形で運
用する方法論に至るまでを、様々な分野の専門家と
意見交換を行い、遠い将来のデジタル空間における
歯科専門病院のあり方を想像しつつ、その方向性を
議論する場を設けている。また、歯科医療分野での
データサイエンスの活動を支えるデータ集約基盤の
重要性にも焦点を当て、本学 D3 センターによる最
新の取り組みについても発表が行われている。第９

回目を迎えた本シンポジウムでは、地域連携として
歯科に特徴的な病診連携の DX まで議論を深めた。

地域医療連携
歯科医療を形成するのは大半が診療所であり、そ

の診療所と歯科専門病院である本院との連携のス
マート化によりもたらされる患者さんへの便益を明
らかにすることは、人工が減少し地方の行政サービ
スの継続が課題になりはじめた時代において重要な
課題である。本院だけでなく、診療所と病院の連携
を効率的で機能的なものに転換するために必要な、
クラウド・サービスを利用するための ID（Dental 
ID）を、周辺地域（７市２町）の歯科医師会の協
力を得て配布が完了した。現在は予約アプリと智歯
と下顎神経接触推定 AI のサービスのみであるが、
今後サービス数を増やしていきたい。地域歯科診療
所に Dental ID が配布できたことで、今後、HL7-
FHIR を用いた診療情報の提供や、歯科技工所へ配
布を拡大することで歯科技工指示情報の提供等にも
つながると考えている。さらに学内の恒久的データ
保存を担う大規模記憶装置（オブジェクト・ストレー
ジ）を活用し、将来の健康医療福祉を担うために必
須となる医療情報の蓄積につなげる。

もっと詳しく▶　ソーシャル・スマートデンタルホスピタル　https://s2dh.org
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東京科学大学病院　口腔インプラント科

国際的共同研究のハブ機関を目指して
積極的な国際的ネットワーク構築を通した 
インプラント治療の臨床研究推進

歯科

国際共同研究の重要性
国際共同研究とは、重要な研究課題について、国

内外の高い専門性を有する研究者・大学・研究機関
が連携して実施する研究プロジェクトである。国際
競争が激化する中、大学機関のプレゼンスを維持・
向上させるためには、社会還元性の高い研究を推進
していくことが不可欠である。

しかしながら、今日の医療課題は高度化・複雑化
しており、一国のみで解決できるものではない。研
究の学際化・組織化に加え、多国間の専門家による
知識・技術の融合が求められている。

近年、世界的に国際共著論文数は増加傾向にある
一方、日本における増加率は過去約 20 年間で相対
的に低水準にとどまっており、主要研究国とのネッ
トワーク強化が課題とされている。この状況が続け
ば、我が国全体の研究競争力の低下につながる可能
性がある。

こうした背景を踏まえ、本院口腔インプラント科
では国際共同臨床研究を積極的に推進し、インプラ
ント治療のエビデンス創出と医療の質向上に取り組
んでいる。

国際的協力関係の深化
～留学生の受け入れを通じて～

国際共同研究を発展させるためには、研究活動の
みならず、人的交流を基盤とした継続的協力関係の
構築が重要である。留学生の受け入れはその中核を
担う取り組みであり、海外研究機関とのネットワー
ク形成および関係深化に大きく寄与する。

東京科学大学病院口腔インプラント科は、世界的
インプラント学術組織である The International 

Team for Implantology（ITI）よりスカラシップセ
ンターとして認定されている。

ITI はインプラント歯学および関連組織再生分野
の専門家を結ぶ国際的学術財団であり、教育・研究・
臨床の国際交流を推進している。

当科では ITI スカラーシップ制度をはじめとする
複数の国際研修プログラムを通じ、継続的に留学生
を受け入れている。2025 年度においても ITI スカ
ラーに加え、複数国から研修医・研究者を招聘して
おり、将来的な共同研究基盤の強化が期待される。

実施している主な国際共同研究
■ University of Zurich との臨床研究
損傷抜歯窩における早期インプラント埋入 vs 歯槽
堤保存＋遅延埋入— 医師報告アウトカムおよび患
者報告アウトカムに焦点を当てたランダム化比較試
験 —
■ University of Zurich・Ghent University との多
施設共同研究
早期埋入 vs 歯槽堤保存＋遅延埋入に関する２施設
ランダム化比較試験
■ University of Zurich・Erasmus University 
Rotterdam との共同研究
審美領域単独インプラント症例における歯槽堤保存
の有無が埋入後１年間の歯槽骨変化に及ぼす影響

産学連携の推進
本学は国際共同研究に加え、産学連携活動にも積

極的に取り組んでいる。インプラント関連材料・医
療機器企業と連携し、共同研究および臨床治験を推
進することで、新規治療技術の開発と臨床応用の加
速を図っている。

もっと詳しく▶　東京科学大学病院口腔インプラント科　https://www.tmduimplant.jp/
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「将来像実現化　年次報告2025」発刊にあたり執筆・編集等でご協力いただいた皆様を当時のご所属にて掲載しております。

編集協力いただいた皆様（敬称略）

地
域
医
療

山村　修 福井大学医学部附属病院
工　穣 信州大学医学部附属病院
牛越　博昭 岐阜大学医学部附属病院
前田　嘉信 岡山大学病院
大塚　基之 岡山大学病院
岡野　圭一 香川大学医学部附属病院
荻野　祐一 香川大学医学部附属病院
加来　信広 大分大学医学部附属病院
奥村　耕一郎 琉球大学病院

国
際
化

南須原　康行 北海道大学病院
豊嶋　崇徳 北海道大学病院
斉藤　敦志 弘前大学医学部附属病院
菱木　知郎 千葉大学医学部附属病院
小川　純人 東京大学医学部附属病院
髙橋　淳 信州大学医学部附属病院
佐久間　肇 三重大学医学部附属病院
成島　三長 三重大学医学部附属病院
中田　研 大阪大学医学部附属病院
伊藤　智雄 神戸大学医学部附属病院
髙木　康志 徳島大学病院
森山　智彦 九州大学病院
中島　直樹 九州大学病院
松永　明 鹿児島大学病院

運
　
　
営

張替　秀郎 東北大学病院
平松　祐司 筑波大学附属病院
大鳥　精司 千葉大学医学部附属病院
田中　栄 東京大学医学部附属病院
藤井　靖久 東京科学大学病院
中島　康晴 九州大学病院

歯
　
　
科

大廣　洋一 北海道大学病院
江草　宏 東北大学病院
鵜澤　一弘 千葉大学医学部附属病院
新田　浩 東京科学大学病院
多部田　康一 新潟大学医歯学総合病院
山城　隆 大阪大学歯学部附属病院
上岡　寛 岡山大学病院
伊原木　聰一郎 岡山大学病院
江國　大輔 岡山大学病院
谷本　幸太郎 広島大学病院
加治屋　幹人 広島大学病院
川人　伸次 徳島大学病院
前田　英史 九州大学病院
鵜飼　孝 長崎大学病院
西谷　佳浩 鹿児島大学病院

教
　
　
育

高橋　誠 北海道大学病院
前野　哲博 筑波大学附属病院
伊藤　彰一 千葉大学医学部附属病院
江頭　正人 東京大学医学部附属病院
藤井　靖久 東京科学大学病院
山脇　正永 東京科学大学病院
高村　昭輝 富山大学附属病院
錦織　宏 名古屋大学医学部附属病院
髙折　晃史 京都大学医学部附属病院
片岡　仁美 京都大学医学部附属病院
渡部　健二 大阪大学医学部附属病院
蓮沼　直子 広島大学病院
新納　宏昭 九州大学病院

診
　
　
療

中川　直樹 旭川医科大学病院
元井　冬彦 山形大学医学部附属病院
池田　佳生 群馬大学医学部附属病院
久米　春喜 東京大学医学部附属病院
桐戸　敬太 山梨大学医学部附属病院
松橋　延壽 岐阜大学医学部附属病院
丸山　彰一 名古屋大学医学部附属病院
梶山　広明 名古屋大学医学部附属病院
江口　英利 大阪大学医学部附属病院
大毛　宏喜 広島大学病院
白石　晃司 山口大学医学部附属病院
北岡　裕章 高知大学医学部附属病院
田中　靖人 熊本大学病院
河上　洋 宮崎大学医学部附属病院

研
　
　
究

佐久嶋　研 北海道大学病院
青木　正志 東北大学病院
花岡　英紀 千葉大学医学部附属病院
小池　竜司 東京科学大学病院
橋詰　淳 名古屋大学医学部附属病院
永井　洋士 京都大学医学部附属病院
髙折　晃史 京都大学医学部附属病院
名井　陽 大阪大学医学部附属病院
山本　洋一 大阪大学医学部附属病院
堀田　勝幸 岡山大学病院
戸高　浩司 九州大学病院
辻田　賢一 熊本大学病院

地
域
医
療

香取　幸夫 東北大学病院
渡邊　博之 秋田大学医学部附属病院
髙橋　直人 秋田大学医学部附属病院
小和瀬　桂子 群馬大学医学部附属病院
田村　郁 東京科学大学病院
山下　太郎 金沢大学附属病院
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編集　一般社団法人国立大学病院長会議 常置委員会
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